
         

令和４年度 第３回 

江別市社会教育委員の会議 

 

 日 時：令和５年２月１７日（金）１５：００～ 

 場 所：江別市教育庁舎 １階大会議室 

 

 

－ 次 第 － 

 

１ 開 会 

 

２ 教育長あいさつ 

 

３ 委員長あいさつ 

 

４ 教育委員会からの第１０期江別市社会教育総合計画の諮問について 

 

５ 議 題 

（１）第１０期江別市社会教育総合計画策定に係る専門部会委員の選任について 

（２）計画作成に係る社会教育委員の会議及び専門部会のスケジュールについて 

（３）令和５年度社会教育予算（案）に係る主要事業・補助金について 

 

６ その他 

 

７ 閉 会 



４ 教 生 第 １ ３ ３ 号  

令和４年１２月２２日  

 

 江別市社会教育委員の会議 

 委員長 井上 大樹 様 

江別市教育委員会   

教育長 黒川 淳司  

 

諮 問 書 

 

江別市教育委員会では、「江別の風土を生かし、豊かで潤いのある地域社会を創造する

人づくり」を第９期江別市社会教育総合計画（平成３１年度～令和５年度）の基本理念と

して定め、社会教育施策の推進を図ってまいりました。 

計画に基づき施策を展開する中で、令和２年以降の新型コロナウイルス感染症の感染拡

大は、社会活動の制限によるコミュニケーション機会の減少や、新たな生活様式として非

接触やオンラインが推奨され、社会のあらゆる分野においてデジタル化が進むなど、大き

な影響をもたらしました。 

国においては、第４期教育振興基本計画（令和５～９年度）の策定にあたり、２０４０

年以降の社会は、人口減少や高齢化、コロナ禍によってより重要性が高まったデジタルト

ランスフォーメーション、グローバル化や多極化、地球環境問題などがこれまで以上に進

行することが予測されるとともに、先行きが不透明で将来の予測が困難な未来を迎えよう

としていることから、主体的な学びを通じ、自ら未来を切り拓いていくことができる人材

の育成が必要であるとしています。 

 こうした動きの中で、地域における社会教育行政のあり方が問われており、本市におい

ても現計画が令和５年度で終了することから、時代の変化に対応した生涯学習の中核を担

う社会教育行政推進の展望と目標を提示する必要があります。 

 以上のことを踏まえ、「第１０期江別市社会教育総合計画」を策定するにあたり、社会

教育法第１７条第１項２号の規定により社会教育委員の会議においてご審議いただきたく

諮問いたします。 

記 

 

１ 諮問事項 

  第１０期江別市社会教育総合計画の立案にあたり、国や道の新たな教育振興計画等を

参酌するとともに、第７次江別市総合計画との整合性を図りながら、社会教育に関して

ご意見をいただきたい。 

 

２ 計画期間 

  令和６年度～令和１０年度（５年間） 

 

３ 答申期限 

  令和５年１２月 
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R5.2.17  

第 10 期江別市社会教育総合計画作成に係る 

「社会教育委員の会議」及び「専門部会」のスケジュールについて 

生涯学習課  

月日 計画作成の流れ 会議と報告・協議等 備   考 

2 月１７日 

 

 

◆諮問 

◆専門部会設置 

 

第 3 回社会教育委員の会議 

＊諮問書手交 

＊専門部会設置 

＊スケジュール説明 

 

第１回専門部会 

 ＊現状分析と課題整理 

 ＊10 期施策体系の考え方説明 

 ＊国・道の動向説明 

 ＊計画体系案協議 

 

3 月中旬 ◆計画体系案決定 

 

第２回専門部会 

 ＊計画体系案協議、決定 

 ＊計画事務事業一覧提示 

＊計画素案提示 

 

4 月中旬  第３回専門部会 

＊計画素案協議 

 

5 月下旬 ◆計画素案 

決定 

 ■第 3 回庁内会議（５中旬） 

・計画素案協議 

6 月上旬 ◆計画素案 

団体調査 

第４回専門部会 

 ＊計画素案協議、決定 

■素案関係団体調査 

 ・6 月中旬～７月上旬〆 

７月中旬 ◆団体調査のまとめ 第 5 回専門部会 

 ＊団体調査結果の確認 

８月中旬 ◆計画素案審議 

◆計画案の決定 

第１回社会教育委員の会議 

 ＊計画素案審議、計画案決定 

■定例教育委員会 

 ・計画案、パブコメ実施報

告 

9 月 ◆パブコメ実施 パブリックコメント（30 日間） 

10 月上旬 ◆パブコメまとめ 第６回専門部会 

 ＊パブコメ結果協議 

 

11 月上旬 ◆パブコメ報告 

◆計画案協議 

第２回社会教育委員の会議 

 ＊パブコメ結果報告 

 ＊計画案修正 

 ＊答申書の審議、決定 

 

１２月中旬 ◆答申 委員長から教育長へ計画の策定に

ついて答申 

■定例教育委員会 

 ・パブコメ結果報告 

 ・計画案協議 

１月下旬 ◆計画案審議、決定  ■定例教育委員会 

 ・計画案審議、決定 

２月中旬  第３回社会教育委員の会議 

 ＊計画策定の報告、確認 

 

４月 ◆第 10 期計画配付   
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第３章　基本目標と基本方向 第３章　基本目標と基本方向

基本
目標

第9期
基本方向

第9期
施策項目

基本
目標

第10期
基本方向

第10期
施策項目

(1)家庭教育に関する学習機会や情報の提
供

(1)家庭教育に関する学習機会や情報の提
供

(2)親と子がふれあう機会の充実 (2)子育てを応援する環境づくり

基本方向２
地域の教育力の向上

(1)子どもの活動を基盤とする地域コミュ
ニティの形成

基本方向２
地域の教育力の向上

(1)子どもの活動を核とした地域コミュニ
ティの形成

(1)体験活動の実践 (1)地域の特色を生かした体験活動の創出

(1)子どもの安全・安心な生活環境の整備 (1)子どもの安全・安心な居場所づくり

(1)市民の学習活動を支える学習機会の提
供

(1)多様なニーズに対応した学習機会の提
供

(2)社会教育施設の環境整備 (2)社会教育施設の環境整備

(1)社会教育関係団体等が行う事業への支
援

(1)社会教育関係団体が行う事業への支援

(2)学習情報の提供 (2)生涯学習情報の普及啓発

(1)学校・家庭・地域が連携した生涯学習
環境の構築

(1)学校・家庭・地域が連携した生涯学習
環境の構築

(2)市民や社会教育関係団体等との連携の
構築

(2)市民や社会教育関係団体等との連携の
構築

(1)市民が行う文化・芸術活動への支援
(1)市民や団体等が行う文化・芸術活動へ
の支援

(2)文化・芸術活動にふれる機会の提供 (2)市民の鑑賞機会の充実

(1)文化施設の環境整備 (1)文化施設の環境整備

(2)多彩な学習機会の提供

(1)郷土愛を育む学習活動への支援
(1)歴史文化資源を生かした郷土学習の推
進

(2)文化財の保存・伝承 (2)文化財保護意識の醸成

(3)史跡や歴史的景観の保全と活用

基本方向３
個性豊かな地域文化の
保存活用と継承

基本方向２
文化施設の利活用促進

Ⅲ
 

地
域
で
育
ま
れ
た
多
様
な

文
化
の
再
発
見
と
創
造

基本方向３
文化遺産の保存と活用

基本方向１
文化・芸術活動の促進

Ⅲ
 

文
化
・
芸
術
に
よ
る
豊
か
な
人
間
性
の

涵
養
と
郷
土
の
歴
史
の
保
存
と
継
承

基本方向１
個性的な文化・芸術活
動の推進

基本方向２
文化施設の機能充実

江別市社会教育総合計画 第9期と第10期の体系比較（改訂案）

第9期（H31～R5） 第10期（R6～R10）

表紙
　第9期　江別市社会教育総合計画
　令和元年度～令和5年度
　江別の風土を生かし、豊かで潤いのある地域社会を創造する人づくり

表紙
　第10期　江別市社会教育総合計画
　令和6年度～令和10年度
　江別の風土を生かし、豊かで潤いのある地域社会を創造する人づくり

江別市旗／江別市民憲章／江別市教育目標 江別市旗／江別市民憲章／江別市教育目標

目次 目次

第1章　計画策定にあたって 第1章　計画策定にあたって

Ⅰ　計画策定の背景と趣旨 Ⅰ　計画策定の背景と趣旨

Ⅱ　計画の性格 Ⅱ　計画の性格

Ⅲ　計画の期間 Ⅲ　計画の期間

Ⅳ　生涯学習と社会教育 Ⅳ　生涯学習と社会教育

第2章　計画の基本的な考え方 第2章　計画の基本的な考え方

Ⅰ　江別市教育目標 Ⅰ　江別市教育目標

Ⅱ　計画の基本理念 Ⅱ　計画の基本理念

基本方向１
家庭の教育力の向上

基本方向３
子どもの可能性を引き
出す教育の充実

　　１　基本目標と基本方向の設定 　　１　基本目標と基本方向の設定

　　２　江別市総合計画との関係 　　２　江別市総合計画との関係

　　３　目標と成果指標 　　３　目標と成果指標

Ⅱ
　
学
び
を
支
え
る
生
涯
学
習
の
推
進

　　４　計画体系図 　　４　計画体系図

Ⅰ
 

地
域
全
体
で
子
ど
も
を
守
り

育
て
る
体
制
づ
く
り

基本方向１
家庭の教育力の向上

Ⅰ
 

地
域
全
体
で
子
ど
も
を
守
り

育
て
る
体
制
づ
く
り

　　１　社会教育とは

　　２　生涯学習と社会教育の関係

Ⅲ　計画の体系

基本方向１
生涯にわたって学ぶこ
とのできる環境づくり

　　１　社会教育とは

　　２　生涯学習と社会教育の関係

基本方向３
子どもの豊かな人間性
を育む教育の実践(2)未来を担う人材の育成 (2)未来を担う人材の育成

基本方向４
子どもの安全・安心な
環境づくり

Ⅲ　計画の体系

Ⅱ
　
持
続
可
能
な
生
涯
学
習
の
推
進

基本方向１
生涯学び、活躍できる
環境の整備

基本方向２
市民が行う学習活動へ
の支援

基本方向２
市民が行う主体的な学
びへの支援

基本方向３
連携・協働による生涯
学習の推進

基本方向３
多様な主体との連携・
協働による学習活動の
推進

基本方向４
子どもの安全・安心な
環境づくり
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＊第7次総計（前期）＝第10期江別市社会教育総合計画
＊基本理念「江別の風土を生かし、豊かで潤いのある地域社会を創造する人づくり」継承
＊策定中の国の第4期教育振興基本計画、北海道の「北海道教育推進計画（素案））」参考

１．全体を通じての考え方

第10期施策体系案作成にあたっての基本的な考え方

【現状・課題】
　　＊家庭環境の多様化に伴い、子育てについての不安・孤立を感じる家庭や、
　　　子どもの社会性や自立心、基本的生活習慣の育成などに課題を抱える家庭が増加している。
　　＊地域全体で家庭教育を支える環境づくりを推進する必要がある。

【目指す方向】
　　＊家庭・地域の教育力が向上し、地域ぐるみで子育てを応援する環境が整備されている
　　＊地域の特色を生かした多様な体験活動により、子どもの豊かな人間性が育まれている
　　＊地域社会との様々な関わりを通じて、子どもたちが安心して過ごせる居場所がつくられている

【国等の動き】
　　＊GIGAスクール構想　＊コミュニティ・スクールの推進　＊地域学校協働活動の推進　など

【現状・課題】
　　＊人生100年時代、充実した人生を送るには、生涯にわたる学びを通じた成長が大切である。
　　＊地域における多様な学びの機会や個々の資質や能力を更新できる学びの場の充実が必要である。

【目指す方向】
　　＊年齢、性別、障がいの有無に関係なく全ての市民が学び、活躍できている
　　＊ＩＣＴを活用することにより学習の機会や情報が容易に手に入る
　　＊学校・家庭・地域・社会教育関係団体・市内大学・民間企業などの多様な主体との連携・協働に
　　　より、より良い生涯学習の環境が整備されている

【国等の動き】
　　＊超スマート社会（Society 5.0）　＊ウェルビーイング　＊人生100年時代の到来
　　＊第２期ESD国内実施計画の策定　など

【現状】
　　＊市民・団体による文化芸術活動は、自己完結型で地域に還元されていない
　　＊歴史文化遺産は市内外に対して観光資源として認知されていない
　　＊郷土資料館、セラミックアートセンターでは、長寿命化計画が策定されていない

【課題】
　　＊自己の趣味教養を高めるだけの学びから脱却する
　　＊観光協会等と連携し、市内外へ資源の情報発信をするとともに現地の環境整備に努める
　　＊年次計画的な修繕を施工するとともに、長寿命化計画を策定する

【目指す方向】
　　＊学びの循環がなされ、地域の文化芸術が持続可能的に活性化している
　　＊歴史文化遺産が観光資源として活用され、交流・関係人口の増加に寄与している
　　＊修繕計画に基づいた営繕が施され、安心安全、快適な施設環境が保持されている

【国等の動き】
　　＊文化観光推進法の施行

基本目標Ⅲ「文化・芸術による豊かな人間性の涵養と郷土の歴史の保存と継承」

基本目標Ⅱ「持続可能な生涯学習の推進」

基本目標Ⅰ「地域全体で子どもを守り育てる体制づくり」

２．基本目標について

資料４



【社会の現状や変化】
・新型コロナウイルス感染症の拡大 ・ロシアのウクライナ侵略による国際情勢の不安定化 ・VUCAの時代（ 変動性、不確実性、複雑性、曖昧性） ・少子化・人口減少や高齢化
・グローバル化・地球規模課題 ・DXの進展、AI ・ロボット・グリーン（ 脱炭素） ・共生社会・社会的包摂 ・精神的豊かさの重視（ ウェルビーイング） ・18歳成年・こども基本法 等

教育の普遍的な使命： 学制150年、教育基本法の理念・目的・目標（ 不易） の実現のための、社会や時代の変化への対応（ 流行）

教育振興基本計画は予測困難な時代における教育の方向性を示す羅針盤となるものであり、教育は社会を牽引する駆動力の中核を担う営み

今後の教育政策に関する基本的な方針

・（ 初等中等教育） 国際的に高い学力水準の維持、GI GAスクール構想、教職員定数改善
・（ 高等教育） 教学マネジメントや質保証システムの確立、連携・統合のための体制整備
・（ 学校段階横断） 教育費負担軽減による進学率向上、教育研究環境整備や耐震化 等

第3 期計画期間中の成果

・コロナ禍でのグローバルな交流や体験活動の停滞 ・不登校・いじめ重大事態等の増加
・学校の長時間勤務や教師不足 ・地域の教育力の低下、家庭を取り巻く環境の変化
・高度専門人材の不足や労働生産性の低迷 ・博士課程進学率の低さ 等

第3 期計画期間中の課題

次期教育振興基本計画について（ 答申（ 素案） ） 【概要】

我が国の教育をめぐる現状・課題・展望

2 0 4 0 年以降の社会を見据えた持続可能な社会の創り手の育成 日本社会に根差したウェルビーイング（ ※） の向上

誰一人取り残さず、全ての人の可能性を引き出す
共生社会の実現に向けた教育の推進

地域や家庭で共に学び支え合う社会の
実現に向けた教育の推進

教育デジタルトランスフォーメーション（ D X） の推進

計画の実効性確保のための基盤整備・対話

グローバル化する社会の持続的な
発展に向けて学び続ける人材の育成

・ 将来の予測が困難な時代において、 未来に向けて自ら が社会の創り 手と なり 、
課題解決などを 通じ て、 持続可能な社会を 維持・ 発展さ せていく

・ 社会課題の解決を 、 経済成長と 結び付けてイ ノ ベーショ ンにつなげる取組や、
一人一人の生産性向上等によ る、 活力ある社会の実現に向けて「 人への投資」 が必要

・ So cie ty5 . 0 で活躍する、 主体性、 リ ーダーシッ プ、 創造力、 課題発見・ 解決力、 論
理的思考力、 表現力、 チームワーク などを 備えた人材の育成

・ 多様な個人それぞれの幸せや生き がいを 感じ る と と も に、 地域や社会
が幸せや豊かさ を 感じ ら れるも のと なるための教育の在り 方

・ 幸福感、 学校や地域でのつながり 、 利他性、 協働性、 自己肯定感、 自
己実現等の要素が含まれ、 協調的幸福と 獲得的幸福のバラ ンスを 重視

・ 日本発の調和と 協調（ Balance and  Harm ony） に基づく ウェ ルビー
イ ングを 発信

・子供が抱える困難が多様化・複雑化する中で、 個別最適・
協働的学びの一体的充実やインクルーシブ教育システムの推
進による多様な教育ニーズへの対応

・支援を必要とする子供の長所・強みに着目する視点の重視、
地域社会の国際化への対応、多様性、公平・公正、包摂性
（ DE& I ） ある共生社会の実現に向けた教育を推進

・I CT等の活用による学び・交流機会、アクセシビリティの向上

・持続的な地域コミュニティの基盤形成に向けて、公民
館等の社会教育施設の機能強化や社会教育人材の
養成と活躍機会の拡充

・コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進、
家庭教育支援の充実による学校・家庭・地域の連携強化

・生涯学習を通じた自己実現、地域や社会への貢献等
により、当事者として地域社会の担い手となる

教育データの標準化、基盤的ツール
の開発・活用、教育データの分析・
利活用の推進

D Xに至る３ 段階（ 電子化→最適化→新たな価
値(DX)） において、第３ 段階を見据えた、第１ 段
階から第２ 段階への移行の着実な推進

GI GAスクール構想、情報活用能力の育成、
校務DXを通じた働き方改革、教師のICT活用
指導力の向上等、 DX人材の育成等を推進

デジタルの活用と併せてリアル

（ 対面） 活動も不可欠、学習
場面等に応じた最適な組合せ

指導体制・I CT環境等の整備、 学校における働き方改革の
更なる推進、経済的・地理的状況によらない学びの確保

各関係団体・関係者（ 子供を含む） との対話を
通じた計画の策定等

N PO・企業等多様な担い手との連携・協働、安全・安心で
質の高い教育研究環境等の整備、児童生徒等の安全確保

※身体的・ 精神的・ 社会的に良い状態にあるこ と 。 短期的な幸福のみなら ず、 生き がいや
人生の意義などの将来にわたる持続的な幸福を含む概念。

次期計画のコンセプト

人生100年時代に複線化する生涯にわたって学び続ける学習者

・主体的に社会の形成に参画、持続的社会の発展に寄与

・「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善、大
学教育の質保証

・探究・STEAM教育、文理横断・文理融合教育等を推進

・グローバル化の中で留学等国際交流や大学等国際化、外
国語教育の充実、SDGsの実現に貢献するESD等を推進

・リカレント教育を通じた高度人材育成

資料３資料５



今後５ 年間の教育政策の目標と基本施策

教育政策の目標 基本施策（ 例） 指標（ 例）

１ ． 確かな学力の育成、
幅広い知識と教養・専
門的能力・職業実践力
の育成

○個別最適な学びと協働的な学びの一体的充実

○新しい時代に求められる資質・能力を育む学習指導要領の実施

○幼児教育の質の向上 ○高等学校教育改革 ○大学入学者選抜改革

○学修者本位の教育の推進 ○文理横断・文理融合教育の推進

○キャリア教育・職業教育の推進 ○学校段階間・学校と社会の接続の推進

・OECDのPI SAにおける世界トップレベル水準の維持・到達
・授業の内容がよく分かる、勉強は好きと思う児童生徒の割合
・将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合
・高校生・大学生の授業外学修時間
・PBL（ 課題解決型学習） を行う大学等の割合
・職業実践力育成プログラム（ BP） の認定課程数

２ ． 豊かな心の育成 ○道徳教育の推進 ○いじめ等への対応、人権教育の推進
○発達支持的生徒指導の推進 ○体験・交流活動の充実 ○読書活動の充実
○伝統や文化等に関する教育の推進 ○文化芸術による子供の豊かな心の推進

・自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合
・人が困っている時は進んで助けていると考える児童生徒の割合
・自然体験活動に関する行事に参加した青少年の割合

３ ． 健やかな体の育成、
スポーツを通じた豊かな
心身の育成

○学校保健、学校給食・食育の充実 ○生活習慣の確立、学校体育の充実・高度化
○運動部活動改革の推進と身近な地域における子供のスポーツ環境の整備充実
○アスリートの発掘・育成支援

・朝食を欠食する児童生徒の割合
・１ 週間の総運動時間が６ ０ 分未満の児童生徒の割合
・卒業後にもスポーツをしたいと思う児童生徒の割合

４ ． グローバル社会におけ
る人材育成

○日本人学生・生徒の海外留学の推進 ○外国人留学生の受入れの推進
○高等学校・高等専門学校・大学等の国際化 ○外国語教育の充実

・英語力について、中学・高校卒業段階で一定水準を達成した中高
生の割合 ※留学等の国際交流は今後設定予定

５ ． イノベーションを担う人
材育成

○探究・STEAM教育の充実 ○大学院教育改革 ○高等専門学校の高度化
○理工系分野をはじめとした人材育成及び女性の活躍推進
○起業家教育（ アントレプレナーシップ教育） の推進 ○大学の共創拠点化

・修士入学者数に対する博士入学者数の割合
・自然科学（ 理系） 分野を専攻する学生の割合
・大学等における起業家教育の受講者数

６ ． 主体的に社会の形
成に参画する態度の育
成・規範意識の醸成

○子供の意見表明 ○主権者教育の推進 ○消費者教育の推進

○持続可能な開発のための教育（ ESD） の推進 ○男女共同参画の推進

○環境教育の推進 ○災害復興教育の推進

・地域や社会をよくするために何かしてみたいと思う児童生徒の割合
・学級生活をよりよくするために学級会で話し合い、互いの意見のよさ

を生かして解決方法を決めていると答える児童生徒の割合

今後の教育政策の遂行に当たっての評価・投資等の在り方

「人への投資」は成長の源泉であり、成長と分配の好循環を生み出すため、教育への効果的投資を図る必要。未来への投資としての教育投資を社会全体で確保。

①教育費負担軽減の着実な実施及び更なる推進
・幼児教育・保育の無償化、高等学校等就学支援金による授業料支援、高等
教育の修学支援新制度等による教育費負担軽減を着実に実施
・高等教育の給付型奨学金等の多子世帯や理工農系の中間層への拡大 等

②各教育段階における教育の質の向上に向けた環境整備
・GIGAスクール構想、教師の処遇在り方検討、指導体制の構築、教員研修高度化
・国立大学法人運営費交付金・私学助成の適切な措置、成長分野への転換支援の基金創設
・リカレント教育の環境整備、学校施設・大学キャンパスの教育研究環境向上と老朽化対策 等

OECD諸国など諸外国における公財政支出など教育投資の状況を参考とし、必要な予算について財源を措置し、真に必要な教育投資を確保

・客観的な根拠を重視した教育政策のPDCAサイクルの推進
・調査結果（ 定量・定性調査） に基づく多様な関係者の対話を通じた政策・実践の改善

教育政策の持続的改善のための評価・指標の在り方

教育投資の在り方

・データ等を分析し、企画立案等を行うことのできる行政職員の育成
・教育データ（ ビッグデータ） の分析に基づいた政策の評価・改善の促進



教育政策の目標 基本施策（ 例） 指標（ 例）

７ ． 多様な教育ニーズへの
対応と社会的包摂

○特別支援教育の推進 ○不登校児童生徒への支援の推進 ○ヤングケアラーの支援
○子供の貧困対策 ○海外で学ぶ日本人・日本で学ぶ外国人等への教育の推進
○特異な才能のある児童生徒に対する指導・支援 ○大学等における学生支援
○夜間中学の設置・充実 ○高校定時制・通信制課程の質の確保・向上
○高等専修学校の教育の推進 ○日本語教育の充実 ○障害者の生涯学習の推進

・個別の指導計画・個別の教育支援計画の作成状況
・学校内外で相談・指導等を受けていない不登校児童生徒数の割合
・不登校特例校の設置数
・夜間中学の設置数
・日本語指導が必要な児童生徒で指導を受けている者の割合
・在留外国人数に占める日本語教育機関等の日本語学習者割合

８ ． 生涯学び、活躍できる
環境整備

○大学等と産業界の連携等によるリカレント教育の充実 ○働きながら学べる環境整備

○リカレント教育のための経済支援・情報提供 ○現代的・社会的課題に対応した学習

○女性活躍に向けたリカレント教育の推進 ○高齢者の生涯学習の推進

○リカレント教育の成果の適切な評価・活用 ○生涯を通じた文化芸術活動の推進

・この１ 年くらいの間に生涯学習をしたことがある者の割合
・この１ 年くらいの間の学修を通じて得た成果を仕事や就職の上で生
かしている等と回答した者の割合
・国民の鑑賞、鑑賞以外の文化芸術活動への参加割合

９ ． 学校・家庭・地域の連
携・協働の推進による地域
の教育力の向上

○コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進 ○家庭教育支援の充実

○部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行に向けた環境の一体的な整備

・コミュニティ・スクールを導入している公立学校数
・学校に対する保護者や地域の理解が深まったと認識する学校割合
・コミュニティ・スクールや地域学校協働活動の住民等参画状況

１ ０ ． 地域コミュニティの基
盤を支える社会教育の推
進

○社会教育施設の機能強化 ○社会教育人材の養成・活躍機会拡充

○地域課題の解決に向けた関係施設・施策との連携

・知識・経験等を地域や社会での活動に生かしている者の割合
・社会教育士の称号付与数
・公民館等における社会教育主事有資格者数

１ １ ． 教育DXの推進・デジ
タル人材の育成

○１ 人１ 台端末の活用 ○児童生徒の情報活用能力の育成 ○教師の指導力向上

○校務DXの推進 ○教育データの標準化 ○教育データ分析・利活用

○デジタル人材育成の推進（ 高等教育） ○社会教育分野のデジタル活用推進

・児童生徒の情報活用能力（ 情報活用能力調査能力値）
・教師のI CT活用指導力 ・ICT機器を活用した授業頻度
・数理・データサイエンス・AI教育プログラム受講対象学生数

１ ２ ． 指導体制・I CT環境
の整備、教育研究基盤の
強化

○指導体制の整備 ○学校における働き方改革の更なる推進 ○I CT環境の充実

○教師の養成・採用・研修の一体的改革 ○地方教育行政の充実

○教育研究の質向上に向けた基盤の確立（ 高等教育段階）

・教師の在校等時間の短縮 ・特別免許状の授与件数
・教員採用選考試験における優れた人材確保のための取組状況
・児童生徒１ 人１ 台端末の整備状況 ・I CT支援員の配置人数
・大学における外部資金獲得状況 ・大学間連携に取り組む大学数

１ ３ ． 経済的状況、地理的
条件によらない質の高い学
びの確保

○教育費負担の軽減に向けた経済的支援

○へき地や過疎地域等における学びの支援 ○災害時における学びの支援

・住民税非課税世帯等の子供の大学等進学率
・経済的理由による高等学校・大学等の中退者数・割合
・高等学校の学びの質向上のための遠隔教育における実施科目数

１ ４ ． NPO・企業・地域団
体等との連携・協働

○NPOとの連携 ○企業との連携 ○スポーツ・文化芸術団体との連携

○医療・保健機関との連携 ○福祉機関との連携 ○警察・司法との連携

○関係省庁との連携

・職場見学・職業体験・就業体験活動の実施の割合
・都道府県等の教育行政に係る法務相談体制の整備状況

１ ５ ． 安全・安心で質の高
い教育研究環境の整備、
児童生徒等の安全確保

○学校施設の整備 ○学校における教材等の充実

○私立学校の教育研究基盤の整備 ○文教施設の官民連携

○学校安全の推進

・公立小中学校や国立大学等の施設の老朽化対策実施率
・私立学校施設の耐震化率
・学校管理下における障害や重度の負傷を伴う事故等の件数

１ ６ ． 各ステークホルダーとの
対話を通じた計画策定・フォ
ローアップ

○各ステークホルダー（ 子供含む） からの意見聴取・対話 ・国・地方公共団体の教育振興基本計画策定における各ステークホ
ルダー（ 子供含む） の意見の聴取・反映の状況の改善



２ 生涯学習・ 社会教育が果たし う る 役割
○生涯学習： 職業や生活に必要な知識を身につけ自己実現を図るためのもの。他者との学び合い・教え合いにより豊かな学びにつながるもの
○社会教育： 学びを通じて「人づくり・つながりづくり・地域づくり」の循環を生み、持続的な地域コミュニティを支える基盤となるもの

１ 生涯学習・ 社会教育を めぐ る現状・ 課題

第1 1 期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理【 概要】
～全ての人のウェ ルビ ーイ ン グを 実現する、 共に学び支えあう 生涯学習・ 社会教育に向けて～

○ 社会やライフスタイルの変化等により、人と人との 「つながり」の希薄化、困難な立場にある人々（ 貧困の状況にある子供、障害者、
高齢者、孤独・孤立の状態にある者、外国人等） などに関する課題が顕在化・深刻化

⇒ 社会的包摂と、その実現を支える地域コミュニティが一層重要に

○ 「新しい資本主義」に向けた人への投資の充実、デジタル社会の進展への対応の必要性が増大

⇒ 社会人の学び直しをはじめとする生涯学習が一層重要に

特に、デジタルデバイド解消や、国民全体のデジタルリテラシー向上が喫緊の課題に（ デジタル田園都市国家構想の実現）

人生100年時代・VUCAの時代においては、こうした従来の役割に加え、下記の役割がより重要に

３ 今後の生涯学習・ 社会教育の振興方策

ウェルビーイング： 「個人」 の幸せ＋ 周囲の「場」 のよい状態

生涯学習を通じた個人の成長と、持続的な地域コミュニティを
支える社会教育は、ウェルビーイングの実現に密接不可分

＜生涯学習＞

「個人」の生涯にわたる
自己実現を図る学習

＜社会教育＞

学びを通じた「人づくり・
つながりづくり・地域づくり」

ウェルビーイングの実現

貧困の状況にある子供、障害者、高齢者、孤独・孤立の状態
にある者、外国人、女性など、それぞれに学習ニーズがある

誰一人として取り残すことなく、学習機会を提供する

社会的包摂の実現

デジタルデバイド解消を含め、デジタルによる格差や分断のないデ
ジタル化を実現する社会的要請

国民全体のデジタルリテラシーの向上を目指す

デジタル社会に対応

リアル・オンラインの双方で、地域住民がつながる「場」として社会
教育施設を活用し、共に学びあう社会教育

＋
コミュニティ・スクールや地域学校協働活動への地域住民の参画
（ 学校と地域の連携）

「学び」を通じた、人と人とのつながり・絆の深まりが、
地域コミュニティの基盤を安定させる

地域コミュニティの基盤

公民館等の
社会教育施設
の機能強化

・ 公民館等の役割を明確化（ 社会的包摂の実現、地域コミュニティづくり、子供の居場所としての役割等）
・ リアルとオンラインの双方で、住民が相互に「つながり」を持てる共同学習・交流を促進⇒ 地域コミュニティの基盤に

・ 公民館等のデジタル基盤を強化（ PC等の機器導入、W i-fi環境整備等）
・ デジタルデバイドの解消やデジタル・シティズンシップの育成のための教育⇒ 国民全体のデジタルリテラシー向上へ
・ 他機関との連携（ 自前主義からの脱却） や、住民の意向を反映できる運営や評価の在り方の見直し等による運営改善

社会教育人材
の養成、活躍
機会の拡充

・ 社会教育主事の配置を促進⇒ 地域課題に応じた関連部局・施策と社会教育との連携・調整を推進
・ 社会教育士の公民館等への配置促進、社会教育士のネットワーク化等による活躍機会の拡大
・ 多様な分野の施策と連携しつつ、つながりづくり・地域づくりを担えるよう、社会教育士に係る制度の在り方を検討

（ 例： 社会教育士の役割や称号付与要件の見直し等）
・ 社会教育人材の継続的な学習機会の確保も検討（ デジタルに関するスキルアップ・現代的課題への対応等）

地域と学校の
連携・協働の

推進

・ コミュニティ・スクールについて、十分な理解の下で全国的に導入を加速
・ 地域学校協働活動推進員の常駐化や、学校運営協議会の運営等に係る支援員の新たな配置の促進
・ 保護者、PTA活動の経験者、Ｎ Ｐ Ｏ や企業関係者などの多様な地域住民の参加を推進
・ 部活動の地域移行の推進に向け、地域の実情に応じ、社会教育関係団体等と積極的に連携

リカレント教育
の推進

・ 時間的・経済的な制約の中で学び直しを希望する女性や就業者、求職者など個々人のニーズに応じたリカレント教育を充実
・ ①大学・専門学校におけるリカレント教育プログラムの充実、②社会人が受講しやすい時間帯・期間・授業形態等の工夫、

③情報発信の充実（ 公民館や民間等によるものを含む） ④学習履歴の可視化（ オープンバッジ等のデジタル技術の活用）
等を推進

多様な障害に
対応した生涯
学習の推進

・ 障害者の生涯学習を、国・各地方公共団体の生涯学習・社会教育推進施策として明確に位置付ける
・ 障害者の生涯学習推進を担う人材育成・確保や、共生社会についての理解を促進

・ 国は、生涯学習・社会教育が、社会的包摂の実現や地域コミュニティ構築の役割を果たせるよう、振興方策の全体像を明確化
・ 国及び地方公共団体は、国民全体のデジタルリテラシーの向上に向けた取組をこれまで以上に推進
・ 地方公共団体は、社会教育主事の配置や社会教育士の活躍機会の拡充を積極的に検討。また、社会的包摂の実現や地域コミュニティ

構築に関連する部局やNPO等民間団体との連携・協力を促進（ 教育委員会は総合教育会議等を活用して首長部局と積極的に連携）

資料６
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第１ 章 教育計画の策定について  

 

１  計画策定の趣旨 

北海道教育委員会で は、 中長期的な 展望に立っ て 教育施策を 総合的かつ計画的に推進する ため、  

1976(昭和 51)年以降、 数次にわたっ て長期的な教育計画を 策定し てき まし た。  

2006(平成 18)年 10 月に本道が目指す教育の基本的な理念や目標など を 示し た「 北海道教育ビ ジョ

ン 」 を 策定し て以降、 その実現に向けて、 時代の潮流や教育における 今日的課題に対応する 教育計画

を 策定し 、 様々な施策に取り 組んでき まし た。  

本計画は、 こ の理念を 継承し つつ、 本道における 教育課題の解決と 地域創生の実現に向け、 2023 

(令和 5)年度以降の北海道が目指す教育の全体像を 示し ています。  

 

２  計画の性格 

◇ 教育基本法第 17 条第２ 項に基づく 、 教育振興のための施策に関する 基本的計画 

◇ 「 北海道総合計画(2021 改訂版)」 が示す施策の方向に沿っ て策定する 教育の特定分野別計画 

◇ 知事が定める 道の教育、 学術及び文化の振興に関する 「 北海道総合教育大綱(2020(令和 2)年３ 月 

策定)」 を 踏まえて策定 

◇ 2015(平成 27)年の国連サミ ッ ト で採択さ れた「 持続可能な開発目標(SDGs)」 や 2002(平成 14)年 

に日本が提唱し ユネスコ 主導で国際的に推進し てき た「 持続可能な開発のための教育(ESD)」 の理 

念に合致する 計画 

 

３  計画の期間 

   2023(令和５ )年度から 2027(令和９ )年度までの５ 年間 

 

４  計画の構成 

   全体を ４ 章構成と し 、 本道教育の現状・ 課題等を 示し た上で、 本道が目指す教育の基本理念や教育 

施策の方向性、 主な取組を 示し ています。  

 

    第１ 章《 教育計画の策定について》  

     本計画策定の趣旨や性格等を 明示 
 

    第２ 章《 北海道の現状と 課題》  

     本道教育を 取り 巻く 社会情勢の変化、 子ども たち や教育の現状と 課題を 整理 
 

    第３ 章《 北海道が目指す教育の基本理念》  

     本道教育が目指す基本理念を 明示 
 

    第４ 章《 施策》  

     基本理念を 実現する ための教育施策を 体系化し 、 各施策の方向性や主な取組、 推進指標を 明示 
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５  計画の推進と 管理 

現在の複雑化、 多様化する 教育課題に対応するためには、 知事部局・ 警察等の関係機関や国・ 市町

村などの行政機関、 教育関係者を はじ め、 地域や保護者など全ての道民と 連携・ 協働し て、 本道教育

を 推進し ていく 必要があり ます。 こ のため、 本計画を 通じ て、 教育課題の共有や連携し た取組の充実

を 図る と と も に、 施策の推進状況を 確認・ 把握し ながら 着実に本計画を 推進し ます。  

 

(１ )  計画の普及啓発や広報広聴活動の充実 

◇ 学校・ 家庭・ 地域・ 市町村・ 教育機関等へ、 北海道教育委員会のホームページや各種広報誌など

を 活用し 、 様々な機会を 通じ て本計画を 普及啓発 

◇ パブリ ッ ク コ メ ン ト によ る 道民意見の聴取等を 通じ て、 様々な要望や意見を 把握 

 

(２ )  知事部局や市町村等と の連携・ 支援 

◇ 知事と 教育委員会が、 教育政策に関する 事項を 協議・ 調整する 総合教育会議を 活用する など、 知

事部局と の連携を 十分に図り 、 総合的に施策を 推進 

◇ 道民に最も 身近な市町村の主体性を 尊重し つつ、 市町村と 道の役割分担を 踏まえながら 、 相互に

連携し て施策を 推進 

◇ 特色ある 教育によ り 本道教育の一翼を 担う 私立学校について、 教育活動が一層促進さ れる よ う 、

私学教員の資質向上や教育活動の充実に向けた取組を 支援 

 

(３ )  計画の進捗管理 

◇ 地方教育行政の組織及び運営に関する 法律に基づき 、 学識者や保護者等で構成する 「 北海道教育 

推進会議」 において、 北海道教育委員会の活動全般に対する 点検・ 評価を 毎年度実施し 、 その結果 

を 広く 道民に公表 

◇ PDCA サイ ク ルのマネジメ ン ト によ る 評価・ 改善を 毎年度行い、 効果的・ 効率的な施策を 展開 
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【 第２ 章】  

 

北海道の現状と 課題 
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第２ 章 北海道の現状と 課題 
 

１  社会情勢の変化 

  

(１ ) 人口減少社会の到来 

    本道の総人口は、 1997(平成９ )年の約 570 万人を ピーク に、 2020(令和２ )年現在では約 523 万人と

なり 、全国を 上回る スピード で減少が進んでいるほか、生産年齢人口が減る と と も に高齢者人口と 年少

人口が逆転（ 1996(平成８ )年） するなど 、 少子高齢化が大き く 進行し ています。  

   「 北海道人口ビ ジョ ン (改訂版)」 による と 、 国立社会保障・ 人口問題研究所の推計を 参考と し た 20 年

後の 2040(令和 22)年の人口は、 有効な人口減少対策を 講じ ない場合は約 428 万人、 対策を 講じ た場合

は 450～460 万人に維持さ れる 見通し と なっ ています。  

   また、 道内市町村の人口減少の状況を 推計する と 、 約７ 割弱の市町村で高齢者・ 年少・ 生産年齢人口

が減少し 、 小規模な市町村ほど 人口減少の割合が大き いと 見込まれています。  

  こ う し た人口構造の変化によ り 、 労働力の減少を はじ め、 地域産業を 支える 担い手不足や地域におけ

る コ ミ ュ ニティ 機能の低下、 さ ら には税収減・ 社会保障費の負担増によ る 財政の制約など、 住民生活に

様々な影響が生じ る と と も に、 社会の活力が失われていく 状況が危惧さ れます。  

   と り わけ年少人口の減少は、地域の維持や発展、 ひいては本道の将来を 考える 上で極めて憂慮すべき

課題であり 、 子ども たちが、 こ のよう な変化の激し い時代において、 夢や希望を 持ち 、 様々な困難を 乗

り 越え、多様な人々と 協働し ながら 持続可能な社会の創り 手と し て成長し ていく こ と ができ る よう 、 子

ども たち一人一人の個性や能力を 伸長する ための教育を 充実するこ と 、 言わば「 人材育成」 から「 人財

育成」 へと 転換し ていく こ と が求めら れています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

（ 出典） 北海道「 北海道人口ビジョ ン （ 改訂版）」  

 北海道の人口動向(1920～2015 年) 

（ 出典） 北海道「 北海道人口ビ ジョ ン （ 改訂版）」  

 人口の将来の見通し (2015～2100 年) 

 市町村の人口推移 

（ 出典） 北海道「 北海道人口ビ ジョ ン （ 改訂版）」  
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(２ ) Society5.0 の到来 

国においては、 人工知能(AI)、 ビッ グデー 

タ 、 Internet of Things(IoT) *、 ロ ボティ ク

ス等の先端技術が高度化し てあら ゆる 産業

や社会生活に取り 入れら れ、 社会の在り 方

そのも のが「 非連続的」 と 言える ほど 劇的に

変わる 未来の姿を 「 Society5.0」 と 提唱し 、

経済発展と 社会的課題の解決を 両立さ せる

取組を 進めています。  

   本道においても 、 人口減少や少子高齢化

に伴い人手不足や医療・ 福祉・ 交通・ 教育の

確保など の課題が顕在化し ている ほか、 広

域分散型で小規模自治体が多いと いっ た地域特性を 有する中で、利便性や効率性、 持続可能性等を 考慮

し た場合、こ れまで当たり 前と 考えら れてき た業務や習慣について、デジタ ル化を 前提に見直すデジタ

ル・ ト ラ ン スフ ォ ーメ ーショ ン *や、 新たなテク ノ ロ ジーを 活用し て課題解決を 図る こ と の重要性が高

まっ ています。  

こ う し た社会では、 語彙の理解、 文章の構造的な把握、 読解力、 計算力や数学的な思考力など の基 

盤的学力や、 情報を 取捨選択し 読み取る など の情報活用能力を 習得し 、 表現力や創造力を 発揮し な が

ら 新たな価値を 創造する人材の育成に向けた教育が重要です。  

    
(３ )  グロ ーバル化の進展 

    情報技術の革新や交通網の発達に伴い、 一地域の事象等が国境等を 超えて世界全体に影響を 及ぼす

いわゆるグロ ーバル化の流れが加速し ています。  

近年の本道においては、 海外から の観光客の増 

加や企業の海外進出が広がり を 見せる など 社会経 

済の発展に資する 効果があっ た一方、 新型コ ロ ナ 

ウイ ルス感染症の影響が多方面に及び、 コ ミ ュ ニ 

ケ ーシ ョ ン の手段と し て 時間と 距離を 問わな い 

ICT の活用が国内外で加速度的に普及する など、  

様々な側面でグロ ーバリ ゼーショ ン が進展し まし  

た。 また、 世界の国々の相互影響と 依存の度合い 

は急速に高まっ ており 、 貧困や紛争、 感染症や環 

境問題、 エ ネルギー資源問題など、 地球規模で人 

類全体が共通し て直面する 課題が増大し ている こ と から 、 グロ ーバル化に対応し た行動計画と し て  

「 持続可能な開発目標(SDGｓ *)」 が国連で採択さ れる など、 持続可能な社会づく り に向けた取組が  

●Internet of Thin g s( IoT )  

  「 様々な物がイ ン  タ ーネッ ト につながるこ と 」「 イ ン タ ーネッ ト につながる 様々な物」 を 指す。   

●デジタ ル・ ト ラ ン スフ ォ ーメ ーショ ン 

  将来の成長、 競争力強化のために、 新たなデジタ ル技術を活用し て新たなビ ジネスモデルを 創出・ 柔軟に改変する こ と と 定義。  

●SDGs： Susta inab le  Developm en t Goa ls（ 持続可能な開発目標）  

  2015（ 平成 27） 年９ 月の国連サミ ッ ト で加盟国の全会一致で採択さ れた「 持続可能な開発のための 2030 アジェ ン ダ」 に記載さ れた、 2030 年までに持続可能でより

よ い世界を目指す国際目標。 17 のゴール・ 169 のタ ーゲッ ト から 構成さ れ、 地球上の「 誰一人取り 残さ な い」 こ と を 誓っ ている 。

■ 中国・ 香港 

  韓国・ 台湾 

■ ASEAN 

■ 北米 

■ ロシア 

■ 欧州 

■ その他 

166

135

39

17

15
29

（ 出典） 道・ JETRO 北海道共同調査 
「 2019 年度道内企業の海外事業展開(貿易･海外進出等)実態調査」  

 道内企業の海外進出拠点数 

2030 年の北海道の未来社会 

(出典)北海道「 北海道 Society5.0 推進計画」  

 北海道 Society5.0 の姿 
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世界規模で進めら れています。  

こ のよ う な社会においては、 言語や文化が異なり 、 多様な価値観を 持つ人々と も コ ミ ュ ニケーショ  

ン を 図り ながら 柔軟に対応する と と も に、 グロ ーバルな視点を 持っ て豊かな地域社会の創造・ 発展に 

積極的に貢献し よ う と する 志を 持つ人材を 育成する こ と が重要です。  

    

(４ ) 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大によ る影響 

新型コ ロナウイ ルス感染症の感染が世界的に拡大する 中、 道内では、 2020(令和２ )年１ 月に初めて 

感染者が確認さ れて以降、 児童生徒や教職員の感染が相次ぎ、 その後、 道内の全て の学校が臨時休  

業と なり 、 さ ら に、 全国一斉の臨時休業措置が講じ ら れ、 それ以後数次にわたり 臨時休業措置が延長 

さ れる など、 学校の教育活動に大き な影響が生じ る 状況と なり まし た。  

各学校においては、 授業を はじ め行事や部活動等を 例年通り 行う こ と ができ ない中、 臨時休業期間 

中に児童生徒が自宅で学習を 進める こ と ができ る よ う 、 家庭と 連携し て学習を 行う こ と や、 心身の健 

康や家庭学習の状況の把握を 目的と し た登校日を 設定するなど し て、 児童生徒の学びの保障に努めて 

き まし た。  

また、 各学校や行政機関等において、 家庭学習に活用でき る 教材や動画等を 配信する などし て児童 

生徒の学びを 支援し たほか、 国によ る ICT 機器整備の前倒し 措置等によ り 、 学校における ICT 環境 

の充実が図ら れ、 遠隔授業やオンラ イ ン学習が急速に進展する など 、 ICT を 活用し た教育活動が広が 

り 、 学びのスタ イ ルが大き く 変化する 結果を も たら し まし た。  

こ う し た状況を 経験する 中で、 登校出来ないと いう 事態は、 学校が持つ福祉的機能や、 教職員と 児 

童生徒が教室に集い関わり 合いながら 成長するこ と の価値や意義、 学校内外での社会体験・ 自然体験 

活動や地域と の交流など、 オン ラ イ ン では代替出来ない実体験の必要性を 再認識する 機会と なり まし  

た。  

今後は、 こ う し た教育を 取り 巻く 環境の変化に対応し てき た経験を 活かし 、 社会のニーズに応える  

も のと なる 教育の充実を 図る と と も に、 新たな感染症の流行や災害など不測の事態に直面し ても 、 子 

ども たちの学びを 確実に保障出来る環境を 構築する こ と が必要です。  

また、 こ う し た予測困難な時代に対応でき る よ う 、 目の前の事象から 解決すべき 課題を 見出し 、 主 

体的に考え、 多様な立場の者が協働的に議論し 、 納得解を 導く こ と が出来る 人材を 育成し ていく こ と  

が重要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
学校の臨時休業の推移(道内) 

 
子ども の感染者数推移(道内) 

学校の臨時休業や子ども の感染者数の推移、 オンラ イ ン学

習の実施が増加し た状況などのデータ を 検討中 
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２  子ども たちや教育の現状 

人口減少や少子高齢化の進行、 情報技術やグロ ーバル化の進展、 産業構造の変化、 経済格差の拡大や

二極化など により 、 人々の価値観や生活様式、 ワーク スタ イ ルが大き く 変わり 、 従来の知識や経験だけ

では解を 見出すこ と が難し い時代と なっ ています。  

子ども たち が、 未来において様々な困難を 乗り 越え、 豊かな人生を 切り 拓いていく ためには、 自ら の

良さ や可能性を 認識し 、 自己肯定感を 高めていく と と も に、 全ての人を 価値のある存在と し て尊重し 、

多様な人々と 協働し ながら 持続可能な社会の創り 手と し て成長でき る よ う 、 国や市町村、 関係機関等と

一体と なり ながら 、 各般の施策を 推進し ていく 必要があり ます。  

    

 (１ ) SDGs・ ESD の推進 

現在、 世界には気候変動、 生物多様性の喪失、 資源の枯渇、 貧困の拡大など 人類の開発活動に起因

する 様々な地球規模の問題があり ます。 こ れら の問題を 解決する ため、 世界の共通目標と し て掲げら

れた SDGs を 本道においても 一層推進し 、 将来の世代にわたり 恵み豊かな生活を 確保でき る よ う 、 自

ら の意識を 変革し 行動する 必要があり ます。  

ESD と は、 こ の SDGs の達成に向けて、 あら ゆる 教育活動を 通じ て習得さ れた知識、 技能、 価値  

観を 行動変容に活かすこ と につなげる 教育のこ と であり 、 学習指導要領においても 、 一人一人の児童

生徒が、 自分のよ さ や可能性を 認識する と と も に、 あら ゆる 他者を 価値のある 存在と し て尊重し 、 多

様な人々と 協働し ながら 様々な社会的変化を 乗り 越え、 豊かな人生を 切り 拓き 、 持続可能な社会の創

り 手と なる こ と ができ るよ う にする こ と と 記さ れています。  

道民の SDGs 認知度については、 意識調査（ 2021(令和３ )年 11 月） において約３ 割が「 知ら なか

っ た」 と 回答し ており 、 全道民に理念等が浸透し ていないこ と から 、 学校教育にと ど まら ず社会教育

や生涯学習を 含めたあら ゆる 場面での教育活動において、 SDGs 実現の鍵と なる 教育＝ESD を 推進す

る こ と によ り 、 持続可能な社会の実現を 目指すこ と が必要です。  

 

 

 

 

施策１  

Ｐ 32 

(出典)北海道「 令和 3 年度道民意識調査」  

 
SDGs の認知度 

(出典)文部科学省 HP 

 ESD の基本的な考え方 
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(２ ) 幼児教育の状況 

幼児教育は、 生涯にわたる 人格形成の基礎を 培う 重要なも のであり 、 義務教育及びその後の教育の

基礎を 培う こ と を 目的と し ています。  

こ のため全ての幼児に、 格差を つく る こ と なく 学びや生活の基盤を 保障し ていく ため、 公立・ 私立

の別や幼稚園、 認定こ ども 園、 保育所など の施設類型を 越え、 共通の視点を 持っ て質の高い幼児教育

を 実現し ていく こ と が必要です。  

本道においては、 幼児教育施設を 複数持たない小規模な自治体が多く 、 保育者が他の幼児教育施設

と 日常的に交流し 学び合う 機会が少ないなど 研修や助言を 受ける 機会を 得る こ と が難し いこ と に加  

え、 公立・ 私立の別や幼稚園、 認定こ ども 園、 保育所など施設の違いにより 地域の幼児教育施設と 小

学校の接続・ 連携の取組に差があり 、 幼児教育と 小学校教育と の連携や円滑な接続が十分と はいえな

い状況にあり ます。  

また、 ３ 世代世帯の減少等地域社会の変化や家庭環境の多様化によ り 、 子育てについての悩みを 身

近に相談でき る相手がいないなどの家庭教育を 行う 上での課題を 踏まえ、 地域全体で幼児期の家庭教

育を 支える 体制の構築が必要です。  

そのため、 全ての道民が「 幼児教育の重要性」 や「 幼児教育と 小学校教育の連携・ 接続の意義」 を

理解し 共有する社会の実現に向けた取組を 一層充実し 、 幼児が、 主体的に関わり 様々な活動を 楽し む

中で達成感を 味わいながら 、 健やかに成長でき る環境を つく る こ と が必要です。  

 

 

 

施策２  

Ｐ 34 

100%  

(179 市町村) 

（ 出典） 令和３ 年度道教委調べ 

１ 園 ２ 園 ３ 園以上 その他

30.7%  

(55 市町村)  

20.1%  

( 36 町村)  
45.3%  

( 81 市町村)  

 

 

3.9%  

(７ 町村)  

 
所在幼児教育施設数別の道内自治体数 

 幼児教育と 小学校教育の連携・ 接続状況 

（ 出典） 令和２ 年度道教委調べ 

ステッ プ０

ステッ プ１

ステッ プ２

ステッ プ３

ステッ プ４

連携の予定・ 計画がまだない。

連携・ 接続に着手し たいが、 まだ検討中である。

年数回の授業、 行事、 研究会などの交流があるが、 接続を見通

し た教育課程の編成・ 実施は行われていない。

授業、 行事、 研究会などの交流が充実し 、 接続を 見通し た教育

課程の編成・ 実施が行われている。

接続を見通し て編成・ 実施さ れた教育課程について実施結果を

踏まえ、 更によ いも のと なるよう 検討が行われている。
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 (３ ) 学力の状況 

生涯にわたっ て自立し て生き 抜く ため、 変化が激し く 予測困難な時代の中でも 通用する 確かな学力

を 身に付ける こ と ができ る よ う 、 基礎的・ 基本的な知識及び技能を 確実に習得さ せ、 こ れら を 活用し

て課題を 解決する ために必要な思考力、 判断力、 表現力等を 育むと と も に、 主体的に学習に取り 組む

態度を 養い、 個性を 生かし 多様な人々と の協働を 促す教育の充実が求めら れています。  

義務教育段階の子ど も たち の学力は、「 全国学力・ 学習状況調査」 の結果から 見る と 、 一部の教科 

で全国の平均正答率を 上回っ た年があるも のの、 多く の教科で全国平均に届いていない状況が続いて

います。  

   こ の結果分析から 本道の児童生徒は、 自分の考えを も ち 、 道筋を 立てて説明する こ と などに課題が

見ら れたこ と や、 授業以外で勉強する 時間が短く 、 ゲームを する時間が長いなど の傾向が見ら れる こ

と から 、 自ら 問題を 見いだし 、 解決方法を 探し て決定し 、 実行し 、 振り 返る 過程を 重視する 授業改善

や、 小中、 中高と いっ た学校段階間の連携の強化、 望まし い学習習慣・ 生活習慣の定着に向けた家庭

や地域と の連携など の取組を 一層充実さ せ、 一人一人の可能性を 伸ばし ながら 、 確かな学力が身に付

く よ う 児童生徒を 育成する 必要があり ます。  

高校では、 2022(令和４ )年度から 新高等学校学習指導要領が年次進行で実施さ れたと こ ろ であり 、

新たに学校における 基盤的なツ ールと なる ICT も 適切に活用し ながら 、 多様な 子ど も たち を 誰一人 

取り 残すこ と なく 育成する 「 個別最適な学び」 と 、 子ども たち の多様な個性を 最大限に活かす「 協働

的な学び」 の一体的な充実を 図るこ と で、 学習指導要領において示さ れた資質・ 能力の育成を 着実に

進める 必要があり ます。

施策３  

Ｐ 36 

施策４  

Ｐ 38 

施策６  

Ｐ 42 

※全国平均を 100％と し た場合 

※H31 から A（ 知識）・ B（ 活用） 問題を 一体化 

 全国の平均正答率と の差 

（ 出典） 文部科学省「 全国学力・ 学習状況調査」  

１ 日１ 時間以上、 授業以外で勉強し ている 児童生 
の割合（ 学習塾等の時間も 含む) 

（ 出典） 文部科学省「 全国学力・ 学習状況調査」  

 
授業以外での学習状況（ 小中学校）  

近隣の小(中)学校と 教科の教育課程の接続や、 教科 
共通の目標設定など、「 よ く 行っ た」 学校の割合 

 
教育課程等の接続状況 

（ 出典） 文部科学省「 全国学力・ 学習状況調査」  
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さ ら に、 高校１ 年生を 対象と し た「 北海道高等学校学習状況等調査」 の結果では、 学習意欲が高校

入学前に比べ高まっ ている 生徒の割合は増加傾向、 授業がある 日に家庭学習等を 全く し ない生徒の割

合は減少傾向にあり 、 引き 続き 学習意欲を 高める教育活動を 行う こ と が大切です。 他者と 協働的に学

習に取り 組み課題を 解決し よ う と する 取組についての肯定的な回答は、 調査開始時に比べ増加し てい

る も のの、 生徒が様々な変化に積極的に向き 合っ たり 、 他者と 協働し て課題を 解決し たり する こ と な

どが求めら れている こ と から 、 あら ゆる他者を 価値のある 存在と し て尊重し 、 多様な人々と 協働し な

がら 様々な社会的変化を 乗り 越え、 豊かな人生を 切り 拓き 、 持続可能な社会の創り 手と なる こ と がで

き る よ う 、 生徒の資質・ 能力を 育成する必要があり ます。  

また、 AI や IoT などの急速な技術の進展により 社会が激し く 変化し 、 多様な課題が生じ ている今

日においては、 こ れま で の文系・ 理系と いっ た枠にと ら われず、 各教科等の学びを 基盤と し つつ、

様々な情報を 活用し ながら それを 統合し 、 課題の発見・ 解決や社会的な価値の創造に結びつけていく

資質・ 能力を 育成する 教科等横断的な 教育で ある 「 STEAM （ Science, Technology, Eng ineering , 

Arts, M athematics） 教育」 の推進が求めら れており 、「 STEAM 教育」 を 実現する ためには、 カ リ キュ

ラ ム・ マネジメ ン ト の取組を 一層進める必要があり ます。  

 

 

 

 
示さ れた課題や自分達で立てた課題に対し 、 解決に向けた情報

収集、 話し 合い、 発表などの学習活動に取り 組んだと 思う 生徒

の割合 

(出典)道教委「 北海道高等学校学習状況等調査」  

課題解決に向けた学習活動の状況 

(出典)道教委「 北海道高等学校学習状況等調査」  

 高校入学後の学習意欲の状況 

１ 日あたり の授業以外での学習時間 

※令和元年度の調査結果は、 新型コ ロナウイルス感染症の感染拡大により 、 悉皆調査による結果ではない。  (出典)道教委「 北海道高等学校学習状況等調査」  

 授業以外での学習状況（ 高校）  
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(４ ) 特別支援教育の状況 

少子化によ り 学齢期全体の児童生徒数が減少し ていますが、 特別支援教育に関する 理解や認識の高 

まり や、 障がいのある子ども の就学先決定の仕組みに関する 制度の改正等によ り 、 通常の学級に在籍 

し ながら 通級によ る 指導を 受ける児童生徒数及び特別支援学級や特別支援学校に在籍する児童生徒等 

の数は増加し ています。  

 

 

こ れまでも 特別な支援を 必要と する 児童生徒に対する 指導体制は段階的に充実し てき ていますが、

広域分散型である 本道においては、 一人一人の教育的ニーズに的確に応える と と も に、 可能な限り 身

近な場所で専門性の高い教育を 受けら れる よ う 、 教育環境の整備や教育内容の充実が求めら れていま

す。  

特に、 情報化が進展する中、 ICT は特別な支援を 必要と する 児童生徒の学習上又は生活上の困難を

改善・ 克服さ せ、 指導の効果を 高める こ と ができ る 重要な手段であり 、 国の GIGA スク ール構想*に  

り １ 人１ 台端末の整備が行われたこ と から 、 特別支

援教育の充実に向けた効果的な活用を 推進する 必

要があり ま す。  

また、 通常の学級に在籍する 特別な支援を 必要 

と する 児童生徒等への個別の教育支援計画の作 

成・ 活用が十分ではないこ と から 、 個別の教育支 

援計画*の作成・ 活用を 今ま で以上に推進する こ  

と が必要であり 、 乳幼児期から 学齢期、 社会参加 

に至る までの、 切れ目のない支援を 受けら れる支 

援体制や連続性のある学び場の一層の充実が求め 

ら れています。  

 

 
●GIGA スク ール構想 

  １ 人１ 台端末と 、 高速大容量の通信ネッ ト ワーク を 一体的に整備する こ と で、 特別な 支援を 必要と する 子ども を 含め、 多様な子ども 達を 誰一人取り 残すこ と なく 、

公正に個別最適化さ れ、 資質・ 能力が一層確実に育成でき る 教育環境の実現や、 こ れまでの教育実践と 最先端のベスト ミ ッ ク スを 図る こ と によ り 、 教職員・ 児童生徒

の力を 最大限に引き 出すと する 文部科学省の取組。  

●個別の教育支援計画 

障がいのある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じ て、 医療、 保健、 福祉、 労働等の関係機関が連携協力を 図り 、 長期的な視点で乳幼児期から 学校卒業まで  

一貫し た適切な指導と 必要な支援を 行う ために教育機関が中心と なっ て作成する支援計画。

施策５  

Ｐ 40 

（ 出典） 道教委「 令和２ 年度特別支援教育体制整備に関する 調査」  

 個別の教育支援計画作成の推移 
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(５ ) キャ リ ア教育の状況 

キャ リ ア教育は、 一人一人の社会的・ 職業的自立に向け、 必要な基盤と なる 能力や態度を 育てるこ と

を 通し て、 社会の中で自分の役割を 果たし ながら 、 自分ら し い生き 方を 実現し ていく 過程である キャ リ

ア発達を 促すこ と が重要と なっ ています。  

こ う し た中、進学や就職など の進路の目標が決まら ないまま卒業を 迎える 生徒が一定程度いる こ と か

ら 、 児童生徒一人一人の社会的・ 職業的自立に向けた資質・ 能力を 身に付けていく こ と ができ るよ う 、

小・ 中・ 高校における キャ リ ア教育を 充実さ せるこ と が求めら れています。  

こ う し たこ と から 、 児童生徒がキャ リ ア・ パスポート *等を 活用し ながら 、 自ら のキャ リ ア形成を 見 

通し たり 振り 返っ たり する など、 自身の変容や成長を 自己評価する 学習活動など の充実によ り 、 産業構

造の変化やグローバル化等、 社会の急激な変化に対応でき る 資質・ 能力を 身に付けさ せるため、 関係機

関等と 一体と なっ て教育活動全体を 通し た組織的かつ計画的なキャ リ ア教育を 実践する こ と が重要で

す。  

特に、 高校の職業学科において は、 企業や産業界、 大学等と 連携し 世界を 視野に地域の課題解決に

主体的に取り 組むなど 、「 社会に開かれた教育課程」 の改善・ 充実を 図り ながら 、 地域の持続的な成長

を 支える最先端の職業人を 育成する こ と が重要です。  

 

 

(６ ) 体力・ 運動能力や健康教育の状況 

体力は、 人間の活動の源であり 、 健康の維持のほ 

か意欲や気力と いっ た精神面の充実に大き く 関わっ  

ており 、「 生き る 力」 を 支える 重要な要素です。 子 

ども たちが運動やスポーツ を 通じ て、 生涯にわたっ  

て幸福で豊かな生活を 実現する こ と ができ る よう 、  

家庭や地域社会と 連携を 図り ながら 一体と なっ て取 

り 組んでいく こ と が求めら れています。  

人生 100 年時代を 迎えよ う と する 中、 全国体力・  

運動能力、 運動習慣等調査において、 本道の児童生 

徒は、 体力合計点が低いこ と や１ 週間の総運動時間 

が短いこ と 、 学習以外のスク リ ーンタ イ ム（ １ 日当 

●キャ リ ア・ パスポート  
  児童生徒が自ら の学習状況やキャ リ ア形成を 見通し たり 、 振り 返り ながら 、 新たな学習や生活への意欲につな げたり 、 将来の（ 在り 方） 生き 方を考えたり する 活動 

を 記録し 蓄積する 教材。

施策７  

Ｐ 44 

施策８  

Ｐ 46 

施策９  

Ｐ 48 

(出典)道教委「 イ ンタ ーン シッ プ 実施状況等調査」  

 イ ン タ ーンシッ プ体験生徒の割合 

３ 年間を通し て１ 回以上の体験割合（ 道立高校普通科）  

(出典)道教委「 職業教育関係教育課程に関する 調査」  

 
グローバル人材の育成に取り 組む高校の割合 

道立高校（ 職業学科設置校） における割合 

 全国の平均体力合計点と の差 

(全国平均 50) 

(出典)スポーツ 庁「 全国体力・ 運動能力、 運動習慣等調査」  
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たり のテレ ビ やスマート フ ォ ン 、 ゲーム機器等によ る 映像の視聴時間） が長く 生活習慣の乱れにつな

がっ ている こ と などが課題と 考えら れるこ と から 、 体育・ 保健の授業やそれ以外の時間で運動に親し

むこ と ができ る環境を 整備する など 、 継続的な取組を 通じ て、 生涯にわたっ て心身の健康を 保持し 豊

かな生活を 送るための体力や運動習慣の定着を 図る こ と が必要です。  

また、 ICT の効果的な活用など、 体育・ 保健体育授業を 通し て、 体を 動かす楽し さ や心地よ さ を 味

わい、 運動やスポーツ の多様な楽し み方を 共有する こ と が求めら れているこ と から 、 体育・ 保健体育

授業の改善・ 充実によ り 、 子ども たち の体力・ 運動能力の育成が必要です。  

子ども たち の健康については、 社会環境の変化によ り 、 生活習慣及び食習慣の乱れ等に起因する肥

満や生活習慣病、 食物アレ ルギー等の健康課題がみら れており 、 本道においても 、 全国と 比較し て、

児童生徒の「 朝食を 毎日食べている 」 割合が低い傾向に、 肥満傾向の割合やアレ ルギー疾患及びむし

歯の有病率が高い傾向にあり ます。 また、 一定程度の子ども たち に中等度以上のう つ症状があり 、 心

のケアなど も 重要な課題と なっ ています。  

新興感染症や自然災害等の予測困難な事態、 食品ロ スの削減、 伝統的食文化の喪失など の社会的な

課題にも 適切に対応し 、 生涯を 通じ て心身共に健康な生活を 送る ためには、 学校・ 家庭・ 地域が連

携・ 協働し て、 必要な情報を 自ら 収集し 、 適切な意思決定や行動選択を 行う こ と ができ る 力を 子ども

たち 一人一人に育むこ と が必要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

(７ ) 道徳教育の状況 

学校における 人権教育を 含めた道徳教育には、  

子ど も たち に自己の生き 方を 考え、 主体的な判断 

の下に行動し 、 自立し た人間と し て、 他者と 共に 

よ り よ く 生き る ための基盤と なる道徳性を 養う こ  

と が求めら れており 、 道徳科を 要と し て学校の教 

育活動全体を 通し て取り 組むこ と が重要です。 こ  

のよ う な中、 本道においては、 全国学力・ 学習状 

況調査において、 「 自分には、 よいと こ ろ がある  

と 思う 」 と 回答し た児童生徒の割合が全国を 下回 

っ ており 、 小・ 中学生と も に自尊感情が低い傾向 

が見ら れる こ と から 、 教員の指導力の向上を 通し  

施策 10 

Ｐ 50 

 
肥満傾向児出現率の状況 

(小５ 男子) (小５ 女子) 

(中２ 男子) 

（ 出典） スポーツ 庁「 令和３ 年度全国体力・ 運動能力、 運動習慣等調査」）  

 

(中２ 女子) 

 自尊感情の状況 

(出典)文部科学省「 全国学力・ 学習状況調査」  
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自分によいと こ ろがある又はどちら かと いえば 

あると 回答し た児童生徒の割合 
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て道徳科の授業改善を 推進し 、 道徳教育の充実を 図る と と も に、 発達の段階に応じ て人権に関する基

本的な知識を 身に付け、 自他を 尊重する態度を 育成する 取組を 推進する 必要があり ます。  

ま た、 学校の教育活動全体を 通じ て行う 道徳教育では、 児童生徒が多様な他者と 互いに協力し 合

い、 認め合う 中で、 他者の役に立つこ と ができ る存在である こ と を 実感さ せたり 、 教師が児童生徒の

成長を 積極的に受け止めて認め、 励ますこ と により 、 児童生徒に自ら の成長を 実感さ せたり する こ と

が重要であり 、 道徳教育の要と なる 道徳科においては、 児童生徒が多様な感じ 方や考え方に接する中

で、 考えを 深め、 判断し 、 表現する 力など を 育むこ と ができ る よ う 、 自分の考えを 基に話し 合う など

の学習活動を 充実する こ と が大切です。 こ のよ う な中、 本道においては、 全国学力・ 学習状況調査に

おいて、 「 道徳の授業では、 自分の考えを 深めた

り 、 学級やグループで話し 合っ たり する活動に取

り 組んでいる と 思う 」 と 回答し た児童生徒の割合

が、 全国と ほぼ同様と なっ ており 、 今後も 引き 続

き 、 道徳科の特質を 踏まえた授業改善を 推進する

必要があり ます。  

さ ら に、 様々な 人と の関わり 合いな ど を 通し 

て、 人を 思いやる 心や命を 大切にする 心など、 社 

会性や豊かな人間性を 育むために、 家庭や地域と  

一体と なっ て道徳教育の取組を 進めていく こ と が 

重要です。  

    

(８ ) 国際理解教育の状況 

グロ ーバル化が進展する社会においては、 多文化共生社会の実現に向け、 文化や考え方の多様性を

理解し 、 多様な人々と 協働し ていく 力や「 持続可能な開発目標（ SDGs）」 などを 踏まえた持続可能な

社会づく り につなげていく 力など、 グローバルな視野で活躍する ために必要な資質・ 能力を 育成する

こ と が重要です。  

こ う し た中、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の世界的な流行がも たら し た国際的な人の往来の制限は、

グロ ーバル化における デジタ ル化・ オンラ イ ン 化を 加速度的に進展さ せまし た。  

海外の学校と のオン ラ イ ン 交流も その一つであり 、 今後は、 交換留学や海外修学旅行など の取組と

オン ラ イ ン 交流を 組み合わせる など 、 ICT 活用の更なる 工夫を 図る こ と によ り 、 直接的な異文化体験

の一層の充実が期待でき ます。  

本道では、 海外留学に関心を も つ生徒や海外留学を 経験し た生徒の割合が低いこ と に加え、 公立高

校における 外国から の教育旅行や外国人留学生の受入れ数が少ないこ と 、 生徒の費用負担などの考慮

すべき 課題があり 、 世界で活躍でき る グロ ーバル人材の育成に向けた取組が十分ではない状況にあり

ます。  

生徒の英語力については、 中学校卒業段階で英検３ 級程度以上、 また、 高校卒業段階で英検準２ 級

程度以上の英語力を 有する 生徒の割合が、 いずれも 全国平均を 下回っ ている 状況にあり ます。  

施策 12 

Ｐ 54 

 道徳科の授業の状況 

(出典)文部科学省「 令和３ 年度全国学力・ 学習状況調査」  

道徳の授業では自分の考えを深めたり、 話し合ったりしている

又はどちらかといえばしていると回答した児童生徒の割合 
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全国（ 中学校）

あてはまる どちらかといえば、 あてはまる

どちらかといえば、 あてはまらない あてはまらない
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(９ )  ICT の活用推進 

新型コ ロ ナウイ ルス感染症の拡大によ り 臨時休業や分散登校などの措置が取ら れ、 学校に登校でき

ない子ども たちの学びを 保障する対策と し て、 学校と 家庭を オン ラ イ ン で結んだ学習活動を はじ めと

する ICT を 活用し た学習スタ イ ルが急速に進展し まし た。  

Society 5.0 時代においては、 社会のあら ゆる 場所で、 ICT の活用が日常のも のと なり 、 子ど も たち

が、 鉛筆やノ ート など の文房具と 同様に、 スマート フ ォ ン やタ ブレ ッ ト 、 パソ コ ン などの ICT 機器を 身 

近なツ ールと し て活用し て学ぶこ と で、 全ての子ども たち の可能性を 引き 出す、 個別最適な学びと 協

働的な学びの実現が求めら れていま す。  

2020(令和２ )年度から 順次実施さ れている 新学習指導要領では、 情報活用能力が言語能力など と 同

様に「 学習の基盤と なる資質・ 能力」 と 位置付けら れ、 各学校において、 コ ン ピ ュ ータ や情報通信ネ

ッ ト ワーク などの ICT 環境を 整備し 、 こ れら を適切に活用し た学習活動の充実に配慮するこ と が示さ

れまし た。 こ う し た中、 国の「 GIGA スク ール構想」 によ り 、 小・ 中学校においては 2021(令和３ )年

４ 月から 、 高校においては、 2022(令和４ )年４ 月から １ 人１ 台端末の環境下での新し い学びのスタ イ

ルがスタ ート し まし た。  

各学校においては、 ICT 環境の充実や教員の ICT 活用指導力の向上など、 ハード ・ ソ フ ト ・ 人材を  

一体と し た環境整備を 進め、 教科指導等において ICT を 適切に活用し 、 学習への興味・ 関心を 高め  

る こ と や、 障がいのある子ど も など の特性に合わせた支援を 行う など し て、 教育の質を 向上さ せ、 子 

施策 13 

Ｐ 56 
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(出典)文部科学省 

「 平成 29 年度高等学校等における 国際交流等の状況について」  
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 生徒の英語力の状況 
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ども たちの情報活用能力の育成を 図る こ と が必要です。  

子ど も たち が ICT を 活用する 際には、 スマート フ ォ ン や SNS 等の利用によ る ト ラ ブルや犯罪被害 

の発生、 長時間利用による 生活リ ズムの乱れが深刻な問題と なっ ている こ と から 、 児童生徒の発達の

段階に応じ て、 情報化社会の危険性と その対処法など 、 情報や情報技術の特性についての理解に基づ

く 情報モラ ルを 子ども たち 自身と 保護者などが正し く 認識し 、 適切に使用する こ と が重要です。  

また、 校務の情報化は、 学校における 校務の負担軽減を 図り 、 教師が子ども たち と 向き 合う 時間や

教師同士が指導方法について検討し 合う 時間などを 増やすこ と につながり ます。  

   

(10)  いじ め・ 不登校等の状況 

2013(平成 25)年に「 いじ め防止対策推進法」 が制定さ れ、 いじ めへの対応については、 初期段階の

も のも 含めて積極的に認知し 、 その解消に向けて取り 組まれていますが、 いじ めの重大事態について

は件数が増加傾向にあり ます。 また、 2016(平成 28)年に「 義務教育の段階における 普通教育に相当す

る 教育機会の確保等に関する 法律」 が制定さ れ、 全ての児童生徒が安心し て教育を 受けら れる よ う に

する こ と や、 不登校の児童生徒の休養の必要性を 踏まえて学習支援を 行う こ と などが求めら れていま

すが、 不登校の児童生徒数は依然と し て高水準で推移し ており 、 憂慮すべき 状況にある と 言えます。  

本道における いじ めの状況は、 全国と 同様に 

認知件数は増加傾向にあり ま すが、 解消率は 

95% を 超え、 全国平均よ り も 高い状況になっ て 

います。 こ れは、 各学校において早期発見・ 早

期対応に努めた結果、 早期解消につながっ たも

のと 考えら れます。  

各学校においては、 児童生徒の命と 心を 守る 

ため、 家庭、 地域、 関係機関と の連携を 一層強 

め、 いじ め根絶の取組を 推進すると と も に、 児

童生徒が互いを 尊重し 合い、 主体的に望まし い

人間関係を 形成し 、 いじ めを 許さ ない態度等を

身に付ける 必要があり ます。  

 

施策 14 
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Ｐ 60 

(出典)文部科学省「 端末の利活用状況等の実態調査」  

 次世代の学校・ 教育現場(イ メ ージ) 

(令和３ 年７ 月末時点) 

(出典)文部科学省「 端末の利活用状況等の実態調査」  
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「 児童生徒の問題行動・ 不登校等生徒指導上の諸課題に関する 調査」  

 いじ めの認知件数(北海道) 
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また、 初期段階で適切に対応でき ず、 いじ めが長期化・ 深刻化し たり 、 いじ めの重大事態と なっ た

り する ケースも あり 、 早期発見・ 早期対応の一層の徹底が求めら れています。  

こ のため、 学校においては、 いじ め防止に関する法令や北海道条例等を 踏まえ、 「 学校いじ め防止

基本方針」 に基づく 対応はも と より 、 スク ールカ ウン セラ ー等や関係機関と 連携し た対応を 進めるな

ど、 生徒指導体制と 教育相談体制の充実を 図る 必要があり ます。  

いじ め防止の取組については、 障がいや性自認 

など 児童生徒一人一人に応じ た対応が必要である

と と も に、 ネッ ト 上のいじ めなどネッ ト ト ラ ブ ル

への対応、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の影響によ

る 差別・ 偏見の防止への対応など、 社会の変化に

応じ た対応が求めら れています。  

なお、 文科科学省等の調査によ る と 児童生徒の

自殺者数は、 近年、 増加傾向にあり ます。 各学校

においては、 児童生徒の命を 守るため、 不安や悩

みを 抱える 児童生徒の早期発見・ 対応と 家庭、 医

療・ 福祉等の関係機関と 連携し た自殺予防の取組

を 徹底する 必要があり ます。  

不登校児童生徒数は、 小・ 中学校では全国と 同様、 増加傾向が見ら れ、 その割合も 全国平均よ り も

高く なっ ています。 また、 不登校の期間の長期化や、 小学６ 年から 中学 1 年に進学し た段階で不登校

と なる 、 いわゆる 「 中 1 ギャ ッ プ」 の課題も 見ら れます。  

不登校児童生徒への支援に当たっ ては、 学校に登校する と いう 結果のみを 目標にせず、 児童生徒が

自ら の進路を 主体的に捉え、 社会的自立への意欲を 向上さ せる こ と ができ る よ う 、 各学校において  

は、 全ての児童生徒が学校で安心し て学ぶこ と ができ る 「 居場所づく り 」 「 絆づく り 」 を 促進する と  

と も に、 一人一人の状況に応じ て、 市町村の教育支援センタ ーや民間の施設等と 連携し 、 ICT の活用 

など により 教育機会を 確保する こ と も 必要です。  

また、 各学校は、 新型コ ロ ナウイ ルスの感染回避や不安等によ り 登校し ない児童生徒に対し ても 、  

学習機会の保障や教育相談の実施など の支援を 行う こ と が必要です。  
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(11)  学校や教員を 取り 巻く 状況 

少子化の進行に伴い、 本道においても 学校数や学級数が減少し 、 子ど も たち の指導に当たる 教員の

数も 減少傾向にあり ます。  

特に近年の学校現場は、 児童生徒数の多い時代に採用さ れた教員の大量退職期を 迎えており 、 それ

に代わっ て多く の新規採用者を 必要と し ていますが、 学校の職場環境への不安などから 教員を 目指す

者が少なく なっ ており 、 持続的な学校教育の提供が危ぶまれる 状況にあり ます。  

こ う し た危機的な状況においても 、 本道が活力に満ち 、 将来にわたっ て発展し 続けて いく ために  

は、 子ども たちの可能性を 最大限に伸張さ せる こ と が重要であり 、 よ り 質の高い教育を 継続的に提供

でき る よ う 、 教員が強い使命感や豊かな社会性、 実践的な指導力など 、 教員育成指標*に示す資質能 

力を 十分に備える と と も に、 各学校において持てる 力を 存分に発揮でき る職場環境を 実現する 必要が

あり ます。  

こ のため、 教員の養成に当たっ ては、 高等教育機関と 緊密に連携し ながら 、 学生・ 教員一人一人が

継続的に知識・ 技能を 習得し 、 資質能力の向上を 図る こ と が重要です。  

また、 本道の広域分散型の地理的特性を 踏ま え、 オン ラ イ ン 研修を 拡充する など、 引き 続き 研修計

画の不断の見直し や多様な専門性を 有する 指導体制の構築を 進める と と も に、 研修の個別最適化や教

員同士の協働的な学びの充実を 図っ ていく 必要があり ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●教員育成指標 

  教員一人一人の資質能力の向上を 目的に、 北海道における「 求める 教員像」 と と も に、 養成段階、 初任段階、 中堅段階、 ベテラ ン 段階と キャ リ アス テージに応じ て

身に付けるべき 資質能力を 明確化し たも の。
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一方で、 教育の機会均等と 教育水準の維持向上を 実現する ため、 同一学校での長年勤務の解消や都

市と 郡部と の間における年齢構成の格差是正など、 人事配置の適正化を 図る ほか、 教員採用選考検査

の受検者数については、 2017(平成 29)年度の 3,941 人に対し 、 2021(令和３ )年度が 2,926 人と 減少 

  傾向であるこ と に強い危機感を 持ち、 教職の魅力に対する 理解増進と 学校における 働き 方改革を 積極 

的に推進し 、 教員志望者の増加に繋げていかなければなり ません。  
 

 

特に働き 方改革について は、 本道において も 月 45 時間以上の時間外勤務を 行う 教員の割合が  

56.9％に上っ ており 、 大き な課題と なっ ています。 こ の背景には、 学校に対する過度な期待・ 依存な

どから 、 学校及び教員が担う 業務の範囲が拡大さ れてき たこ と 、 学校が組織と し ての力を 発揮するた

めに必要な運営体制や管理職のマネジメ ン ト が十分でないこ と などが挙げら れます。  

こ のよ う な中、 こ れまでも 教員業務支援員の配置等によ り 、 教員の子ども と 向き 合う 時間の確保な

ど学校が本来担う べき 業務に専念でき る環境の整備を 進めてき ている と こ ろ ですが、 未だ多く の教職

員が長時間勤務と なっ ている 状況を 踏まえ、 よ り 積極的な対策を 進めていく 必要があり ます。  
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(12)  学びのセーフ ティ ネッ ト の状況 

2019(令和元)年６ 月に改正さ れた「 子ども の貧困対策の推進に関する 法律」 においては、 教育の支

援について、 教育の機会均等が図ら れる べき 趣旨が明確化さ れ、 子ど も の「 将来」 だけでなく 「 現

在」 における 貧困対策を 総合的に推進する こ と が求めら れています。  

こ う し たこ と から 、 子ども の生まれ育っ た地域・ 環境によ っ て左右さ れるこ と のないよ う 、 就学援

助制度など の切れ目ない経済的支援により 全ての児 

童・ 生徒が安心し て就学でき る 環境づく り や、 学

齢期に様々な事情や病気など の理由で義務教育を

十分に受ける こ と ができ なかっ た方々など に対す

る 夜間中学な ど の多様な 学習機会の提供等によ  

り 、 教育の機会を 確保する こ と が必要です。  

ま た、 道内公立高校の中途退学者数は減少傾向 

にあり 、 2016(平成 28)年度から の 5 年間の中退 

率は 1.2～1.6％の割合で 推移し て いま すが、 中 

途退学者等を 対象と し た学び直し のための支援体 

制が十分ではない現状にあり 、 高等教育機関への 

進学や社会的自立に向けた切れ目ない支援が必要 

です。  

少子高齢化や核家族化の進行等を 背景に、児童生

徒が家事や家族の世話について、年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を 負っ ている ヤン グ

ケアラ ーが、 北海道の実態調査では道内の中学・ 高校生で約４ ％確認さ れており 、 こ のう ち 自分が困っ

ている こ と などを 相談し た経験が「 ない」 生徒は約８ 割と なっ ています。 また、 家庭の経済的な理由等

で生理用品を 購入でき ない児童生徒がいる と いう 「 生理の貧困」 問題も あり 、 こ れら の問題は表面化し

にく い傾向にある ため、 子ども と 接する 時間が長く 、 ヤン グケアラ ー等を 発見し やすいと さ れる 学校に

おいて、 ヤン グケアラ ー等に対する教員の理解を よ り 深める と と も に、 市町村の福祉担当部局などの関

係機関と 連携し 、 一人一人の子ども の実情に応じ た支援を 行う こ と が必要です。  
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(13)  学校と 地域の連携状況 

人口減少、 少子高齢化など の社会の変化に伴い、 地域と 学校を 取り 巻く 課題はますます複雑化、 多

様化し ています。  

家族形態の変化、 価値観やラ イ フ スタ イ ルの多様化と いっ た様々な要因によ り 、 地域社会における

支え合いやつながり が弱まっ ており 、 機能停滞などにつながっ ている と 指摘さ れています。 また、 人

口減少と 少子高齢化に加え、 若者の札幌市など 都市部への人口集中や道外への人口流出など によ り 地

方の過疎化が進行し 、 地域社会の教育力の低下に加え学校数の減少や高校の小規模化などの課題が生

じ ています。 さ ら に学校では、 経済的困窮を 背景に地域や社会から 孤立し た子ど も や、 特別な教育的

支援を 必要と する 子ど も の増加等、 子ども たち を 取り 巻く 環境が刻一刻と 変化し ており 、 学校だけで

は解決が難し い課題も 生じ ています。  
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こ れら の課題の解決策の一つと し て、 学校が地域と 連携・ 協働し た取組を 進める コ ミ ュ ニティ ・ ス

ク ールと 地域学校協働本部の設置に取り 組んでおり 、 両方を 整備し ている学校の割合は全国と 比べ高

い状況にあり ますが、「 地域と と も にある 学校づく り 」 や「 学校を 核と し た地域づく り 」 を 一層推進す

る こ と を 通じ て、 全ての子ど も たち が、 身近な地域の人や魅力などを 知り 、 地域の一員と し ての意識

を 育み、 安心し て楽し く 通える 環境を 整える 必要があり ます。  

 

また、 地域と 一体と なっ て教育活動に取り 組む 

体制の構築や地域における 教育機能の維持、 各地 

域における 自然や歴史、 産業を はじ めと する 教育 

資源の活用、 アイ ヌ の人たち の歴史や文化等に対 

する 理解、北方領土、縄文遺跡群に関する 正し い知 

識を 身に付ける こ と を 通じ て、 ふるさ と 北海道へ 

の愛着や誇り 、地域社会の一員と し て、まち づく り  

に参画し よ う と する 意欲や資質・ 能力を 身に付け、 

本道の未来を 切り 拓いていく 人材の育成が必要で 

す。  

 

 

両方を整備さ れていない学校 35.9%  

CS のみ 
を 整備 
し てい 
る 学校 

9.4%  
（ 3,328 校）  

両方を と も に 
整備し ている  
学校 

24.0%  
（ 8,528 校）  

地域学校協働本
部のみを 整備し
ている 学校 

30.8%  
（ 10,943 校）  

全国の公立学校 

地域学校協働
本部のみを  
整備し て いる
学校 
7.1%  
（ 111 校）  

両方をと も に整備 
し ている 学校 

45.7%  
（ 714 校）  

CS のみを 整備
し ている 学校 

22.5%  
（ 351 校）  

両方を 整備さ れていない学校 24.7%  

北海道の公立学校 

※札幌市を 除く  

（ 出典） 文部科学省「 令和３ 年度コ ミ ュ ニテ ィ ・ スク ール及び地域学校協働活動実施状況調査」  

 コ ミ ュ ニティ ・ スク ールと 地域学校協働本部の整備状況 

（ 出典） 道教委「 教育活動等に関する調査」  

 地域人材等を活用し た体験活動の状況 

地域人材や施設を活用し 、 地域の自然・ 文化・  

歴史等を 理解する体験活動の実施状況(道内) 

（ 出典） 道教委「 教育活動等に関する 調査」  

 北方領土に関する学習状況 

関係する 施設や人材・ 動画教材等を 活用し た学 

習実施校の割合(道内) 

（ 出典） 道教委「 教育活動等に関する 調査」  

 アイ ヌ に関する 学習状況 

歴史・ 文化等に関する 施設や人材・ 動画教材等

を活用し た学習実施校の割合(道内) 
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(14)  生涯学習・ 社会教育の状況 

人生 100 年時代と 言われる 時代にあっ て、「 教育・ 仕事・ 老後」 と いう ３ つのステージの単線型の

人生ではなく 、 よ り 多様で豊かな生き 方・ 暮ら し 方のマルチステージの生き 方が志向さ れている 中、

充実し た人生を 送る には、 生涯にわたり 学びを 通じ た成長が求めら れている こ と から 、 地域における

多様な学びの機会や個々の資質や能力を 更

新でき る学びの場の充実を 図っ ていく 必要

があり ます。  

また、 社会教育の学びは、 個人の成長は

も と よ り 、 他者と 学び合い認め合う こ と で

相互のつながり を 形成する ため、 地域の多

様な人々が相互に理解し 合い共生でき る社

会を つく る 上で、 重要な役割が期待さ れて

おり 、 自律的で持続可能な地域社会の実現

にも 通じ る こ と から 、 個人の要望や社会の

要請に応えた社会教育の充実が重要です。  

近年の家庭環境の多様化に伴い、 子育てについての不安や孤立を 感じ る家庭や、 子ども の社会性や

自立心、 基本的生活習慣の育成など に課題を 抱える 家庭も 増加する など、 家庭教育を 行う 上での課題

も 指摘さ れており 、 地域全体で家庭教育を 支える環境づく り を 推進する 必要があり ます。  

また、 読書活動は、 言葉を 学び、 感性を

磨き 、 表現力を 高め、 創造力を 豊かにし 、

人生を よ り 深く 生き る 力を 身に付けていく

上で欠かせ要です。  

近年、 スマート フ ォ ンの普及や、 それを

活用し た SNS 等コ ミ ュ ニケーショ ン ツ ー

ルの多様化等、 子ど も を 取り 巻く 情報環境

や読書環境が大き な変化を 見せており 、 読

書離れが懸念さ れているこ と から 、 子ども

の読書習慣の確立と 読書環境の充実を 図っ

ていく 必要があり ます。  

 

さ ら に は、 「 自然体験や生活経 

験、 文化芸術体験等が豊富な子ども  

は、 自己肯定感が高く 、 自律的行動 

習慣等が身に つい て い る 傾向があ 

る 。 」 と いう 国等の調査結果が示さ  

れているこ と から 、 子ども たち の豊 

かな人間性の形成のために体験活動 

の機会を 創出する 必要があり ます。  

 

施策 20 

Ｐ 70 

読書をし ない理由(高校生) 

(出典)国立青少年教育振興機構「 青少年の体験活動等に関する 意識調査」（ 令和元年度）  

 
自然体験と 自己肯定感の相関関係 

※調査対象 小４ ～６ 、 中２ 、 高２  

（ 出典） 文部科学省「 令和３ 年度全国生涯学習・ 社会教育主管部課長等会議」  

 社会教育士（ イ メ ージ）

の姿 

「 時 間 がな い 等

の理 由 で 読 め て

い な い 」 生 徒 

30.1％ 

「 読書習慣がなく 関心が

ない」 生徒 23.0％ 

「 読書習慣がない」「 時間がない等の理

由」 の両方に該当する 生徒 46.9％ 

(出典)文部科学省「 平成２ ６ 年度高校生の読書に関する意識等調査」  

 

・ 苦手 

・ 読みたい本がない 

・ 必要性を 感じ ない 

・ 普段から 読ま ない 

※調査対象 全国 150 の高校（ 無作為）  

読書を し ない理由（ 高校生）  
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(15)  安全・ 安心な教育環境の状況 

2011(平成 23)年の東日本大震災、 2018(平成 30)年に本道で発生し た胆振東部地震では、 津波、 土

砂崩れ、 大規模停電や断水など様々な災害が発生し 、 校舎の破損やグラ ウン ド の地割れなど 学校施設

にも 大き な影響を 及ぼし 、 今後も こ う し た大規模な災害の発生が懸念さ れています。  

また、 全国では登下校中の児童生徒が交通事故に遭う など、 児童生徒の安全確保が重要な課題と な

っ ています。  

本道では、 地震や豪雨、 大雪など の自然災害や、 登下校時の交通事故、 不審者によ る 性被害などの

様々な危険から 、 子ど も たち の安全を 確保する ため、 学校と 市町村教育委員会、 警察、 防災関係部局

など の関係機関と の連携を 一層強化すると と も に、 子ども たち が自ら 身を 守る 危機対応能力を 身に付

けさ せるため、 幼児期から 高校までを 通し て発達の段階に応じ た防災教育や交通安全教育、 防犯教育

を 一層推進するこ と が必要です。  

また、 激甚化する 自然災害によ る 学校の被災に

備え る た め、 平時から 被災し た学校の早期再開 

や、 学習支援のための支援体制の構築など 、 取組

の推進が求めら れています。  

さ ら に、 学校施設は、 子ど も たち の学習や生活

の場である と と も に、 災害発生時には地域の避難

所と し て重要な役割を 果たすこ と から 、 十分な耐

震性能を 持たせ、 バリ アフ リ ー化によ り 全ての方

が安心し て 利用で き る 環境と する こ と が必要で

す。  

 

 

 

 

施策 21 

Ｐ 72 

 
（ 出典） 文部科学省 

「 公立学校施設の耐震改修状況フ ォ ロ ーアッ プ調査の結果について」  

 公立小・ 中学校の耐震化率の推移 

10.7%

22.3%

26.5%

72.9%

49.2%

43.4%

16.4%

28.5%

30.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高 校

中学校

小学校

歩行中 自転車乗車中 その他
（ 出典)北海道警察「 令和２ 年中交通事故分析資料」  

 
交通事故の状況(道内) 

786

263

106
31

470

151

50
14

245

74
50 7

0

100
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700

800

地震 津波 風水害 噴火

小学校 797 中学校 477 高校 250

（ 出典） 道教委調べ 

「 令和２ 年度公立小・ 中学校の体育・ 保健・ 安全に関する調査」  

 
避難(防災)訓練での想定災害 

※複数回答 
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(16)  芸術文化活動の状況 

本道では、 地域の自然環境や歴史等に根ざし た特色ある 芸術作品が生み出さ れ、 各圏域の道立美術

館等を 中心に活発な芸術文化活動が展開さ れてき まし たが、 広域分散型の本道の特性によ り 、 美術館

等を 利用する こ と が困難な地域があり 、 身近に親し める 機会の充実が必要と なっ ています。  

 

 

また、 地域の歴史や文化、 自然の特徴を 示す有形・ 無形の貴重な文化財が多数存在し 、 こ れまで

長き にわたっ て道民の共有財産と し て保存・ 伝承さ れてき まし たが、 近年、 過疎化や少子・ 高齢化

などによ り 、 文化財の維持管理や継承する

人材の育成が課題と なっ ていま す。  

こ う し たこ と から 、 学校教育や生涯学習

における 芸術作品や文化財に身近に接する

機会の充実や、 世界文化遺産の「 北海道・

北東北の縄文遺跡群」 を はじ めと し た身近

な文化財を 「 まも り 」 、 「 はぐ く み」 、 地域 

資源と し て「 いかし 」 、 将来に確実に引き  

継ぐ などの取組を 通じ て、 全ての道民に潤 

い のある 心豊かな 生活を も たら すと と も

に、 青少年の豊かな創造性や情操を 育んで

いく こ と が必要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

施策 22 

Ｐ 74 

 

 アート ギャ ラ リ ー北海道連携拠点美術館 

【 連携のイ メ ージ】  

 

 
北海道・ 北東北の縄文遺跡群 
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【 第３ 章】  

 

北海道が目指す教育の基本理念 
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第３ 章 北海道が目指す教育の基本理念 
 

 

    

 

「 自立」 と 「 共生」 は、 2006(平成 18)年 10 月に本道教育が進むべき 方向の道標と し て策定し た「 北海道

教育ビ ジョ ン 」 において 基本理念と し て 示さ れ、 こ れま での教育計画においても 、 こ の理念の実現に向け  

て、 様々な教育施策を 総合的かつ計画的に進めてき まし た。 本計画においても こ の理念を 継承し 、 「 自立」  

と 「 共生」 を 基本理念の柱と し ます。  

 

その上で、 人口減少社会や Society5.0 の到来、 グロ ーバル化の進展など 、 第２ 章に示し た社会情勢の変化

や様々な教育課題を 踏まえ、 本道の将来を 担う 子ど も たち が、 生まれ育っ た地域や環境、 障がいの有無等に

関わら ず、 夢と 希望にあふれ健やかに成長でき る よ う 、 こ れから の北海道が目指す教育の基本理念を 次のと

おり 掲げます。  

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 基本理念 

自然豊かな北の大地で、 世界を見つめ、  

自立の精神にあふれ、 自ら の夢に挑戦し 、 実現し ていく 人を育む 
自立 

北海道の豊かな自然、 独自の歴史や文化への理解を 深めながら 、 社会の変化に対

応し 、 生涯にわたっ て生き 抜く 力を 身に付け、 自立の精神にあふれ、 自分の良さ や

可能性を 見い出し 、 夢や目標の実現に向けて挑戦し ながら 、 北海道はも と よ り 国内

外で活躍する 人を 育みます。  

 

ふるさ と への誇り と 愛着を持ち、  

こ れから の社会に貢献し 、 共に支え合う 人を育む
 共生 

 生まれ育っ たふる さ と への誇り と 愛着を 持ち 、 よ り よい社会の実現に貢献し よ う と

する 主体性と 責任感、 規範意識など の倫理観、 人間尊重の精神や思いやり の心を 持っ

て 、 お互いを 尊重し 、 共に支え 合いな がら 、 持続可能な 地域づく り を 支え る 人を 学 

校・ 家庭・ 地域と の連携の下、 社会総掛かり で育みま す。  
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教育活動の写真や 

イ ンフ ォ メ ーショ ンの掲載を 検討 
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【 第４ 章】  

 

施  策 
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第４ 章 施策 

 

 

 

北海道が目指す「 自立」 と 「 共生」 の基本理念を 実現する ため、「 可能性を 引き 出す教育」「 質を 高める

環境」「 地域と 歩む教育」 の３ つを 施策の柱に、 22 の施策項目を 設定し 、 10 年後を 見据えた施策の方向性

に向かっ て個別・ 具体の取組を 推進するこ と と し ています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の柱１  
 

子ども たち一人一人の

可能性を引き 出す教育

の推進

施策の柱２  
 

学びの機会を保障し  

質を高める環境の確立

施策の柱３  
 

地域と 歩む 

持続可能な教育の実現

３ つの施策の柱 22 の施策項目

１  施策の体系

２  体系図
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３  ページ構成

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 



- 32 - 

施策の柱１  子ども たち一人一人の可能性を 引き 出す教育の推進 

 

 

 

 

 

○ SDGs＊達成のため、 子ども から 大人まで全ての道民が、 現代社会における 地球規模の様々な課題を  

「 自分事と 捉え」 て「 解決に向けて考え」、「 行動する 力を 身に付ける 」 と と も に、「 新たな価値観」 や 

「 行動変容」 を も たら す ESD＊を 推進し ます。  
 

○ 環境教育、 国際理解、 気候変動などの個別分野を 持続可能な開発の視点から 統合し た、 分野横断的な  

教育を 全ての学校で取り 組み、 未来像を 予測し て計画を 立てる 力や多面的・ 総合的に考える力、 他者と  

協力する 態度などを 育成する こ と を 目指し ます。  
 

○ 学校と 地域など多様な主体が連携し た ESD の実践を 通し て、「 北海道 SDGs 推進ビジョ ン ＊」 に示さ  

れた北海道のめざす姿の実現に繋げます。  

 

 

 

○ 持続可能な社会の創り 手を 育む主体的・ 対話的で深い学びの実現 

・  地域の施設や人材等の教育資源を 活用し た体験的な学習活動の促進 

・  SDGs に係る 研究などに取り 組むスーパーサイ エン スハイ スク ール＊指定校の先進事例の普及・ 啓発 

 

○ 学び考え行動する 環境教育の推進と ゼロカ ーボン ＊実現に向けた環境整備 

 ・  持続可能な社会の構築に向けて、 SDGs の視点に立っ た環境教育の推進 

・  再生可能エネルギーの活用等によ る 環境負荷の低減に資する 教育施設への転換 

 

○ 多様性を 尊重し た共生社会の実現に向けた ESD の推進 

 ・  子どもたちの発達の段階に応じ た、 多様性の尊重や価値観の異なる 他者と の共生の実現に向けた人

権教育の展開 

 ・  SDGs の実現に向けて、 異なる 文化や習慣を も つ同年代の若者と 意見交換を 行う など、 高校におけ

る 協働的な学びの実践 

 ・  障がい者の生涯学習の推進への支援 

  

○ 包摂的かつ持続可能なイ ノ ベーシ ョ ン の推進に資する 人材の育成 

 ・  産学官が一体と なっ た教育課程の改善を 図る職業人材育成システム＊の強化 

・  知事部局や関係機関と の連携、 ICT を 活用し た在宅就労など多様な働き 方を 視野に入れたキャ リ ア

教育や進路指導等の充実 

 

○ 地域と 連携し た ESD の推進 

・  公民館等の社会教育施設を 拠点と し た、 地域活性化に向けた取組への支援 

・  世界文化遺産の保存・ 活用に対する 道民の理解形成と 意識高揚を 図る ための普及啓発の推進 

SDGs・ ESD の推進                施策項目１
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【 推進指標】  

 
 

 
 
 
 
●SDGs： Susta in ab le Developm ent Goa ls（ 持続可能な開発目標）  
  2015（ 平成 27） 年９ 月の国連サミ ッ ト で加盟国の全会一致で採択さ れた「 持続可能な 開発のための 2030 アジェ ン ダ」 に記載さ れた、 2030 年までに持続可能でよ り

よ い世界を 目指す国際目標。 17 のゴール・ 169 のタ ーゲッ ト から 構成さ れ、 地球上の「 誰一人取り 残さ ない」 こ と を 誓っ ている 。      　 　 　  
●ESD： Education for Susta ina b le Deve lopm en t（ 持続可能な開発のための教育）    
　 　 現代社会の問題を 自ら の問題と し て主体的に捉え、 人類が将来の世代にわたり 恵み豊かな生活を 確保でき る よ う 、 身近なと こ ろから 取り 組むこ と で、 問題の解決 

につながる 新たな価値観や行動等の変容を も たら し 、 持続可能な社会を 実現し ていく こ と を 目指し て行う 学習・ 教育活動。  
●北海道 SDGｓ 推進ビジョ ン  
　 　 2018（ 平成 30） 年 12 月に北海道が策定。 本道における SDGs 推進のため、 理念や意義、「 めざす姿」、 課題と 対応の方向などを 、 道内の多様な主体が互いに共有する

基本的な指針。  
●スーパーサイ エン スハイ スク ール 
　 　 高校等において、 先進的な理数教育を 実施すると と も に、 高大接続の在り 方について大学と の共同研究や、 国際性を育むための取組の推進や、 創造性、 独創性を 高

める 指導方法、 教材の開発等の取組を実施。 文部科学省が研究指定校を 採択し 、 科学技術振興機構（ JST） が活動推進に必要な支援を 実施。  
●ゼロ カ ーボン  
  温室効果ガス排出量と 森林等によ る吸収量を 同量と し 、 実質ゼロ にするこ と 。  
●職業人材育成システム 
　 　 第４ 次産業革命の進展、 デジタ ルト ラ ン スフ ォ ーメ ーショ ン 、 ６ 次産業化等により 、 産業構造や仕事内容は急速に変化し ている こ と から 、 農業科や水産科などの専

門高校において成長産業化を 図る産業界と 絶えず連動し た職業人材を 育成する システム。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 SDGs の視点に立っ た学習活動を 展開し 、 地域や関係機関等

と 連携を図っ た体験活動を実施し ている 小・ 中学校の割合

 SDGs・ ESD に関する 問題解決的な学習活動に取り 組んで

いる 高校の割合

 今年度の学校経営方針に位置付けて、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ ・ Ｅ Ｓ Ｄ に関

する 問題解決的な学習活動に取り 組んだ特別支援学校の割合

担当課 H P

主な担当課 HP

関連する SDGs の目標

登山によ る 自然体験活動 

【 青少年教育施設】

登山を 通し て自然や環境について学び、 自分達に

でき る 環境保全について考える  

○ 歩き 方、 登り 方など登山に必要な知識の習得 

○ ゲーム形式で学ぶ環境教育

まち づく り ミ ーティ ン グ 

　 　 　 　 　 　 　 【 高校】

総合的な探究の時間を 活用し て地域課題の解決策

を 考える  

○ 「 地元の課題」 がテーマ 

○ 外部講師(知事部局職員) によ る 講義と グルー

プ討議

　 　 　 　 　 　 　 地域合同防災訓練 

【 学校・ 地域】

地域（ 幼稚園、 学校、 町内会） と 連携し た避難訓

練によ り 災害時の高校生の役割を 体験的に学ぶ 

○ 高校生が園児の避難誘導や避難所を 設置 

○ 町内会員は避難所を 疑似体験

留学生と オン ラ イ ン 交流 

【 高校】

英語の授業で道内大学留学生と オールイ ン グリ ッ

シュ でオン ラ イ ン 交流し 、 国際理解の促進と 英語

学習意欲の向上を 図る  

○ 生徒が外国の基本情報などを プレ ゼン  

○ 留学生が質問、 生徒がその場で回答

こ んな取組

も Ｅ Ｓ Ｄ !  
（ 実例紹介）
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施策の柱１  子ども たち 一人一人の可能性を 引き 出す教育の推進 

 

 

 

 

 

○ 全ての幼児教育施設において、 研修や助言制度の活用が促進さ れ、 保育者の働き やすい環境づく り や、 

幼児の発達の特性や個々の課題に応じ た質の高い教育の提供を 実現し ます。  

 

○ 「 教育の始まり 」 と し ての幼児教育の意義が社会的に共有さ れ、 全ての地域において、 各教育主体が 

子ども を 中心に組織的につながる 幼児期から の学びの基盤を 充実さ せます。  

 

○ 家庭や地域と の連携の下、 保護者が相互に交流し 、 子育てに関する 相談や情報提供などの支援を 受け、  

地域ぐ る みで子ども を 育てる 体制を 構築し ます。  

 

 

 

○ 幼児教育施設等における 組織と しての取組の充実 

 ・  研修・ 助言制度や情報提供を 通じ 、 全ての幼児教育施設で、 幼稚園教育要領*等の趣旨を 踏まえた教 

育活動の展開を 促進 

 ・  引継ぎや教育課程等の接続を 通じ 、 幼児教育と 小学校教育の連携・ 接続の一層の促進 

 ・  研修や情報提供を 通じ た市町村や小学校における 幼児教育や幼小連携・ 接続の意義の理解促進 

 

○ 保育者の資質・ 能力の向上 

 ・  ICT の活用など研修機会の拡充を 通じ 、 全ての保育者が受講し やすい研修の提供 

・  幼児教育施設の多様なニーズに対応し た質の高い研修の提供 

・  多忙や早期離職傾向にある 保育者等現場ニーズに対応し た助言・ 相談機会の提供 

 

○ 家庭や地域における 教育・ 保育の充実 

 ・  SNS や健診の機会等を 活用し 、 保護者へ多様な学習機会を 提供 

 ・  地域ぐ る みで家庭の教育力の向上を 図る 取組を 推進 

 ・  保護者や幼児等に対し 読書の楽し さ や重要性について普及啓発を 図る 取組を 推進 

 

○ 幼児教育の振興を 支える 体制づく り の推進 

 ・  幼児教育施設や小学校、 市町村、 家庭・ 地域、 福祉等の関係機関が連携・ 協働し 、 子ども の育ち の 

課題解決につなげる 体制の構築 

 

 

 

 

 

幼児教育の充実施策項目２
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【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●幼稚園教育要領 
  幼稚園における 教育水準を 確保すると と も に、 実質的な教育の機会均等を 確保する ため、 幼稚園が編成する 教育課程等の大綱基準と し て文部科学省が定めたも の。 
●北海道子ども 読書応援団 
  北海道の全ての子ども があら ゆる 機会と 場所において 、 自主的に読書活動ができ る よう 、 社会全体でその推進を 図る こ と を 目的と し て、 団体又は個人がボラ ン ティ

ア登録し 、 読み聞かせなど子ど も の読書活動を 支援する 取組な どの総称。  
●家庭教育サポート 企業等制度 
　 　 家庭教育を 支援する ための職場環境づく り に取り 組む企業等と 協定を 締結し 、 相互に協力し て、 北海道における 家庭教育の一層の推進を図るための制度。   

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 域内の幼児教育施設の意見を 踏まえて小学校入学後の

スタ ート カ リ キュ ラ ムを 編成し ている 小学校の割合

 外部人材の意見を 取り 入れて、 保育者の資質・ 能力の

向上に取り 組んでいる幼児教育施設の割合

 「 北海道子ども 読書応援団*」 に登録し ている 読書ボラ

ン ティ アが実施する 読み聞かせの回数

 家庭教育サポート 企業*が教育委員会等と 連携し て家庭

教育支援(子育て環境づく り 等） を 行う 市町村の割合

 域内の幼児教育施設と 小学校等が、 幼小連携･接続の方

向性を 協議する 機会等を 設定し ている 市町村の割合

・ オン デマン ド 教材の配信やオン ラ イ ン 協議など ICT を 活用し た研修の提供 

・ SNS を 活用し た多様な保護者への学習機会の提供 

・ 幼児教育施設や市町村における 課題解決に資する 各種情報を HP で発信

関連する SDGs の目標

担当課 H P

主な担当課 HP
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施策の柱１  子ども たち 一人一人の可能性を 引き 出す教育の推進 

 

 

 

 

 

○ 全国学力・ 学習状況調査の結果を 分析し、 学力向上に向けた教育活動の検証と 改善に全ての教職員の

参加によっ て組織的に取り 組みます。  
  

○ 主体的・ 対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を 進め、 新しい時代に必要と なる資質・ 能力を 育

成します。  
   

○ ICT 等を 活用し、 発達の段階に応じ て、 全ての子ども たちの可能性を 引き 出す「 個別最適な学び」 と  

「 協働的な学び」 の一体的な充実を 図り ます。  
 

○ 規則正しい生活を 送る こ と によ り 学習意欲の向上を 図る ため、 子ども の望ましい生活習慣や学習習慣*

の定着に向けた家庭・ 地域と 連携し た取組を 促進します。  

 

 

 

 

○ 教育課程の実施状況を 評価し てその改善を 図る検証改善サイ クルの充実 

・  各学校管理職のリ ーダーシッ プのも と 展開さ れる教育活動の検証と 改善の充実 

・  調査結果の分析に基づく 研修会や指導主事*の指導助言等によ り 、 各学校が学力向上に向けた教育活

動の検証と 改善を 組織的に実践 

 

○ 主体的・ 対話的で深い学びの実現に向けた授業改善 

 ・  指導方法や指導体制の工夫等の指導助言による 全教員の指導力の向上 

 ・  教員向けの研修会や各種資料提供を 行う など、 全ての教科等における 言語活動の充実 

 

○ ICT 環境を 適切に活用し た「 個別最適な学び」 と 「 協働的な学び」 の充実 

・  個々の興味・ 関心・ 意欲等を 踏まえて、 き め細かく 指導・ 支援する こ と など 、 1 人 1 台端末を 活用

し た学習活動の充実 

 ・  探究的な学習や体験活動を 通じ て子ども 同士や多様な他者と 協働しながら 行う 学びの促進 

 

○ 家庭・ 地域と 連携し た望まし い生活習慣、 学習習慣の定着 

 ・  資料の配付や研修会の開催による 子ども の生活習慣に対する保護者等の意識の向上 

・  フ ォ ーラ ム開催など団体、 企業等と 連携した地域ぐ る みの取組の促進 

 

○ 言葉を 学び、 感性を 磨き 、 表現力を 高める 読書活動の推進 

 ・  学校における 読書習慣確立に向けた全校一斉読書等の取組の強化 

 ・  市町村立図書館や公民館等の施設と ボラ ン ティ ア等の連携によ る 子ど も の読書に親しむ機会の推進 

 新し い時代に必要と なる資質・ 能力の育成（ 小・ 中学校）  施策項目３
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○ コ ミ ュ ニケーショ ン 能力や主体性を 育む体験活動の充実 

 ・  道立青少年体験活動支援施設等を 核と した学校・ 地域・ 公立青少年教育施設等と の連携強化  
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●子ども の望まし い生活習慣・ 学習習慣 
　 　 子ども の望まし い生活習慣は、 毎日同じ 時間に寝起き するこ と や毎日朝食を 食べている こ と 、 家族で 決めたルールに従っ てゲーム等の時間を 守るなどの規則正し い

生活習慣のこ と 。 学習習慣は、 家で 自分で計画を 立てて勉強を するこ と や、 発達の段階に応じ て学校の授業以外に十分な学習時間を設けて勉強するこ と など 、 定着し

て欲し い家庭における 学習習慣のこ と 。  
●指導主事 
　 　 学校における 教育課程、 学習指導その他学校教育に関する専門的事項の指導に関する事務に従事する 専門的教育職員。  
●CBT： Com pu ter Ba sed  Tasting 

試験における 工程（ 問題の配付、 回答の入力、 答案の改修、 採点・ 集計） を 、 全てコ ン ピ ュ ータ 上で行う こ と 。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 「 Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルを 確立していますか」 と いう 質問に
対して、「 よく している 」 と 回答した学校の割合

 「 友達と の話し合う 活動を通じ て、 自分の考えを深めたり 広げたり できてい

ると 思いますか」 と いう 質問に対し肯定的な回答をした児童生徒の割合

 小・ 中学校の国語、 算数・ 数学の平均正答率の整数値で
全国以上の教科数

 学校の授業時間以外に、 １ 日当たり 「 １ 時間以上勉強す
る 」 と 回答した児童生徒の割合

 家や図書館で、 普段、 １ 日「 10 分以上」 読書を すると 回
答し た児童生徒の割合

 学校図書館図書標準を 達成している 学校の割合 

 近隣の小（ 中） 学校と 教科の教育課程の接続や、教科に関する
共通の目標設定など、「 よく 行っ た」 と 回答した学校の割合

 近隣の中学校と 互いの教育活動について共通理解を 図
る 場を 設けている高校の割合

・ ク ラ ウド を 活用した情報共有ネッ ト ワーク の構築によ る 学校間の一層の交流 

・ 各学校で実施する テスト の CBT*化によ る１ 人１ 台端末を 活用した学力向上 

に向けた取組の促進

関連する SDGs の目標

【 学校段階間の連携・ 接続の推進】  

 児童生徒の発達の段階に応じ た系統的な教育活動の充実を図るため、 学校段階間の接続を意識し た教育課

程の編成・ 実施や指導方法の工夫・ 改善を図ると と も に、 各学校間の連携を促進し ます。  

   

・ 幼稚園、 認定こ ども 園及び保育所の意見を踏まえたスタ ート カ リ キュ ラムを編成する小学校の推進 

・ 義務教育９ 年間を通じ た教育課程作成及び普及すると と も に、 地域や学校に応じ た支援の強化 

・ 高校における、 必要に応じ た学び直し の視点を踏まえた教育課程を編成するなど中高の連携の充実

Topi cs

担当課 H P
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施策の柱１  子ども たち 一人一人の可能性を 引き 出す教育の推進 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 生徒が自ら 解決すべき 課題を 見いだし 、 主体的に考え、 多様な立場の者と 協働的に議論し 、 納得解を

生み出すこ と など、 新学習指導要領で育成を 目指す資質・ 能力を 確実に育成する ため、 教科等横断的な

教育を 実践し ます。  

 

○ 生徒一人一人に応じ て、 学習指導を 行う 「 指導の個別化」 及び学習活動や学習課題に取り 組む機会を

提供する 「 学習の個性化」 を 通じ て、 生徒が「 個別最適な学び*」 を 進めるこ と ができ る よ う にする と と

も に、 探究的な学習活動や体験活動などを 通じ て「 協働的な学び*」 の充実さ せる 教育を 実践し ます。  

 

○ 生徒が ICT や学校図書館を 日常的に活用する こ と によ り 自ら 見通し を 立てたり 、 学習の状況を 把握し

た、 新たな学習方法を 見いだし たり する などし て、 自ら 学び直し や発展的な学習を 行う こ と ができ る よ

う 、 ICT や学校図書館を 効果的に活用する 教育を 実践し ます。  

 

○ 基礎的・ 基本的な知識及び技能を 確実に習得さ せ、 こ れら を 活用し て解決する ために必要な思考力、

判断力、 表現力等を 育むと と も に、 主体的に学習に取り 組む態度を 養い、 個性を 生かし 多様な人々と の

協働を 促す教育を 実践し ます。  

 

 

【 主な取組】  

○ 教科等横断的に資質・ 能力を 育成する 校内体制の構築 

 ・  学校教育指導での協議、 指導・ 助言を 通じ て、 スク ール・ ミ ッ ショ ン *に基づいて各学校が策定する

スク ール・ ポリ シー*に示さ れた育成を 目指す資質・ 能力を 教科等横断的に育成する 取組の推進 

 ・  北海道高等学校教育課程研究協議会*等において先進的な取組や好事例の普及・ 啓発 

 

○ 主体的・ 対話的で深い学びの実現に向けた授業改善 

 ・  生徒の可能性を 引き 出すために、 ICT の活用や単元の指導計画の作成・ 充実を 通し て、 主体的・ 対

話的で深い学びの視点から の授業改善の推進 

 ・  大学等と 連携し 、 学習指導案検討会を 行い、 専門的な見地から の助言を 踏まえた授業研究の推進、

成果の普及・ 啓発 

 

○ ICT 環境を 適切に活用し た「 個別最適な学び」 と 「 協働的な学び」 の充実 

 ・  ICT 機器を 活用し て情報の収集、 整理・ 分析、 まと め・ 表現を 行う 等、 生徒一人一人に応じ た学習

活動や学習課題に取り 組む機会を 提供する など、 個に応じ たき め細かな学習指導の充実 

・  ICT 機器を 活用し て探究活動の取組の成果を 共有する など、 遠隔地の専門家や他の学校・ 地域や海

外と の交流などの促進 

 

 新し い時代に必要と なる資質・ 能力の育成（ 高校）施策項目４
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○ 読書活動の充実 

 ・  図書委員会を 中心と し た読書推進活動など、 読書習慣確立に向けた生徒の主体的な取組や好事例の

普及・ 啓発 

 ・  道立及び市町村立図書館と の連携によ る 読書環境の整備や、 資料・ 情報サービスの提供によ る 学習

活動の充実 

 

 

 

 

【 推進指標】       

 
 
 
 
 
 
●個別最適な学び 
　 　 生徒自ら 学習を 調整し ながら 粘り 強く 取り 組む態度を 育むため、 自ら の特性や学習進度、 学習到達度等に応じ て教材や学習時間等を 柔軟に設定し て行う 学びや、 生

徒の幼児期から の体験活動から 得た自ら の興味・ 関心・ キャ リ ア形成の方向性等に応じ 、 探究において課題の設定、 情報の収集、 整理・ 分析、 まと め・ 表現を 行う な

ど 、 生徒自ら の学習が最適と なるよ う に調整し た学び。  
●協働的な学び 
　 　 生徒同士や地域の方々など、 多様な他者を価値のある 存在と し て尊重し 、 探究的な学習や体験活動などを 通じ て行われる学び。  
●スク ール・ ミ ッ ショ ン  
　 　 各高校に期待さ れる 社会的役割。 当該高校の役割や教育理念を、 学校設置者が学校内外の関係者に対し て分かり やすく 示し たも の。  
●スク ール・ ポリ シー 
　 　 高校の入学者選抜時から 卒業時までの教育活動を 一貫し た体系的なも のにするために作成する ３ つの方針。 卒業後を 見据え、 生徒に身に付けさ せる 資質・ 能力を 示

し た「 高等学校学習指導要領に定めると こ ろにより 育成を目指す資質・ 能力に関する 方針」 （ グラ デュ エーショ ン ・ ポリ シー） 、 グラ デュ エーショ ン ・ ポリ シーを 達

成する ための教育課程の編成・ 実施や学習評価を定める 「 教育課程の編成及び実施に関する 方針」 （ カ リ キュ ラ ム・ ポリ シー） 、 スク ール・ ミ ッ ショ ン や他のポリ シ

ーを 踏まえ、 入学時に期待さ れる生徒像を 示し た「 入学者の受入れに関する 方針」 （ アド ミ ッ ショ ン ・ ポリ シー） 。  
●北海道高等学校教育課程研究協議会 
　 　 各学校における 教育課程の編成に伴う 諸課題について 研究協議を 行い、 高等学校教育の改善・ 充実を図る こ と を 目的に、 北海道教育委員会が毎年、 公立高等学校の

教務主任等を 対象に開催し ている研究協議会。  
●GIS 
　 　 地理情報システム（ GI S： Geographi c　 I nf or mat i on　 Syst em） のこ と 。 地理情報シ ステムと は、 地理的位置を 手がかり に、 位置に関する 情報を 持っ たデータ を 総合

的に管理・ 加工し 、 視覚的に表示し 、 高度な分析や迅速な判断を可能にする 技術。  
●ビッ グデータ  
　 　 国や地方公共団体が保有する 公共情報や個人の移動・ 行動歴など 、 個人の属性情報など を 含む。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 学校が育成を 目指す資質・ 能力を 教科等横断的に育成す

る 校内体制を 構築し ていると 回答し た学校の割合

 主体的・ 対話的で深い学びの視点から の授業改善に取り

組んでいる と 回答し た学校の割合

 ICT を 活用し て自分に合っ た学習ができ ている と 回答し

た高校 1 年生の割合

 一斉読書や書評合戦(ビブリ オバト ル） 等読書を 推進する

取組を 行っ ている 学校の割合

 学校司書を 配置し ている と 回答し た高校の割合 

関連する SDGs の目標

担当課 H P

・ GIS*など 、 ビッ グデータ *を 活用し て教科等横断的に資質・ 能力を 育成 

・ 遠隔地の専門家や他の学校・ 地域や海外と の交流などを 促進 

・ 様々なソ フ ト やアプリ を 活用し た個に応じ たき め細かな学習指導の充実
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施策の柱１  子ども たち 一人一人の可能性を 引き 出す教育の推進 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 共生社会の形成に向けて、 幼・ 小・ 中・ 高校等においては、 特別支援学校と の連携によ り 、 子ども の障

がいの状態等に応じ た教育力を 高める と と も に、 特別支援学校においては、 障がいの状態等に応じ た指導

や重複障がいのある 子ども 、 医療的ケア*が必要な子ども への指導の充実を 図る ほか、 新たな時代に対応

し た専門教育・ 職業教育を 推進する など、 連続性のある 多様な学びの場の充実に努めます。  

 

○ 特別な支援が必要な子ども やその保護者が、 乳幼児期から 学齢期、 社会参加に至る まで、 地域で切れ目

のない支援を 受けら れる よ う 、 保健、 医療、 福祉、 労働等と の効果的な連携体制を 構築し 、 一人一人の教

育的ニーズに応じ た支援体制の整備を 推進し ます。  

 

○ 全ての教員が障がいの特性の理解のも と 、一人一人の子ども の実態に応じ た指導法などに関し 専門性の

向上に努める と と も に、 障がいの状態や心身の発達の段階等を 踏まえて、 特別な支援を 必要と する 子ども

が各教科等の学習の効果を 高めたり 、 障がいによ る学習上又は生活上の困難を 改善・ 克服する こ と ができ

る よ う ICT を 活用し た教育を 推進し ます。  

 

 

【 主な取組】  

○ 小・ 中・ 高校等における 障がいのある 子ども の学びの場の充実 

・  共生社会の形成に向けた「 交流及び共同学習」 のさ ら なる 充実 

・  特別支援学級や通常学級等の多様な学びの場における 一人一人の障がいの状態等に応じ た指導や支

援の充実 

・  特別支援学校の専門性を 生かし た小・ 中・ 高校等への支援や実践的な研修によ る 指導力の向上 

 

○ 特別支援学校における 教育の充実 

・  学校間連携によ る 専門性の高い情報の共有や ICT 活用等によ る 多様化する 幼児児童生徒の教育的ニ

ーズに応じ た指導の充実 

・  知事部局や関係機関と の連携や ICT を 活用し た在宅就労など多様な働き 方を 視野に入れたキャ リ ア

教育、 進路指導等の充実 

・  北海道の広域性や時代の変化に対応し た特別支援学校の教育環境の体制整備 

 

○ 切れ目のない一貫し た指導や支援の充実 

・  特別支援学校等と の連携によ る 市町村教育委員会に対する き め細かな 就学相談体制等の充実に向け

た支援 

・  個別の教育支援計画*を 活用し た教育、 家庭、 医療、 保健、 福祉、 労働等の関係機関と の連携の促進 

・  全ての学校における 医療的ケア実施体制の整備の促進 

 

 特別支援教育の推進施策項目５
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○ 全ての教員の特別支援教育に関する 専門性の向上 

・  全ての教員を 対象と し た障がいの特性等や特別支援教育に関する 研修等によ る 基礎的な知識に関す

る 理解の促進 

・  特別支援学校教員に対する 幅広い知識・ 技能の習得等によ る指導能力の育成 

・  学校内外の専門家や関係機関と 連携し た研修等によ る 教職員の専門性の向上 

 

○ ICT の活用等によ る 教育の質の向上 

・  子ども たち 一人一人の障がいの状態等に応じ た ICT を 活用し た授業改善の推進 

・  最新技術やオン デマン ド 教材等の活用によ る 訪問教育を 受ける 子ども への効果的な学習の推進 

・  幅広い分野の専門家と 連携し た研修等によ る教員の ICT 活用スキルの向上 

 ・  地域と 連携し た読書に親し む環境づく り の推進 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 
 
 
 
 
 
●医療的ケア 

学校や自宅などで日常的に継続し て行われる 、 喀痰吸引や経管栄養、 気管切開部の衛生管理、 導尿、 イ ン スリ ン 注射など の医行為を 指し 、 病気治療のための入院や 
通院で行われる 医行為は含まない。  

●個別の教育支援計画 
障がいのある 幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じ て 、 医療、 保健、 福祉、 労働等の関係機関が連携協力を 図り 、 長期的な視点で乳幼児期から 学校卒業まで 

一貫し た適切な指導と 必要な支援を 行う ために教育機関が中心と なっ て作成する支援計画。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 通常の学級における 特別な支援を 必要と する 児童生徒の「 個

別の教育支援計画」 を 作成し ている 割合

 特別支援教育に関わる 校内研修を 毎年度実施し ている 学校

の割合

 特別支援学校高等部第３ 学年において、就職を 希望する 生徒

の割合

 特別支援学校教員のう ち、こ れまでに医療的ケアに関する 基

本研修を 受講し た教員の割合

 読書活動に関し て 地域と 連携し た取組を 行っ て いる 特別支

援学校の割合

・ ICT の活用によ る 指導の充実及び教員の情報活用能力の向上 

・ ICT を 活用し た学校間や関係機関と の連携によ る 情報共有 

・ 児童生徒の自立や社会参加に向けた取組及び職業教育などへの ICT の活用

関連する SDGs の目標

担当課 H P
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施策の柱１  子ども たち 一人一人の可能性を 引き 出す教育の推進 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

〇 小学校、 中学校での各教科等や「 総合的な学習の時間」 における 教科等横断的な学習や探究的な学

習、 プロ グラ ミ ン グ教育*などの充実を 図り ます。  

 

○ 高校において、 「 総合的な探究の時間」 や「 課題研究*」 、 「 理数探究*」 などを 中心に、 各教科での学  

習を 実社会での問題発見・ 解決に活かし ていく ための教科等横断的な教育を 実践し ます。  

 

○ 高校において、 地域や高等教育機関、 行政機関、 民間企業と の連携・ 協働の下、 生徒や地域の実態を

踏まえた探究的な学習を 取り 入れた教育を 実践し ます。  

 

 

【 主な取組】  

○ 各教科等や「 総合的な 学習の時間」 における 教科等横断的な学習や探究的な学習等の実践（ 義務教育）  

 ・  教科等横断的な視点に立っ たカ リ キュ ラ ム・ マネジメ ン ト の推進 

 ・  探究的な学習の過程においては、 他者と 協働し て課題を 解決し よ う と する学習活動や、 整理や分析

を 行い、 まと めたり 表現し たり する などの学習活動の推進 

・  小学校において、 情報手段の基礎的な操作の習得及びプロ グラ ミ ン グの体験を 通し て論理的思考力

を 身に付ける ための学習活動の充実 

・  教科等横断的な学びに関する 指導方法や評価方法等に関する 教員研修の推進 

 

○ 「 総合的な探究の時間」 や「 課題研究」、「 理数探究」 等の改善・ 充実（ 高等学校教育）  

 ・  IT・ データ サイ エン スに関する 講師を 派遣し たり 、 大学等と 連携し た授業研究を 通じ て各教科の授

業改善を 推進し たり する などの各種プロ ジェ ク ト を 通じ た、 各学校における、 実社会での問題発見や

解決につなげる教科等横断的な取組の推進や、 探究のプロ セスを 踏まえた学習活動の一層の充実 

 ・  地域や高等教育機関、 行政機関、 民間企業と 連携・ 協働し た探究的な学習の推進 

 ・  SDGs に係る 研究などに取り 組むスーパーサイ エン スハイ スク ール*指定校の先進事例の普及・ 啓発 

 ・  実社会での問題発見・ 解決につながる 教科等横断的な学びに関する指導方法や評価方法等に関する

教員研修の推進 

 

○ ICT 環境を 適切に活用し た授業改善の推進 

 ・  デジタ ル教材等、 各教科等における ICT を 効果的に活用し た授業改善の取組の推進 

・  教科等横断的な探究的な学習において、 観察・ 実験を 記録し た映像やプレ ゼン テーショ ン ソ フ ト を

活用する など、 ICT の効果的な活用の促進 

 

 STEAM 教育*の推進施策項目６
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○ 理科、 算数・ 数学教育の充実 

 ・  探究のプロ セスを 取り 入れた高校理科、 数学の授業改善の推進 

 ・  習得・ 活用・ 探究と いう 学びの過程を 重視し た理科、 算数、 数学科の授業改善の推進 

  ・  道立教育研究所における 研究及び成果の普及や、 移動理科教室*における 、 直接指導によ る 学習機会

の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】        

 
 
 
 
 
●STEAM 教育 
　 　 各教科での学習を 実社会での問題発見・ 解決にいかし ていく ための教科横断的な教育。 Sci ence、 Technol ogy、 Engi neer i ng、 Ar t s、 Mat hemat i cs の頭文字を 表し た

も の。  
●プロ グラ ミ ン グ教育 
　 　 コ ン ピ ュ ータ を 適切、 効果的に活用する ため、 コ ンピ ュ ータ に命令を 与え動作さ せる 必要がある こ と から 、 コ ン ピ ュ ータ を 理解し 上手に活用し ていく 力を 身に付け

る ための教育。  
●課題研究 
　 　 生徒が主体的に設定し た課題について知識・ 技能の深化・ 総合化を 図る学習や自己の在り 方生き 方や進路について考察する 学習。  
●理数探究 
　 　 平成 21 年告示の学習指導要領の数学科における「 数学活用」、 理科における「 理科課題研究」 及び専門教科「 理数」 における「 課題研究」 の内容を踏まえ、 平成 30

年告示の学習指導要領で新設さ れた共通教科「 理数」 において設定さ れた科目。 個人又はグループで課題を 設定し て主体的に探究を行い、 その成果などをまと めて発

表する 教育活動などを 実施。  
●スーパーサイ エン スハイ スク ール 
　 　 高校等において、 先進的な理数教育を 実施すると と も に、 高大接続の在り 方について大学と の共同研究や、 国際性を育むための取組の推進や、 創造性、 独創性を 高

める 指導方法、 教材の開発等の取組を実施。 文部科学省が研究指定校を 採択し 、 科学技術振興機構（ JST） が活動推進に必要な支援を 実施。  
●移動理科教室 
　 　 児童生徒に先端科学や理科の実験・ 観察等を 直接体験さ せ、 自然科学に対する 関心を 高め、 科学的な素養の育成を 図る ため、 科学設備展示自動車（ サイ エンスカ ー）

で、 全道の小・ 中学校等を 巡回する 取組。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 「 探究の学習過程の指導方法の改善を し たか」 と いう 質

問に対し て「 よ く 行っ た」 と 回答し た小・ 中学校の割合

 実社会で の問題発見や解決につな げる 教科等横断的な

取組を し ている と 回答し た高校の割合

 地域や大学等、 行政機関、 民間企業等と 連携・ 協働し た

探究的な学習を 取り 入れている と 回答し た高校の割合

 高校入学前に比べ、「 実社会・ 実生活における 問題を 解

決する よ う になっ た」 と 答えた高校１ 年生の割合

担当課 H P

主な担当課 HP

・ 統計ソ フ ト やプレ ゼン テーショ ン ソ フ ト などを 活用し 、「 総合的な探究の時間」

や「 課題研究」、「 理数探究」 等の改善・ 充実 

・ ICT 環境を 適切に活用し た授業改善の推進 

・ 様々なソ フ ト やアプリ を 活用し た理科、 算数・ 数学教育の充実

関連する SDGs の目標
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施策の柱１  子ども たち 一人一人の可能性を 引き 出す教育の推進 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 社会的・ 職業的自立に向け、 学ぶこ と と 自己の将来と のつながり を 見通し ながら 、 児童生徒一人一人の

キャ リ ア形成を 育むために、キャ リ ア・ パスポート *を 活用するなど、児童生徒が自身の変容や成長の自己

評価を 促すキャ リ ア教育を 実践し ます。  

 

○ 進学希望者が多い普通科高校等においても 勤労観・ 職業観を 育成する ため、 大学・ 大学院での学習や研

究経験を 必要と する 職業に焦点を 当て、 大学や研究施設等の専門機関における アカ デミ ッ ク ・ イ ン タ ーン

シッ プ*を 推進する など、 計画的な就業体験を 促すキャ リ ア教育を 実践し ます。  

 

○ 産業構造の変化やグロ ーバル化等、 社会の急激な変化に対応でき る 資質・ 能力を 身に付けた人材を 育成

する ため、 企業や産業界、 大学等と 連携し 世界を 視野に地域の課題解決に主体的に取り 組むなど、 地域と

学校が一体と なっ た教育課程の改善・ 充実を 図り ながら 、 持続的な成長を 促す産業教育を 実践し ます。  

 

○ 高校においては、 進路目標が定まら ないまま卒業する 生徒が存在する こ と や、 就職後３ 年以内に離職す

る 割合が全国に比べて高い状況にある こ と から 、 キャ リ アプ ラ ン ニン グスーパーバイ ザー*によ る 学校支

援を 行う など、生徒の自己肯定感を 高め、職業意識を 向上さ せるための就職指導の改善・ 充実を 図り ます。 

 

【 主な取組】  

○ キャ リ ア・ パスポート 等を 活用し たキャ リ ア教育の推進 

 ・  家庭・ 地域などと 一体と なっ て学校の教育活動全体を 通し た組織的かつ計画的な進路指導の強化 

 ・  主体的に進路選択ができ る よ う 、 小・ 中・ 高校における キャ リ ア・ パスポート 等の活用の促進 

 ・  児童生徒が自身の変容や成長を 自己評価する 学習活動を 促進 

 

○ 就業体験活動（ イ ン タ ーン シッ プ） の充実 

 ・  勤労観・ 職業観を 育成する就業体験活動等の体系的な指導の強化 

 ・  進学希望者が多い普通科高校に、 アカ デミ ッ ク ・ イ ン タ ーン シッ プを 含む就業体験活動の推進 

 ・  大学卒業前提と なる 資格を 要する 職業にも 拡大し た就業体験活動の推進 

 

○ 地域や産業界と 高校が一体と なっ た社会に開かれた教育課程*の推進 

 ・  産学官が一体と なっ た教育課程の改善を 図る 職業人材育成システム*の強化 

 ・  産業界等と 連携し 、 学びの場を 学校外に確保し た職業教育の推進 

 ・  デジタ ル化に対応し た最先端の知識や技術を 習得する実践的な職業教育の充実 

 

 

 キャ リ ア教育の充実施策項目７
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○ 職業意識の向上などに取り 組むキャ リ アプラ ン ニン グスーパーバイ ザーによ る 学校支援の充実 

 ・  指定事業等の成果の普及を 通し 、 進路指導担当教員の資質向上の強化 

 ・  社会的・ 職業的自立を 促し 、 社会や職業への円滑な移行に向けた就職指導の推進 

 ・  早期離職の改善など、 高校生を 取り 巻く 様々な就職問題に対応し た指導の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●キャ リ ア・ パスポート  

　 児童生徒が自ら の学習状況やキャ リ ア形成を 見通し たり 、 振り 返り ながら 、 新たな学習や生活への意欲につなげたり 、 将来の（ 在り 方） 生き 方を 考えたり する 活

動を 記録し 蓄積する 教材。 　  
●アカ デミ ッ ク ・ イ ン タ ーン シッ プ  
　 　 大学、 裁判所、 研究施設等の専門機関における 就業体験活動（ イ ン タ ーン シッ プ ）。 　  
●キャ リ アプラ ン ニン グスーパーバイ ザー 
　 　 各教育局に配置さ れ、 生徒の職業意識の向上や、 各学校に対し 就職情報の提供などの就職対策を 行う 進路相談員。  
●社会に開かれた教育課程 
　 　 よ り よ い学校教育を 通じ てよ り よ い社会を創る と いう 目標を 学校と 社会が共有し 、 連携・ 協働し ながら 、 新し い時代に求めら れる 資質・ 能力を 子供たちに育むこ と 。 
●職業人材育成システム 
　 　 第４ 次産業革命の進展、 デジタ ルト ラ ン スフ ォ ーメ ーショ ン 、 ６ 次産業化等により 、 産業構造や仕事内容は急速に変化し ている こ と から 、 農業科や水産科などの専

門高校において成長産業化を 図る産業界と 絶えず連動し た職業人材を 育成する システム。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 「 将来の夢や目標を 持っ ている」 の設問に、「（ どちら か

と いえば） 当てはまる 」 と 回答し た児童生徒の割合

 卒業ま で にイ ン タ ーン シ ッ プ な ど の体験的な 学習活動

を 経験し た高校生の割合

 卒業時に、 進学や就職などの進路希望を 設定でき ない高

校の生徒数

担当課 H P

主な担当課 HP

・ w eb ページによ る キャ リ ア・ パスポート の目的や好事例など情報発信の強化  

・ 事前・ 事後学習にオン ラ イ ン などの ICT を 活用し た就業体験活動の充実 

・ 地域や産業界と 一体と なっ たデジタ ル化に対応し た職業教育の充実 

・ オン ラ イ ン を 活用し たキャ リ アプラ ン ニン グスーパーバイ ザー研修の強化

関連する SDGs の目標
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施策の柱１  子ども たち一人一人の可能性を 引き 出す教育の推進 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 生涯にわたる 豊かなスポーツ ラ イフ の実現に向け、 全ての子ども たち が発達段階に応じ た体力・ 運動能

力の向上に向けた個人目標を も ち 、 自己の能力や適性、 興味・ 関心に応じ て、 いつでも どこ でも 仲間等と

気軽に楽し く 運動に参加する こ と ができ る 機会を 提供する こ と を 通し て、 運動習慣の定着を 図り ます。  

 

○ 全ての学校において、 ICT を 効果的に活用し た体育・ 保健体育の授業を 展開し 、 知識及び技能の確実な

定着や、 自己や仲間の課題を 発見・ 解決する ための思考力、 判断力、 表現力等の育成を 図ると と も に、 子

ども たち 同士が協働的に関わる中で楽し さ や達成感を 感じ 、 自ら 進んで運動に親し む資質・ 能力を 育成す

る こ と ができ る 体育・ 保健体育授業を 実践し ます。  

 

○ 全ての地域において、 学校や地域の実態を 踏まえ、 学校、 家庭、 地域、 関係機関が一体と なっ た子ども

たち の運動機会の充実を 図る 取組を 展開し ます。  

 

 

【 主な取組】  

○ 運動機会の提供等による 運動習慣の定着 

 ・  新体力テスト *の活用による 自己の体力の現状を 踏まえた体力向上の目標設定の推進 

・  なわと びやリ ズム運動、 北海道ら し い冬季スポーツ など、 運動の機会の提供によ る 運動習慣定着の

推進 

・  PTA 等と 連携し た運動習慣を はじ めと する 望まし い生活習慣の定着に向けた学習機会や情報提供の

推進 

・  運動習慣の定着に向けたリ ーフ レ ッ ト 等によ る 情報発信 

 

○ 各学校の体力・ 運動能力の課題や子ども の実態を 踏まえた体力向上の取組の充実 

・  オール北海道による 運動機会の創出に向けた「 どさ ん子元気アッ プチャ レ ン ジ」 の継続的な実施 

・  学校や家庭、 地域等、 どこ でも 誰でも 手軽に行う こ と ができ る リ ズム運動動画の積極的な活用 

・  各学校における 子ども たち の体力の現状及び学校や地域の特色を 活かし た「 一校一実践」 の推進 

・  総合型地域スポーツ ク ラ ブ や大学等と 連携し た運動環境の整備や運動部活動の充実 

 

○ 運動やスポーツ を する こ と が好き な子ども たち の育成を 目指し た体育・ 保健体育授業の改善・ 充実 

 ・  自他の課題を 発見・ 解決し たり 、 自己変容を 確認し たり するための協働的な学びの充実や ICT の効 

果的な活用の推進 

・  運動に対する 意欲や挑戦心、 自己肯定感の育成に向けた子ども たち の良さ や伸びを 認める き め細か

な指導の充実 

・  体育科・ 保健体育科教員を 対象にし た教科指導力の向上に向けた研修会の充実 

 ・  体育専科教員等の授業実践事例集の普及啓発によ る 好事例の発信 

 体力・ 運動能力の向上                 施策項目８
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○ 学校、 家庭、 地域、 関係機関と 連携・ 協働し た運動機会の創出 

・  地域の関係機関・ 団体と 連携を 図っ た体力向上のための強調月間の設定及びイ ベン ト 参加の奨励 

・  リ ズム運動動画コ ン テスト の実施など、 充実し た運動機会を 提供する ためのプロ スポーツ 団体等と

の連携強化 

 ・  道立青少年体験活動支援施設ネイ パル等と 連携し た本道の自然を 活かし た体験活動の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●新体力テスト  
　 　 握力・ 上体起こ し ・ 長座体前屈・ 反復横と び・ 20mシャ ト ルラ ン （ 中学校は 20mシャ ト ルラ ン と 持久走と の選択）・ 50m走・ 立ち 幅と び・ ソ フ ト ボール投げ（ 中学校

はハン ド ボール投げ） の８ 項目を実施し 、 それぞれの項目の記録に応じ た得点の合計点を 体力合計点と し 、 自己の体力・ 運動能力の現状を把握する ためのテスト 。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 体力合計点の全国平均値を 50.0と し た場合の北海道の

小学校５ 年生、 中学校２ 年生の値

 体育授業以外で １ 週間に総運動時間が60分以上と 回答

し た小学校５ 年生、 中学校２ 年生の割合

 体力や運動能力の向上に係る 具体的な数値目標を 立て

ている と 回答し た小学校、 中学校の割合

 体育授業で 授業中に ICT を 活用し て いる と 回答し た 小

学校、 中学校の割合

・ ICT を 活用し たリ ズム運動動画の配信などによ る 運動機会の提供 

・ 体育教員を 対象と し たオン ラ イ ン によ る 研修会の充実 

・ ホームページや SNS 等を 活用し た体力向上に向けた取組の好事例の普及啓発

関連する SDGs の目標

担当課 H P
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施策の柱１  子ども たち 一人一人の可能性を 引き 出す教育の推進 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 健康教育・ 食育の充実に向けた PDCA サイ クルへの支援、 ICT を 活用し た個に応じ た指導の推進、 実

践研究及び好事例の発信などを 通じ て、 望まし い生活習慣・ 食習慣の定着など、 生涯にわたっ て心身共

に健康な生活を 送る ための資質・ 能力（ 健康リ テラ シー*等） の育成を 図り ます。  

 

○ 健康教育・ 食育が一体と なっ た研修会の開催や指導助言体制の改善、 リ ーダー育成システム*の構築  

を 通じ て、 中核的な役割を 果たす養護教諭・ 栄養教諭の指導力の向上を 図り ます。  

 

○ 専門家等と 連携し た学校保健委員会*の活性化、 ICT を 活用し た家庭・ 地域と の連携強化、 子ど も の  

体験や学校給食等を 活用し た持続可能な食を 支える 食育を 通じ て、 学校・ 家庭・ 地域が一体と なっ た子

ども たちの健康づく り の充実を 図り ま す。  

 

 

【 主な取組】  

○ 健康・ 安全・ 食に関する 資質・ 能力（ 健康リ テラ シー等） の育成 

・  健康や食に関わる実態調査などのエビデン スに基づく 「 学校保健計画」 及び「 食に関する 指導の全

体計画」 の作成及び PDCA サイ ク ル実施に向けた支援 

・  子ども たち が他者と 協働し 、 主体的に課題解決に取り 組むための ICT を 活用し た効果的な指導の推

進 

 ・  望まし い生活習慣・ 食習慣の定着や心の健康を テーマと し た実践研究及び好事例の発信 

 

○ 健康教育・ 食育推進の中核的な役割を 果たす養護教諭・ 栄養教諭の指導力の向上 

・  健康教育・ 食育が一体と なっ た研修会の開催や学校等への指導助言体制の改善 

・  健康リ テラ シー等を 育成する授業実践及び個別指導への支援 

・  各地域における 養護教諭・ 栄養教諭のリ ーダー育成システムの構築 

 

○ 学校・ 家庭・ 地域が一体と なっ た子ども たち の健康づく り の充実 

 ・  学校医や保健師等の専門家や保護者の代表など の参加によ る 学校保健委員会の活性化 

・  ICT を 活用し た情報発信及び双方向性を 活かし た家庭・ 地域と の連携強化 

・  クリ ーン 農産物・ 有機農産物を 含む地場産物を 使用し た安全・ 安心な学校給食、 子ど も の食に関する

体験等を 通し た、 食品ロ スの削減及び食文化の伝承等の持続可能な食を 支える 食育の推進 

 

 

 

 

健康教育・ 食育の充実                 施策項目９
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【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●健康リ テラ シー 
  健康に関する 情報を 入手し 、 理解し 、 評価し て活用するための能力。  
●リ ーダー育成システム 
  広域分散型の本道において、 ブロ ッ ク 等各地域のリ ーダーと し て健康教育を 推進する養護教諭・ 栄養教諭のリ ーダーを 指定し 、 実践研究やその成果の普及及び初任

養護教諭等の指導等を 行う 取組。  
●学校保健委員会 
  学校保健の関係者（ 管理職、 養護教諭、 栄養教諭等学校保健担当教職員、 学校三師、 保護者・ 児童生徒代表、 地域の保健関係機関の代表等） で、 学校における 健康

に関する 課題を 研究協議し 、 健康づく り を 推進する ための組織。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 「 朝食を 毎日食べている」 と 回答し た小学校６ 年生、 中

学校３ 年生の割合

 健康教育に係る 研修会に参加し た学校の割合 

 学校保健委員会に学校外の委員が出席し た学校の割合 

 地場産物の使用率（ 安全な学校給食の提供）  

 栄養教諭によ る 食に関する 指導の平均取組回数 

・ 自他の健康課題の発見や解決に向けた取組によ る 自己変容を 確認する ための

ICT の効果的な活用の推進 

・ ICT の双方向性を 活かし た家庭、 地域への情報発信や取組状況の把握など効果

的な活用の推進 

担当課 H P

主な担当課 HP

関連する SDGs の目標
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施策の柱１  子ども たち 一人一人の可能性を 引き 出す教育の推進 

 

 

 

 

 

○ 全ての学校において、 幼児期の教育から 高校まで、 全ての学校段階における 教育活動全体を 通じ て、

人間と し ての生き 方を 考え、 主体的な判断の下に行動し 、 自立し た人間と し て、 他者と 共によ り よ く 生

き る ための基盤と なる 道徳性を 養う 教育を 推進し ます。  

 

○ 学校における 道徳教育について、 保護者や地域の人々と 共通理解を 図り 、 相互の連携に向けた取組を

推進し ます。  

  

○ 人権に関する 正し い知識を 深め、 自他を 尊重する 態度を 育成する 人権教育の取組を 推進し ます。  

   

 

 

 

○ 学校の教育活動全体を 通じ た組織的・ 計画的な道徳教育の推進 

 ・  校長の方針の下、 全教職員が協力し た道徳教育の推進体制の確立 

 ・  道徳科を 要と し た道徳教育における カ リ キュ ラ ム・ マネジメ ント *の充実 

 ・  子ども 一人一人のよ い点や可能性、 成長の状況などを 積極的に評価し 、 学習し たこ と の意義や価値

を 実感でき る 評価の充実 

 

○ 道徳科の授業改善の取組の推進 

 ・  自己を 見つめ、 物事を 広い視野から 多面的・ 多角的に考え、 自己や人間と し ての生き 方についての

考えを 深める など、 道徳科の特質を 踏まえた指導方法や評価方法の工夫・ 改善に向けた校内研修の充

実 

・  本道にゆかり のある 先人など を 題材と し た道徳教育に関する教材等の効果的な活用 

 

○ 家庭や地域社会と の連携によ る 指導の充実 

 ・  保護者や地域の理解と 協力を 得る ための積極的な授業公開等の促進 

 ・  外部人材の協力を 得た授業の支援 

 ・  コ ミ ュ ニティ ・ スク ール*などを 活用し た学校運営協議会における協議の充実 

 

○ 組織的・ 計画的な人権教育の推進 

 ・  子ども たち の発達の段階に応じ た、 多様性の尊重や価値観の異なる 他者と の共生の実現に向けた人

権教育の展開 

 ・  指導者研修会等によ る 教員の指導力向上 

・  地域でのフ ォ ーラム開催など、 人権に対する 意識醸成 

 

道徳教育の充実施策項目 10
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【 推進指標】  

 
 
 
 
 
 
●カ リ キュ ラム・ マネジメ ン ト  

児童生徒や学校、 地域の実態を 適切に把握し 、 教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を 教科等横断的な視点で組み立てていく こ と 、 教育課程の実施状況を

評価し てその改善を図っ ていく こ と 、 教育課程の実施に必要な人的又は物的な体制を 確保する と と も にその改善を 図っ ていく こ と などを 通し て、 教育課程に基づき 組

織的かつ計画的に各学校の教育活動の質の向上を 図っ ていく こ と 。  
●コ ミ ュ ニティ ・ スク ール（ 学校運営協議会制度）  

地方教育行政の組織及び運営に関する 法律に基づき 、 教育委員会が任命し た保護者や地域住民等によ り 構成さ れる 「 学校運営協議会」 を設置し て いる 学校を指し 、 
一定の権限と 責任を 持っ て学校運営の基本方針を 承認し たり 、 教育活動について意見を述べる こ と のでき る 制度。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 自分には、よ いと こ ろ がある と 思う と 回答し た児童生徒

の割合

 道徳の授業では、 自分の考えを 深めたり 、 話し 合っ たり

する 活動に取り 組んでいる と 回答し た児童生徒の割合

 道徳科の保護者や地域への授業公開を 全学年で 行っ て

いる 学校の割合

 研究授業等の実践を 通じ て、道徳科の授業改善について

の理解を 深める 校内研修を 行っ ている 学校の割合

・ ICT を 効果的に活用し た道徳科の授業改善への支援 

・ 学校のホームページなど ICT を 活用し た家庭・ 地域社会への周知 

・ 道徳教育に関する 教材・ 実践事例等を 掲載し た web ページの充実

関連する SDGs の目標

担当課 H P
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施策の柱１  子ども たち一人一人の可能性を 引き 出す教育の推進 

 

 

 

 

 

○ 全ての学校において、 身近な地域の自然環境や歴史、 伝統、 文化、 産業等について理解を 深める 学習

活動を 通し て、 子ども たち が身近な地域の魅力や課題などを 知り 、 地域の構成員の一人と し ての意識や

ふる さ と 北海道に対する愛着や誇り を 育むと と も に、 本道の未来を 切り 拓き 、 地域の将来を 担う 人材を

育てる 教育を 推進し ます。  

 

○ 地域の施設や人材等を 効果的に活用し た体験的な学習や探究的な活動などを 通し て、 身近な地域の自

然環境や歴史、 伝統、 文化、 産業等やアイ ヌ の人たち の歴史・ 文化等、 北方領土、 縄文遺跡群等につい

て理解を 深める 教育を 推進し ます。  

 

○ 本道の自然や歴史・ 文化・ 観光産業等の教育資源を 効果的に活用し た指導など、 ふる さ と 教育の充実 

に資する 教員研修を 推進し ます。  

 

 

 

○ 地域の自然環境や歴史、 伝統、 文化、 産業等について理解を 深める 教育活動の推進 

 ・  地域の施設や人材等の教育資源を 活用し た体験的な学習活動の促進 

・  炭鉄港*等の観光資源を 活用し た実践事例等の提供 

 ・  「 北海道みんなの日*条例」 の趣旨を 踏まえた教育活動の促進 

 

○ アイ ヌ の人たちの歴史・ 文化等に関する 教育の充実 

・  施設や人材、 動画教材等を 活用し た体験的な学習活動の促進 

 ・  理解を 深める 指導資料、 実践事例等の提供 

 ・  小・ 中学校における アイ ヌ 教育相談員*の講話等によ る学習指導の充実に向けた支援 

  

○ 北方領土に関する 教育の充実 

・  施設や人材、 動画教材等を 活用し た体験的な学習活動の促進 

 ・  正し い理解を 促進する 指導資料、 実践事例等の提供 

 ・  知事部局と 連携し た児童生徒の領土問題への関心を 高める ための各種取組の支援 

 

○ 北海道・ 北東北の縄文遺跡群*を はじ めと し た世界遺産等に関する 教育の充実 

・  施設や人材、 動画教材等を 活用し た体験的な学習活動の促進 

 ・  理解を 深める 指導資料、 実践事例等の提供 

 ・  知事部局と 連携し た児童生徒の世界遺産等への関心を 高める ための各種取組の支援 

 

 

 ふるさ と 教育の充実施策項目 11
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 ○ ふる さ と 教育の充実に資する 教員研修の充実 

  ・  教員や指導主事*等を 対象と し た研修の実施 

  ・  地域の自然や歴史・ 文化・ 観光産業等の教育資源を 活用し た指導計画や、 実践事例の作成・ 普及 

・  アイ ヌ 教育相談員の派遣によ る 教員研修の充実 

・  ICT 活用などによ る 、 ふる さ と 教育を 推進する学校間交流の促進 

 

 

 

 

 

  

 

【 推進指標】  

 
 
 
 
 
 
●炭鉄港 
  近代北海道を 築く 基と なっ た三都（ 空知・ 室蘭・ 小樽） を、 石炭・ 鉄鋼・ 港湾・ 鉄道と いう テーマで結ぶこ と により 、 人と 知識の新たな動き を 作り 出そう と する 取

組と し て、 2019（ 令和元） 年５ 月 20 日に日本遺産に認定。  
●北海道みんなの日 
  ７ 月 17 日を 、 北海道の歴史や文化、 豊かな 自然や風土など 、 北海道の価値を 見つめ直し 、 誇り に思う 心を 育み、 よ り 豊かな北海道を 築き あげる こ と を 期する 日と

し て、 2017（ 平成 29） 年に北海道が制定。  
●アイ ヌ 教育相談員 
  教員や小・ 中学生等を対象と し た講話や出前授業の実施、 教員の研修会等で活用する 資料等の作成など 、 小・ 中学校等のアイ ヌ の人たち の歴史・ 文化等に関する 学

習を 支援する 職員。  
●北海道・ 北東北の縄文遺跡群 

2021 年７ 月、 ユネスコ の世界文化遺産と し て登録さ れた北海道及び青森・ 岩手・ 秋田県に所在する 17 か所の縄文遺跡群（ う ち 道内に６ か所）。  
●指導主事 
  学校における 教育課程、 学習指導その他学校教育に関する専門的事項の指導に関する事務に従事する 専門的教育職員。  

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 地域の自然・ 文化・ 歴史等に関する 学習において、 施設

や人材を 活用し た体験学習を 行っ ている 学校の割合

 アイ ヌ の人たち の歴史・ 文化等の学習において、 施設や

人材等を 活用し た体験学習を 行っ ている 学校の割合

 北方領土に関する 学習において、 施設や人材・ 動画教材

等を 活用し た体験学習を 行っ ている 学校の割合

・ ICT 機器やイ ン タ ーネッ ト 、 動画教材等を 効果的に活用し た授業改善の推進 

・ オン ラ イ ンを 活用し た、 ふる さ と 教育の充実に資する 教員研修の充実 

・ ふるさ と 教育に関する 教育プロ グラムや実践事例を 掲載し た W eb ページの充実

関連する SDGs の目標

担当課 H P
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施策の柱１  子ども たち 一人一人の可能性を 引き 出す教育の推進 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 北海道に求めら れる グロ ーバル人材像*を 踏まえ、 多く の高校生が海外へ羽ばたける よ う 、 グロ ーバル 

人材育成の機運を 醸成しながら 、 留学を 目指す生徒の増加及び留学の促進に向けて、 留学の受入先の確 

保など 、 総合的な支援を 促進します。  

 

○ 小学校段階から 系統的な英語教育を 進め、 高校卒業段階において、 日常的なコ ミ ュ ニケーショ ン がで  

き る 程度の英語力を 育成する 取組を 実践する と と もに、 英語以外の外国語を 学ぶ生徒を 支援する 取組を  

推進します。  

 

○ 多文化共生社会の実現に向けて、 全ての学校において国際理解教育を 充実さ せる と と も に、 異文化交 

流や多様な価値観に触れる 機会を 創出する など、 生徒が道内大学の留学生や地域の外国人等と 交流する  

取組を 促進し ます。  

 

○ 積極的な ICT の活用によ り 、 本道の児童生徒が海外の子ど もたち と オン ラ イ ン でつながる機会を 創出 

し 、 SDGs 達成への鍵である持続可能な開発のための教育（ ESD*） における協働的な学びを 充実さ せ、  

必要な能力・ 態度を 育成する 取組を 推進します。  

 

【 主な取組】  

○ 留学機運の醸成及び高校生によ る海外留学の促進 

 ・  留学経費の支援の充実を 図る ため、 ふる さ と 納税の PR を 通した留学を 支える 機運の醸成 

 ・  留学経験のある 高校生を ロ ールモデルと した事業の実施など、 グロ ーバル人材育成の好循環の実現 

 ・  海外の教育行政機関と の教育分野における 提携の推進や提携した国・ 地域と の信頼関係の強化 

 ・  交換留学プログラ ムの提供や留学事例の紹介等、 留学支援に係る 取組の促進 

 

○ 外国語教育の充実 

 ・  小・ 中学校における 目的や場面、 子ども たち の興味・ 関心に応じ た英語によ る コ ミ ュ ニケーショ ン

を 図る 授業、 高校等における 言語活動の充実やパフ ォ ーマン ステスト の実施など、 ４ 技能５ 領域*のバ

ラ ン スの取れた英語力の育成に向けた授業改善の推進 

 ・  学校種間が連携した研修の実施など、 小・ 中学校、 高校の系統的な英語教育の指導体制の充実 

 ・  「 CAN-DO リ スト *」 の生徒・ 保護者と の共有や学習到達目標の達成状況の把握によ る指導や評価

の改善・ 充実 

 

○ 異文化交流や多様な価値観に触れる 機会の創出 

 ・  外国語を 母国語と する ALT(外国語指導助手)や地域の外国人材等を 活用した、 他国の文化や考え方

を 理解する 取組の推進 

 ・  道内大学に在籍する留学生を 派遣する など道立高校における 異文化交流などの機会を 充実 

 グローバル人材の育成施策項目 12
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○ ICT を 活用し たオン ラ イ ン 交流の推進 

 ・  発声ややり 取り のモデルを 示したり 、 遠隔地の子ど も たち と 英語で交流したり する など、 小・ 中学校

における １ 人１ 台端末の効果的な活用によ る 指導の効率化や言語活動の充実 

 ・  交流相手校と の時差を 踏まえた同時双方向型での交流やメ ッ セージ動画の交換など 、 高校段階にお  

ける 海外の高校生等と のオン ラ イ ン 交流の推進 

 ・  SDGs の実現に向けて、 異なる 文化や習慣を も つ同年代の若者と 意見交換を 行う など、 高校における

協働的な学びの実践 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●北海道に求めら れる グロ ーバル人材像       
　 　 北海道への誇り と 異なる 文化への寛容を 身に付け、 国際社会に貢献する 高い志と 広い視野を持っ て 、 地域や世界の課題解決に向けて主体的に取り 組も う と する 意思

を 持つ人材。（ 平成 28 年９ 月北海道「 北海道におけるグローバル人材の育成に向けて」）  
●ESD： Education for Susta ina b le Deve lopm en t（ 持続可能な開発のための教育）    
　 　 現代社会の問題を 自ら の問題と し て主体的に捉え、 人類が将来の世代にわたり 恵み豊かな生活を 確保で き るよ う 、 身近なと こ ろ から 取り 組むこ と で 、 問題の解決に 

つながる 新たな価値観や行動等の変容を も たら し 、 持続可能な 社会を 実現し ていく こ と を 目指し て行う 学習・ 教育活動。  
●４ 技能５ 領域 
　 　 英語教育における 「 聞く こ と 」「 読むこ と 」「 話すこ と [ やり 取り ] 」「 話すこ と [発表] 」「 書く こ と 」 の技能及び領域。  
●CAN －DO リ スト  
　 　 英語を 使っ て実際にどのよ う なこ と ができ る よ う にな るのか、 その能力を 記述し たリ スト 。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 道内の公立高校等における長期（ ３ ヶ 月以上） 及び短期

（ ３ ヶ 月未満） の留学者の割合

 中学校卒業段階で 英検３ 級以上を 取得又は英検３ 級以

上の英語力を 有すると 思われる 生徒の割合

 高校卒業段階で 英検準２ 級以上を 取得又は英検準２ 級

以上の英語力を 有する と 思われる 生徒の割合

 「 Ｃ Ａ Ｎ －Ｄ Ｏ リ スト 」 の学習到達目標の達成状況を 把

握している 中学校・ 高校の割合

・ ICT 機器やイ ン タ ーネッ ト を 活用した授業改善の推進 

・ 高校段階における 海外高校生等と のオンラ イ ン 交流の推進 

・ 対面での交換留学を 疑似体験でき る オンラ イ ン 交換留学の実施

担当課 H P

主な担当課 HP

関連する SDGs の目標
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施策の柱２  学びの機会を 保障し 質を 高める 環境の確立 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 学習指導要領において、「 学習の基盤と なる 資質・ 能力」 の一つに位置付けら れた情報活用能力の育成

に向けて、教科等横断的な視点から 教育課程の編成を 図り 、各学校におけるカ リ キュ ラ ム・ マネジメ ント *

の充実を 図り ます。  

 

○ 各教員が教科等の指導において効果的に ICT を 活用し 、 学習指導要領が求める「 主体的・ 対話的で深い

学び」 の実現に向け、 協働的な学びと 個別最適な学びを 一体的に充実し た授業に関する 指導助言や必要と

なる研修を 実施する などし て、 教員の ICT 活用指導力の向上を 図り ます。  

 

○ 各学校が、 校長のリ ーダーシッ プの下、 組織的に ICT 活用を 展開でき る よ う 、 校内における 推進体制や

教育課程における ICT 活用の位置付け、計画的な研修計画などについて明ら かにし 、学校が一体と なっ た

取組の充実を 図り ます。  

 

○ GIGA スク ール構想*によ っ て整備さ れた ICT 環境が適切に維持・ 管理さ れる よ う 、 自校における ICT

環境整備の方針を 明確にする と と も に、児童生徒が家庭等のあら ゆる 場所において端末を 有効に活用し て

学ぶこ と ができ る よ う 、 関係者と 緊密に連携し て、 学校外においても 端末を 安全・ 安心に利用する こ と が

でき る 環境を 整え、学校での対面授業と オン ラ イ ン 学習のハイ ブリ ッ ド 型の学びのサイ クルの構築に取り

組みます。  

 

 

【 主な取組】  

○ 児童生徒の情報活用能力の育成に資する 実践の普及・ 啓発 

・  各学校における 取組の参考と なる 資料の作成 

・  学校における 先進事例を 収集し 各学校に普及 

・  児童生徒や教職員、 保護者を 対象と し た情報モラ ルに関する指導資料を 作成・ 周知し 情報モラ ル教

育を 充実 

 

○ 教員の ICT の効果的な活用に向けた取組の充実 

 ・  ICT の活用による 「 主体的・ 対話的で深い学び」 の実現に向けた、 各種研究会や学校訪問等におけ

る 指導助言の充実 

 ・  今日的に求めら れる ICT 活用を 踏まえ、 各地域や学校における 、 子ども の発達段階等の状況に応じ

た ICT 活用研修の充実 

 ・  効率的な研修の実施に向け、 校内研修等で活用でき る 動画等の研修資料の提供 

 ・  遠隔地と の交流や国際交流等の ICT を 活用し た体験活動の充実 

 

 

 

ICT の活用推進                施策項目 13
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○ 情報通信技術支援員（ ICT 支援員） *等外部人材によ る 教員の ICT 活用の支援 

 ・  それぞれの地域での外部人材の確保や ICT の活用を 支援でき る 学校職員の育成に向けた、 ICT 活用

研修の実施 

  ・  外部人材によ る サポート の充実に向けた、 校内のマネジメ ン ト の促進 

 

○ 感染症や災害発生時などにおける 教育活動の継続に向けた支援 

 ・  非常時における ICT を 活用し た学びの保障に係る 好事例の収集と 発信 

 ・  通信環境が整っ ていない家庭に対するルータ ーの貸与など 、 非常時における 家庭での ICT を 活用し

た学びを 支援 

 

○ 学習者用デジタ ル教科書の効果的な活用 

・  道内における デジタ ル教科書を 用いた好事例の収集と 発信を し 、 デジタ ル教科書の活用を 促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●カ リ キュ ラム・ マネジメ ン ト  
　 　 児童生徒や学校、 地域の実態を 適切に把握し 、 教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を 教科等横断的な視点で組み立てていく こ と 、 教育課程の実施状況を

評価し てその改善を 図っ ていく こ と 、 教育課程の実施に必要な人的又は物的な体制を 確保すると と も にその改善を 図っ ていく こ と など を 通し て、 教育課程に基づき 組

織的かつ計画的に各学校の教育活動の質の向上を 図っ て いく こ と 。  
●GIGA スク ール構想 

令和元年 12 月に閣議決定。「 １ 人１ 台端末と 、 高速大容量の通信ネッ ト ワーク を 一体的に整備するこ と で、 特別な支援を 必要と する 子ど も を 含め、 多様な子ども た

ち 一人一人に個別最適化さ れ、 資質・ 能力が一層確実に育成でき る教育 I CT 環境を 実現する」 こ と や「 こ れまでの我が国の教育実践と 最先端の I CT のベスト ミ ッ ク ス

を 図り 、 教師・ 児童生徒の力を最大限に引き 出す」 と さ れたも の。  
令和３ 年４ 月から 学校における１ 人１ 台端末環境下での新し い学びがスタ ート 。  

●情報通信技術支援員（ ICT 支援員）  
　 　 教職員の日常的な I CT を 活用し た授業支援、 校務支援、 環境整備支援、 校内研修支援などに従事し 、 学校教育法施行規則第 65 条の５ に規定さ れる 職員。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 小学校第６ 学年、 中学校第３ 学年の児童生徒一人一人に配備さ れた

ICT 機器を活用し た授業が「 ほぼ毎日」 行われた学校の割合

 「 授業に ICT を 活用し て指導する 能力」 について「 でき

る 」「 ややでき る 」 教員の割合

 「 情報活用の基盤と なる 知識や態度について指導する 能

力」 について「 でき る 」「 ややでき る 」 教員の割合

担当課 H P

主な担当課 HP

関連する SDGs の目標
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施策の柱２  学びの機会を 保障し質を 高める 環境の確立 

 

 

 

【 施策の方向性】   

 

○ 学校、 家庭、 地域、 行政の連携を 一層強め、 いじ めの早期発見・ 早期対応に向けた生徒指導体制の充

実を 図り 、 子ども たち がいじ めの被害者にも 加害者にも なる こ と がなく 、 安心して過ごせる 居場所づく

り を 、 全ての学校で推進します。  

 

○ 全ての子ども たち が、「 いじ めは絶対に許さ ない」 と いう 意識を も ち 、 望ましい人間関係を 構築する な

ど、 子ども の健やかな成長を 促す生徒指導を 展開し、 子ども が主体的に取り 組むいじ めの未然防止に向

けた取組の充実を 図り ます。  

 

○ いじ め被害や「 死にたい」 などの子ども の不安や悩みを 早い段階から 把握し、 学校・ 家庭が協力し て

対応でき る よ う 、 学校でのスク ールカ ウン セラ ー等と の連携によ る 教育相談や、 24 時間対応の電話、 メ

ール、 SNS を 活用した相談窓口の活用促進など、 相談体制の充実を 図り ます。  

 

○ ネッ ト 上のいじ めやト ラ ブルの防止、 新型コ ロ ナウイルス感染症に関する偏見・ 差別、 誹謗中傷等の

防止に向けた取組を 徹底します。 障がいや性自認など配慮を 要する 子ども へのき め細かな支援の充実を

図り ます。  

 

 

【 主な取組】  

○ いじ めの未然防止の促進 

・  児童会や生徒会活動での主体的ないじ め防止に取り 組む活動の推進 

・  自己有用感や社会性を 高める ソ ーシャ ルスキルト レ ーニン グ*やピア・ サポート *、 アサーショ ン ト

レ ーニン グ*など教育心理プロ グラ ムの推進 

 ・  道徳科を 要と した学校の教育活動全体を 通じ て行う 道徳教育の充実 

・  児童生徒のコ ミ ュ ニケーショ ンスキルを 測定する アセスメ ント ツ ール「 ほっ と 」 など、 客観的デー

タ を 活用した児童生徒理解の充実 

・  不安や悩みを 抱えたと き の対処方法を 学ぶ「 SOS の出し方に関する 教育*」 を 含む自殺予防教育の 

推進  

 

○ いじ めの早期発見・ 早期対応に向けた生徒指導体制の充実 

・  児童生徒間の「 から かい」 や「 嫌がら せ」 なども 含め、 いじ めを 積極的に認知し、 その解決に向け

た学校いじ め対策組織による 早期発見・ 早期対応の徹底 

 ・  北海道いじ め問題対策連絡協議会等によ る いじ め問題への実効性のある 取組の推進に向けた学校、

家庭、 地域、 関係機関の連携強化 

 ・  教職員と スク ールカ ウン セラ ー、 弁護士等の専門家と の連携強化によ る いじ め対策組織の強化 

・  いじ め対応に係る学校と 教育委員会の責務への理解深化を 図る 教員研修の充実 

 いじ め防止の取組の充実施策項目 14
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○ 教育相談体制の充実 

・  学校へのスク ールカ ウン セラ ーやスク ールソ ーシャ ルワーカ ーの派遣の拡充 

・  「 子ども 相談支援セン タ ー」 での 24 時間対応の電話・ メ ール相談、 SNS を 活用し た相談窓口の利

用促進 

・  １ 人１ 台端末を 活用した児童生徒の不安や悩みを 早期に把握する 相談窓口の利用促進 

 

○ 社会の変化に応じ たいじ め問題への対応、 差別・ 偏見、 誹謗中傷等の防止 

・  ネッ ト パト ロ ールによ るネッ ト 上のト ラ ブルの早期発見、 早期対応、 ネッ ト モラ ルを 含めた情報モ

ラ ル教育の充実 

・  感染症等への正しい知識や差別・ 偏見等の防止に向けた指導の徹底と 家庭、 地域への啓発の充実 

・  障がいや性自認など配慮を 要する子ども への支援について理解深化を 図る 教員研修の充実 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●ソ ーシャ ルスキルト レ ーニン グ 
　 　 友人関係を 円滑に進め、 維持し ていく ための能力（ ソ ーシャ ルスキル） を 高める ため、 児童生徒が仲間と の適切なやり と り を 学ぶ学習活動。  
●ピ ア・ サポート  
　 　 児童生徒の社会的スキルを 段階的に育て、 児童生徒同士が互いに支えあう 関係を 作るための活動。  
●アサーショ ン ト レ ーニン グ 
　 　 他者と の関わり を よ り 円滑にする 社会的行動の獲得を 目指す主張訓練活動。  
●Ｓ Ｏ Ｓ の出し 方に関する 教育 
　 　 子ども が不安や悩みを 抱え、 危機に直面し たと き 、 誰に、 ど のよ う に助けを 求めればよ いかなど、 実践的に学ぶこ と を 目的と し た教育活動。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 「 いじ めは、 どんな理由があっ ても いけないこ と だと 思

う 」 と 回答した児童生徒の割合

 「 いじ めの認知件数」 のう ち 、「 解消している も の」 の割

合

 いじ め防止に向け、スク ールカ ウン セラ ーや弁護士等の

専門家を 交えて研修を 行っ ている 学校の割合

 １ 人１ 台端末を 活用し た児童生徒の不安や悩みを 早期

に把握する 相談窓口を 導入している 学校の割合
 望ま し い人間関係の構築に向けたソ ーシ ャ ルス キルト

レ ーニン グを 導入している学校の割合

 関係機関と 連携し たネッ ト の不適切な利用の未然防止

等に関する 防犯教室を 実施している 学校の割合

・ ICT を 利用したアセスメ ント ツ ールの活用によ る 児童生徒理解 

・ SNS など ICT を 活用した相談窓口の利用促進 

・ ネッ ト パト ロ ールによ る 早期発見、 早期対応

生徒指 導・ 学校 安全 課

関連する SDGs の目標

担当課 H P
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施策の柱２  学びの機会を 保障し質を 高める 環境の確立 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 学校において、 子ども 同士の良好な人間関係が構築さ れる と と も に、 子ど も と 教員と の信頼関係が構

築さ れ、 全ての子ども にと っ て安心感と 充実感が得ら れる 魅力ある 学校づく り を 推進します。  

 

○ 各学校において、 校長のリ ーダーシッ プの下、 教員がスク ールカ ウン セラ ーやスク ールソ ーシャ ルワ

ーカ ーと 連携し、 教育相談体制の充実を 図ると と も に、 不登校の子ども たち へ組織的・ 計画的に支援す

る 体制整備を 促進します。  

 

○ 不登校の子ども たち へのき め細かな支援を 行う ため、 アウト リ ーチ型支援*の実施を 含む不登校支援の

中核と なる 教育支援セン タ ー*の設置促進や、 学校と 教育委員会、 関係機関、 フ リ ースク ール等の関係団

体と の連携を 強化し、 子ども たち への多様で適切な教育機会の確保に努めます。  

 

○ 各学校において、 不登校や感染症の回避のために登校しない子ど も たち への支援のため、 １ 人１ 台端

末を 活用し、 オン ラ イ ン 授業等によ る 学習支援やカ ウン セリ ン グを 実施する などして、 ICT を 活用し た

適切な支援を 推進します。  

 

 

【 主な取組】  

○ 魅力ある よ り よ い学校づく り の推進 

 ・  自己存在感を 与え、 共感的な人間関係を 育成し、 自己決定の場を 与える 教育活動の充実 

 ・  いじ めや暴力行為への毅然と した対応、 教員の体罰等への厳正な指導の徹底 

 ・  学習内容を 確実に身に付け、 学ぶ意欲を 高める 指導方法や指導体制の一層の工夫改善 

・  子ども たち が主体的に取り 組む共同的な活動を 通して、 互いに活躍する 場面を 作る 「 絆づく り 」 の

推進 

 

○ 不登校の子ども を 支援する 体制の強化 

 ・  就学・ 進学に伴う 学校間での情報共有や進級に伴う 校内での引継ぎも 含め、 学校、 家庭、 関係機関

と の連携によ る 「 児童生徒理解・ 支援シート *」 の作成と 継続的な支援の推進 

・  予兆への対応を 含めた初期段階から の教育相談の実施等によ る 早期対応の徹底 

・  自己有用感や社会性を 高める ソ ーシャ ルスキルト レ ーニン グ*やピア・ サポート *、 アサーショ ン ト

レ ーニン グ*など 教育心理プロ グラ ムの推進 

・  学校へのスク ールカ ウン セラ ーやスク ールソ ーシャ ルワーカ ーの派遣の拡充 

・  「 子ども 相談支援セン タ ー」 での２ ４ 時間対応の電話・ メ ール相談、 SNS を 含む ICT を 活用し た相

談窓口の利用促進 

 

 

 不登校児童生徒への支援の充実施策項目 15
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○ 多様で適切な教育機会の確保 

 ・  市町村によ る 教育支援セン タ ーの設置促進及び学校と 教育支援セン タ ーの連携によ る 訪問支援など

の取組の拡充によ る 機能強化 

 ・  教育委員会・ 学校と フ リ ースク ール等の民間団体と の連携によ る き め細かい支援の推進 

 ・  不登校の子ど も たち への支援に向けた児童生徒理解の深化を 図る 教員研修の充実 

 

○ ICT を 活用し た適切な支援の推進 

 ・  学校と 家庭を 結んだオン ラ イ ン授業や、 ICT を 活用し た学習教材の提供など、 個に応じ た学習機会

の確保 

・  １ 人１ 台端末を 活用し、 教員やスク ールカ ウン セラ ーによ るオン ラ イ ン でのカ ウン セリ ン グなど、

個に応じ た教育相談機会の確保 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●アウト リ ーチ型支援 

学校と 教育支援セン タ ーの連携によ る訪問支援や学校と 家庭を 結んだオン ラ イ ン によ る 学習支援・ 相談対応など 、 支援が必要である にも 関わら ず手が届いていない

人に対し て積極的に働き かけるこ と 。  
●教育支援セン タ ー 
  不登校児童生徒の社会的自立に資する ため、 集団生活への適応、 情緒の安定、 基礎学力の補充、 基本的生活習慣の改善のための相談・ 指導を行う 施設。  
●児童生徒理解・ 支援シート  
  学級担任や養護教諭、 ス ク ールカ ウン セラ ー、 スク ールソ ーシ ャ ルワーカ ー等が連携し 情報を共有する と と も に、 児童生徒や保護者と の話し 合いを 通じ て一人一人

に応じ た支援策を 取り まと めたシート 。  
●ソ ーシャ ルスキルト レ ーニン グ 
　 　 友人関係を 円滑に進め、 維持し ていく ための能力（ ソ ーシャ ルスキル） を 高める ため、 児童生徒が仲間と の適切なやり と り を 学ぶ学習活動。  
●ピ ア・ サポート  
　 　 児童生徒の社会的スキルを 段階的に育て、 児童生徒同士が互いに支えあう 関係を 作るための活動。  
●アサーショ ン ト レ ーニン グ 
　 　 他者と の関わり を よ り 円滑にする 社会的行動の獲得を 目指す主張訓練活動。  

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 児童・ 生徒会活動を 通じ て、 人間関係や仲間作り を 促進

した活動を 実施している 学校の割合

 「 児童生徒理解・ 支援シート 」 を 作成し、 家庭、 関係機

関等と 連携し支援している 学校の割合

 教育支援セン タ ーやフ リ ースク ール等において相談・ 指

導や支援を 受けた児童生徒の割合

 不登校の子ども に対し、 オン ラ イ ン によ る 学習指導や教

育相談を 実施している 学校の割合

生 徒 指導・ 学校 安全課

・ SNS など ICT を 活用し た相談窓口の利用促進 

・ オン ラ イ ン 授業など ICT を 活用した学習機会の確保 

・ オン ラ イ ン カ ウン セリ ン グなど ICT を 活用した教育相談機会の確保

関連する SDGs の目標

担当課 H P
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施策の柱２  学びの機会を 保障し質を 高める 環境の確立 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 教員の資質能力の向上に向けて、 教員養成大学*を はじ めと する 関係機関と 連携して教員の養成・ 採

用・ 研修の一体的な改革を 進める と と も に、 広域分散型の本道において求めら れる 人事配置や研修の充 

実に取り 組みます。  

 

○ 教員の採用選考検査の方法や内容について、 不断に見直しを 行い、 強い使命感や社会性、 実践的指導 

力など、 教員育成指標*を 踏ま えた本道が求める 資質能力を 十分に備えた教員の採用に取り 組み、 安定  

的な学校体制の構築を 目指します。  

 

○ 社会の変化を 前向き に受け止め、 子ども 一人一人の学びを 最大限に引き 出す質の高い指導ができ る よ

う 、 教員を 目指す学生や教員が継続的に知識・ 技能を 習得でき るよ う にします。  

 

○ 時代の変化が大き く なる 中で、 社会のニーズに対応する ため、 多様な知識・ 経験を 持つ学校外の人材

と 連携した教育を 推進し、 教員の資質能力の向上を 図るこ と ができ るよ う にします。  

 

○ オン ラ イ ン を 活用した研修プロ グラ ムの一層の充実を 図る など研修の効率化と 質の向上を 図る と と も

に、 教員が主体的に学び続け、 資質能力の向上に取り 組むこ と ができ る よ う 研修環境の改善・ 充実に努

めます。  

 

【 主な取組】  

○ 教員養成大学等と 連携し た教員の養成・ 採用・ 研修の一体的な改革の推進 

・  教員養成大学や市町村教育委員会等と 連携した草の根教育実習システム*などの取組強化 

 ・  教員養成段階における 学生の資質能力の向上に向けた教員養成大学と の連携強化 

 

○ 意欲と 能力ある 学生の確保に向けた教職の魅力向上に関する 取組の充実 

 ・  教員ポータ ルサイ ト における 北海道内外の教員を 目指す学生・ 社会人に対する 情報発信 

 ・  高校段階から 教職への意識高揚のため、 明確な目的を もっ て教員養成大学を 志望でき る よ う に支援 

  する 教員養成セミ ナーや、 市町村教育委員会と 連携したイ ン タ ーン シッ プの推進 

 ・  教員養成大学の学生が教員を 目指さ ない理由などの実態を 踏まえた潜在的担い手の確保の実施 

 ・  ホームページや SNS 等を 活用した広報活動の充実 

 

○ 資質能力を 備える 教員の確保に向けた教員採用選考検査の工夫・ 改善 

 ・  よ り 受検しやすく なるための方法など、 本道の教員を 目指す道内外から の志願者の実態を 踏まえた

選考検査の工夫・ 改善 

・  電子申請によ る 応募や選考検査実施要領の簡素化、 ２ 次検査の受検地選択制など、 実施方法の工

夫・ 改善によ る 受検者の確保 

教員の養成・ 採用・ 研修の一体的な改革の推進      施策項目 16
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○ 地域特性を 踏まえた人事配置、 遠隔システム等を 活用し た教員研修の実施 

 ・  地域枠採用や広域人事の推進など、 地域間の教職員の年齢や経験の差などを 踏まえた教職員構成の

適正化に向けた教職員人事の促進 

・  全道、 全国の教員と 共に学び、 教員と しての視野を 広げ、 本道の教育課題の解決に即戦力と して携

わる 資質能力を 高める こ と ができ る 道内外教職大学院等への教員長期派遣の実施 

・  大学等と の連携によ る 、 多様な研修コ ン テン ツの提供等、 個別最適な学びに対応した研修の充実 

 ・  オン ライ ン ミ ーティ ン グや集合型の演習等によ る 、 教員同士の協働的な学びの促進 

 ・  教員育成指標に照ら して、 個人目標を 設定し研修受講の見通しを もつこ と ができ る 、 自己診断シー

ト 等の活用によ る 、 個別最適な研修を 選択し主体的に資質能力の向上に取り 組むこ と ができ る 仕組み

の構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●教員養成大学 
　 　 教育職員免許状の取得が卒業要件と なっ ている 大学。  
●教員育成指標 
　 　 教員一人一人の資質能力の向上を 目的に、 北海道における「 求める 教員像」 と と も に、 養成段階、 初任段階、 中堅段階、 ベテラ ン段階と キャ リ アステージに応じ て

身に付ける べき 資質能力を 明確化し たも の。  
●草の根教育実習システム 
  へき 地・ 小規模校における 教育実習やへき 地校体験実習など の多様な実習体験によ り 、 児童生徒と の触れ合いや地域と の交流を 通じ た教職のやり がいを醸成する 取

組。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 教員採用選考検査の受検倍率 

 個々の教員が校外の各教科等の教育に関する 研究会等

に定期的・ 継続的に参加している学校の割合

 教員が道教委の研修に参加し、 その成果を 教育活動に積

極的に反映している 学校の割合

・ 教職の魅力向上について、 ホームページや SNS 等を 活用した広報活動の取組 

・ 教員採用選考検査における 電子申請の導入 

・ 遠隔システム、 オン デマン ド 形式を 活用した教員研修の効率化

                          関連する SDGs の目標

担当課 H P
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施策の柱２  学びの機会を 保障し質を 高める 環境の確立                   

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 学校における 働き 方改革は、 各学校の教育目標の実現に向けて、 限ら れた人的・ 物的資源を 効果的に 

活用しながら 、 真に必要な教育活動に注力する ために行う 取組であり 、 学校運営（ マネジメ ント ） その 

も のである と いう 考え方の下、 各学校における 学校改革の取組を 支援します。  

 

○ 校長のリ ーダシッ プの下、 教員一人一人が、 ワーク ラ イ フ バラ ン ス*の視点を 持ち ながら 、 自ら の授業

を 磨き 、 人間性や創造性を 高め、 子ど も たち に対して効果的な教育活動を 実践します。  

 

 

 

 

○ 本来担う べき 業務に専念でき る 環境の整備 

 ・  学校における 働き 方改革の手引「 Road*」 の積極的な活用の促進 

 ・  学校における 情報化の推進に対応し、 校務の効率化や事務作業に要する 時間の減少を 図るため、 ク

ラ ウド サービ スやデジタ ル教材、 校務支援システムなど 、 ICT を 積極的に活用した教育活動や業務の

推進 

・  学校における 働き 方改革の趣旨が保護者や地域の方々に浸透する よ う 、 積極的な情報提供や広報活

動を 展開 

  

○ 部活動指導に関わる 負担の軽減 

 ・  生徒のけがの防止や心身のリ フ レ ッ シュ 、 教職員の過度な負担の抑止を 図る ため、「 北海道における

部活動の在り 方に関する 方針」 に基づく 部活動休養日の完全実施を 推進 

・  技術指導や安全管理を 交代で行う 「 複数顧問」 や、 教職員に代わっ て指導を 行う 「 部活動指導員」

の配置の推進と 効果的な活用 

・  国の部活動改革の方向性を 踏まえ、 休日の部活動を 段階的に地域の活動へと 移行する こ と を 目指す

実践研究の推進と その成果の普及 

 

○ 勤務時間を 意識し た働き 方の推進と 学校運営体制の充実 

 ・  教職員の在校等時間の客観的な計測・ 記録及び公表 

 ・  定時退勤日の実施や年次有給休暇の取得促進、 週休日の振替、 勤務時間のスラ イ ド 、 振替期間等の

特例の活用、 １ 月単位及び１ 年単位の変形労働時間制の適用等によ る ワーク ラ イ フ バラ ンスを 意識し

た働き 方の推進 

・  教職員が休養を 取り やすい環境を 整備する ため、 長期休業期間中における 「 学校閉庁日」 の設定を

推進 

  

 

 働き方改革の推進                  施策項目 17
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○ 教育委員会によ る 学校サポート 体制の充実 

 ・  教職員のスト レ スチェ ッ ク や産業医によ る 面接指導の実施など、 メ ン タ ルヘルス対策の推進 

 ・  調査の必要性や手法の妥当性を 考慮する など、 学校を 対象と する 調査業務の見直し・ 精選の推進 

 ・  学校が抱える 諸課題に対し法的な観点から 相談に応じ る スク ールロ イ ヤー（ 弁護士） の配置と 積極

的な利用の促進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 
 

 
 

●ワーク ラ イ フ バラ ン ス       
　 　 「 仕事（ ワーク ）」 と 育児や介護、 趣味や学習、 休養、 地域活動と いっ た「 生活（ ラ イ フ ）」 のバラ ン スが取れた状態。  
●働き 方改革手引「 Road」  
　 　 北海道教育委員会が、 働き 方改革を進めるためのプロ セスやポイ ン ト 、 業務改善を 実践し た学校の具体的な取組事例や手順等を取り まと めた手引。    

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 時間外在校等時間が１ か月 45 時間以内と なる 教育職員

の割合

 時間外在校等時間が１ 年間 360 時間以内と なる 教育職

員の割合（ 道立高校）

 市町村立学校の時間外在校等時間を 公表し て いる 市町

村の割合

・ 在校等時間の客観的な計測・ 記録と 公表      

・ ク ラ ウド サービスやデジタ ル教材を 活用した教育活動の充実 

・ 校務支援システム等を 活用し た業務の推進     

関連する SDGs の目標

担当課 H P
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施策の柱２  学びの機会を 保障し 質を 高める 環境の確立 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 経済的理由等によ り 就学の機会が損なわれる こ と がないよ う 、 支援を 必要と する 全ての児童生徒や保 

護者に対する 就学支援に関する 制度の活用を 推進し ます。  

 

○ 高齢の方や不登校経験者など、 様々な事情から 十分な義務教育を 受ける こ と のでき なかっ た方など、  

多様なニーズを 踏まえ、 それに応じ た学習機会の場の提供を 図り ます。  

 

○ 高校における 学び直し などの学習支援や、 教育相談の充実などによ る 中途退学の防止に向けた取組を  

推進すると と も に、 高校中退者に対し ては、 社会的自立に向けた途切れのない支援体制の充実が図ら れ 

る よ う 、 関係機関等と 連携し た取組を 進めます。  

 

○ ヤン グケアラ ー*や生理用品の入手に困難が生じ ている 児童生徒の実情に応じ た相談機会を 確保する  

こ と や、 学校においてヤン グケアラ ー等への早期発見・ 早期対応でき る 体制を 構築でき る よ う 、 教職員 

への研修の充実に努める と と も に、 スク ールカ ウン セラ ー*やスク ールソ ーシャ ルワーカ ー*の派遣を 通 

じ て、 地域において、 学校と 福祉、 介護、 医療等の関係機関が連携し たき め細かな支援体制の充実を 図 

り ます。  

 

 

【 主な取組】  

○ 就学に係る 経済的支援の推進 

 ・  市町村が実施し ている 要保護者及び準要保護者に対する 就学援助制度を はじ め、 高校生に対する就

学支援金や奨学給付金制度、 特別支援学校等への就学者に対する 就学奨励制度等の活用を 推進 

 ・  各種支援制度の保護者向け啓発資料作成や道教委 w eb ページ、 広報媒体を 活用し た保護者等への  

制度周知の強化 

 ・  就学援助制度の適切な実施と 保護者に対する わかり やすい制度周知や簡便な申請方法の実施など更

なる 制度活用に向けた市町村教育委員会への働き かけの徹底 

 ・  ICT を 活用し 、 支給事務担当者を 対象と し た研修会の開催や質疑応答集の作成等による 制度の適正

な運用の指導 

 

○ 学びの機会の保障 

 ・  学識経験者や関係団体等で構成する 「 夜間中学等に関する 協議会」 において、 教育機会の提供の在 

り 方について検討・ 協議 

・  市町村と 連携し 、 地域の実情を 踏まえた学習ニーズの把握やニーズに応じ た学習機会の提供に向け 

た取組の推進 

 ・  札幌市立の夜間中学校における 開校までの取組や開校後の教育活動を 通し て得ら れた成果や、 通学

し ている生徒の声などを 収集し 、 教育機会確保に関する 認知度の向上のための情報発信 

・  海外から 帰国し た児童生徒や外国人の児童生徒への適切な指導に向け、 教員を 対象と し た研修や優

れた事例の提供など、 市町村教育委員会や学校の取組の支援 

 

 学びのセーフ ティ ネッ ト の構築施策項目 18
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○ 高校中退者の社会的自立に向けた途切れのない支援体制の充実 

 ・  高校における 個に応じ た学習指導やスク ールカ ウン セラ ーの派遣等によ る 教育相談の充実 

 ・  中途退学者等に高等学校卒業程度の学力を 身に付ける ための学習相談や学習支援等の取組の充実 

 ・  地域若者サポート ステーショ ン*などの関係団体と 連携し た就労や経済的自立の支援 

 

○ ヤン グケアラ ー等の児童生徒の状況に応じ た支援体制の充実 

・  道教委の電話・ メ ール、 SNS 相談事業において、 相談を 受け付けている こ と などについての周知 

・  学級担任・ 養護教諭などの学校職員やスク ールカ ウンセラ ーによ る 日常的な相談体制の充実 

 ・  スク ールソ ーシャ ルワーカ ーの派遣を 拡充する と と も に生活支援や福祉制度につなぐ 支援の実施 

・  支援について理解の深化を 図る教員研修の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●ヤン グケアラ ー 
  高齢、 障がい又は疾病等によ り 援助を 必要と する 親族等の身近な人に対し 、 無償で介護、 看護、 日常生活上の世話その他の援助を 提供する 18 歳未満の者。  
●スク ールカ ウン セラ ー 
  児童生徒、 保護者、 教職員に対し 、 カ ウン セリ ン グやアセスメ ント （ 見立て）、 コ ン サルテ ーショ ン（ 専門家による 助言。 援助を 含めた検討） を 行う 心理の専門家。 
●スク ールソ ーシャ ルワーカ ー 
  児童生徒のニーズを 把握し 、 個人に働き かけるだけでなく 、 学校組織などの仕組みにも 働き かけ、 家庭の生活環境等や、 個人と 環境と の関係性にも 働き かける 社会

福祉の専門家。  
●地域若者サポート ステーショ ン  
  厚生労働省が委託し 、 進路が決ま ら ないまま学校を中退し た若者や進路未決定卒業者等も 対象に、 コ ミ ュ ニケーショ ン訓練や協力企業への就労体験などの若者の就

労に向けた支援を 行う 機関。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 新入学児童生徒学用品費等の入学前支給制度を 導入す

る 市町村の割合

 道内公立高校の中途退学者のう ち 、「 学校生活・ 学業不

適応」 を 理由と するも のの割合

 ヤン グケア ラ ーに関する 教員研修を 受講し た学校の割

合

生徒指導・ 学校 安全課

担当課 H P

主な担当課 HP

・ 道教委 w eb ページ、 広報媒体を 活用し た保護者等への制度周知の強化 

・ ICT を 活用し 、 支給事務担当者を 対象と し た研修会の開催や質疑応答集の作成 

等によ る 制度の適正な運用の指導

関連する SDGs の目標
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施策の柱３  地域と 歩む持続可能な教育の実現 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 行政と 学校、 地域住民、 企業等が連携し、 子ども たち が主体的に学び、 その成果を 発信する 場を 充実 

さ せる こ と によ り 、 地域の課題解決や地方創生の実現にする 取組を 推進します。  

 

○ 学校と 地域を つなぐ コ ーディ ネータ ーの発掘・ 育成を 推進する こ と によ り 、 地域創生に向け地域と 学 

校が育むべき 子ども の資質や学校の取組・ 課題を 共有する 体制づく り を 行う など、 「 学校を 核と した地  

域づく り 」 を 通し、 未来を 担う 子ども たち の豊かな成長を 支える 地域社会の実現を 目指し ます。  

 

○ 人口減少など社会の変化や生徒の多様な学習ニーズに対応しつつ、 地域と 連携・ 協働し た魅力ある 高 

校づく り を 推進し、 地域に愛着と 誇り を も っ てふるさ と の発展に貢献していく 人材を 育みます。  

 

 

【 主な取組】  

○ 学校や行政と 連携し た主体的に地域に関わる 児童･生徒の育成 

 ・  学校と 行政が連携した業種・ 地域・ 世代を 超えたネッ ト ワーク づく り 等、 児童生徒の育成を 支える

体制づく り の促進 

 ・  地域や学校に向けた地域の課題解決や地域創生に係る 学習成果の情報提供及び情報交換の場の提供 

 ・  地域社会や学校外の関係機関等と の連携による 総合的な学習の時間等を 活用した学習活動の充実 

 ・  地域の人材など外部人材を 活用した効果的な授業や教材の開発 

 ・  地域課題探究型の学習活動*の推進 

 

○ 学校と 地域を つなぐ 人材の配置・ 育成の推進 

 ・  地域学校協働活動推進員等*の活動事例の収集・ 提供を 強化し、 市町村における 配置を 促進 

 ・  学校や地域の実情に応じ た教職員と 地域学校協働活動推進員等を 対象と する 研修機会の拡充 

 

○ 地域と と も にある 学校づく り のための推進体制の構築 

 ・  コ ミ ュ ニティ ・ スク ール*と 地域学校協働本部*の一体的推進の支援 

 ・  学校運営協議会の会議運営や学校・ 地域の教育活動の推進への支援 

 ・  学校支援の取組、 放課後の子ども の居場所づく り など地域学校協働活動の支援 

 

○ 多様な学習ニーズに対応し た高校づく り の推進 

・  地域の自然環境や人材などの教育資源を 活用した特色ある 教育の充実 

・  社会の変化や生徒の多様な学習ニーズに対応した多様なタ イ プ の高校づく り の推進 

・  小規模校化した学校の生徒の興味・ 関心や進路希望等に対応する ための遠隔授業を 活用した教育課

程の充実 

・  「 こ れから の高校づく り に関する 指針*」 に基づく 地域の実情等を 考慮した適切な高校配置

 地域と 学校の連携・ 協働の推進施策項目 19
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【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●地域課題探究型の学習活動 
　 　 地域の住民と 生徒が地域の課題に向き 合い， 多様な経験や技術を も つ地域の人材・ 企業等の協力を 得ながら ， 課題解決に向けて協働する学習活動。  
●地域学校協働活動推進員等 
　 　 地域学校協働活動の円滑かつ効果的な実施を 図る ための地域住民等と 学校と の間の情報共有のほか、 活動のコ ーディ ネート 等を 行う 社会教育法に定めら れた「 地域

学校協働活動推進員」 と 道立高校の推進校や市町村立の学校において、 所在する地域で同様の活動に取り 組む「 地域コ ーディ ネータ ー」 を指す。  
●コ ミ ュ ニティ ・ スク ール（ 学校運営協議会制度）  

地方教育行政の組織及び運営に関する 法律に基づき 、 教育委員会が任命し た保護者や地域住民等によ り 構成さ れる 「 学校運営協議会」 を設置し て いる 学校を指し 、 
一定の権限と 責任を 持っ て学校運営の基本方針を 承認し たり 、 教育活動について意見を述べる こ と のでき る 制度。  

●地域学校協働本部 
多く の幅広い層の地域住民、 団体等が参画し 、 緩やかなネッ ト ワーク を形成するこ と によ り 、 地域学校協働活動を 推進する体制であり 、 ①コ ーディ ネート 機能、 ②

よ り 多く の地域住民等の参画によ る 多様な地域学校活動の実施、 ③地域学校活動の継続的・ 安定的実施、 の３ つの要素を 必須と する こ と が重要と さ れている 。  
●こ れから の高校づく り に関する 指針 

北海道教育委員会が、 高校を 取り 巻く 環境の変化に対応し 、 未来を 担う 人材を 育む教育機能の維持向上を 図るため、 こ れから の高校づく り に当たっ ての基本的な考

え方と 具体的な施策を示し た指針。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 学校運営協議会を 設置している 学校（ コ ミ ュ ニティ スク

ール） の割合

 地域学校協働活動推進員等が学校運営協議会に参画し

ている 学校の割合

 地域学校協働活動推進員等を 対象と し た研修の参加者

数

 遠隔授業で実施した教科・ 科目について学びに対する 興

味・ 関心を 高めるこ と ができ たと 感じ た生徒の割合

・ 学校・ 地域の教育活動に関する オン ラ イ ン上の資料の充実 

・ オン ラ イ ン でも 参加でき る研修会の実施促進 

・ 遠隔授業による 長期休業期間中の進学講習の実施 

担当課 H P

関連する SDGs の目標
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施策の柱３  地域と 歩む持続可能な教育の実現 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 道民が、 生涯を 通じ て活躍する こ と ができ る よう 、 必要な時に必要な知識・ 技能を 身に付け成長し 、

他者と 協働しながら 様々な社会的変化を 乗り 越え、 自ら の可能性を 最大限に伸長する こ と のでき る 学習

機会の充実に資する 取組を 支援する と と も に、 多様な人々が主体的に参画でき る 包摂的な社会の実現を

目指すこ と によ り 、 潜在能力を 発揮でき る環境整備を 推進しま す。  

 

○ 社会教育の推進に向けた取組への援助や、地域に必要な生涯学習の機会創出を 手がける 社会教育主事*、

社会教育士*などの人材の育成に努める と と も に、 知事部局や NPO、 大学、 企業等の多様な主体と の連

携・ 協働によ り 、 地域創生の実現に向けた社会教育の振興を 推進します。  

 

○ 子ども の豊かな人間性を 育むため、 学校や家庭、 地域において、 地域の特色を 生かした多様な体験活動

を 意図的・ 計画的に創出します。  

 

【 主な取組】  

○ 生涯にわたる 学習活動の推進 

 ・  道民カ レ ッ ジ*はも と よ り 、 社会人の学び直しや多様な背景を 持つ人々のニーズに応じ た学習機会の 

提供 

 ・  住民個々のキャ リ ア形成に応じ て、 学んだ成果を 地域や社会で活かす仕組みづく り の支援 

 ・  オン ラ イン によ る 効果的な学習や活動の方法についての調査研究及び普及啓発 

 

○ 社会的包摂の実現につながる 取組の推進 

 ・  関係機関と の連携によ る 障がい者の学びのニーズや特性に応じ た学びの機会の確保及び取組の支援  

 

○ 学びの活動を コ ーディ ネート する 社会教育主事などの人材育成 

 ・  社会教育主事及び社会教育士を 養成する 社会教育主事講習の広域的な展開や資質・ 能力の向上を 図

る 現職研修の充実 

 ・  行政職員や教職員、 民間事業者等を 対象と した社会教育に関する 研修機会の充実 

 

○ 多様な主体と の連携・ 協働によ る地域の教育力の向上 

 ・  社会教育関係団体の活動、 人材育成、 組織マネジメ ン ト 、 方向性等に対する 指導・ 助言の充実 

・  公民館等の社会教育施設を 拠点と した地域活性化や地域創生に向けた取組の支援 

 ・  ICT 等の新しい技術を 活用した学習活動の推進 

 

○ 地域の特色を 生かし た多様な体験活動の推進 

 ・  道立青少年体験活動支援施設ネイ パルを 核と して地域の教育資源を 活かし た多様な体験活動の推進 

 ・  ホームページや SNS 等を 活用した体験活動の普及啓発の強化 

 生涯学習・ 社会教育の振興               施策項目 20



- 71 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 
 
 
 
 
●社会教育主事 
　 　 社会教育を 行う 者に専門的技術的な助言と 指導を 与え る社会教育法第９ 条の２ に基づき 都道府県及び市町村の教育委員会に配置さ れている 専門的教育職員。  
●社会教育士 
　 　 大学における 社会教育に関する必要科目の単位を 修得、 又は文部科学省の社会教育主事講習を 修了し た者に付与さ れる 称号。  
●道民カ レ ッ ジ 
　 　 道民が自ら の意思によ っ て学び、 自立し た北海道の創造に寄与する 人材を 育成する こ と を 目的と し た生涯学習の学びの場。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 生涯学習の成果を 活用している 住民の割合 

 社会教育主事を 配置している 市町村の割合 

 障がい者の学習機会に関する 実態把握を し ている 市町村の割

合

 道立青少年体験活動支援施設の利用者数 

 家庭教育サポート 企業が教育委員会等と 連携し て家庭教育支

援(子育て環境づく り 等） を 行う 市町村の割合

 

 公立図書館の来館者数 

関連する SDGs の目標

・ オン ラ インによ る効果的な学習や活動の方法の調査研究及び普及啓発 

・ ホームページや SNS 等を 活用した体験活動の普及啓発の強化 

・ オン デマン ド によ る 時間や場所を 限定しない研修会の実施強化

  【 家庭教育支援の推進】  

○関係機関と の緊密な連携により 、保護者等に対して家庭教育に関する多様な学習プログラムや学習機会の提供を行う

と と も に、 企業等と 連携し、 地域ぐるみで全ての教育の出発点である家庭の教育力の向上を図るこ と で、 望ましい生

活習慣や学習習慣を身に付けら れるよう 取組を推進します。  

・ 家庭教育支援者同士のネッ ト ワーク づく り の支援      ・ 家庭教育サポート 企業等制度の推進 

・ 市町村における家庭教育支援チーム設置に向けた支援の推進 

 

  【 読書活動の推進】  

○北海道子ども 読書活動推進計画を踏まえ、 幼児から の発達段階に応じ た読書習慣の確立に努めると と も に、 市町村

立図書館や学校図書館における読書環境の充実を図る取組を進めます。  

・ 幼児期から の読書習慣確立に向けた取組の強化 

・ 地域の住民や児童・ 生徒が利用しやすい図書館と なるための運営支援の強化 

・ 市町村立図書館や学校図書館に多く の地域住民が関わるこ と のできる体制の充実

Topi cs

担当課 H P

主な担当課 HP

Topi cs
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施策の柱３  地域と 歩む持続可能な教育の実現 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 児童生徒等が災害や事故、 犯罪等から 身を 守るこ と ができ る よ う 、 自ら 危険を 予測し て回避する ため

の知識や行動を 身に付ける など危機対応能力、 規範意識、 社会貢献でき る 態度を 育成する ため、 学校や

家庭、 地域、 関係機関と 連携したよ り 効果的な防災教育、 交通安全教育、 防犯教育の充実を 図り ます。  

 

○ 児童生徒等が安心して学校生活を 送れる よう 、 学校・ 教育委員会が、 警察、 消防、 市町村の防災担当 

部局等の関係機関と 連携し、 「 危機管理マニュ アル」 等に基づいた校内や登下校時の安全確保に向けた  

取組を 促進します。  

 

○ 道内において地震等によ る 大規模災害が発生し、 学校が被災した時に備え、 被災した学校が早期に再

開が可能になる よ う 、 支援活動等に進んで協力する体制の構築と 支援に努めます。  

 

○ 地震によ る 人的・ 物的損害の発生防止のため、 学校施設の耐震化や長寿命化改修によ る 老朽化対策の

ほか、 地域の避難所と して全ての方が安心して利用でき る よ う バリ アフ リ ー化等を 促進し ます。  

 

【 主な取組】  

○ 体験を 重視し た効果的な交通安全教育と 防犯教育の推進 

 ・  幼児期から の発達段階に応じ た交通ルールや自転車の乗車等安全に関する知識・ 技能を 身に付けさ

せる ための体験型交通安全教育の実施 

・  性被害対策を 含めた不審者対応訓練など 、 警察や関係団体等と 連携した防犯教室・ 防犯訓練の実施 

 

○ 家庭や地域と と も に学ぶ体験的な防災教育の推進 

 ・  学校（ 幼児教育施設含む） において、 家庭や地域、 防災関係機関と の連携によ る避難所設営体験や

非常食調理など の体験活動を 核と する 「 一日防災学校*」 の拡充 

・  児童生徒が主体的に防災・ 減災について考える 活動を 通して防災意識の向上や学校、 家庭、 地域へ

の啓発活動を 行う 「 防災サミ ッ ト *」 などの取組の推進 

 

○ 安全確保や災害対応体制の確立 

 ・  学校施設・ 設備の安全点検や対策の強化、「 学校安全計画」、「 危機管理マニュ アル」 の新たな危機へ

の対応と PDCA サイ ク ルによ るこ れまでの取組の見直し を 通じ た安全体制の構築 

 ・  学校・ 市町村教育委員会と 道路管理者、 地元警察署等によ る 合同点検の実施など「 通学路交通安全

プロ グラ ム*」 等に基づく 効果的な取組の推進 

 

 

 

 

 安全・ 安心な教育環境の構築施策項目 21
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○ 被災地域の学校への支援に向けた体制の構築 

 ・  学校に避難所が開設さ れた時の運営方法に関する 教員研修の充実 

・  学校が被災した際の早期学校再開に関する 教員研修の充実 

 ・  被災した児童生徒の心のケアに関する 教員研修の充実 

 ・  研修を 通じ た人材育成によ る 被災地域の学校への支援体制の構築 

 

○ 公立学校施設の長寿命化や耐震化等の促進 

 ・  学校施設の長寿命化、 耐震化、 バリ アフ リ ー化等の促進に向けた市町村への情報提供、 要請 

 ・  国に対して、 支援の充実と 地方負担を 軽減する 財源措置について要望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

  
 
 
 
 
●一日防災学校 
  道教委、 道、 市町村防災担当部局、 消防等の関係機関と の連携によ り 、 学校において体験型やロ ールプレ イ 型の指導方法によ り 実施する防災に関する 授業。  
●防災サミ ッ ト  
  「 自ら の命を 守り 抜く ために」「 地域防災力の向上のために」「 防災意識を 高める ために」 を 柱と し て、 防災・ 減災について考え、 意識を高める取組。  
●通学路交通安全プロ グラム 
  各市町村が通学路の安全確保を図るため、 警察・ 教育委員会・ 学校・ 道路管理者など 関係機関が連携し た定期的な通学路の点検や安全確保対策を 取り まと めたも の。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 防犯教室及び防犯訓練の両方を 実施し て いる 学校の割

合

 児童生徒が主体的に安全対策について話しあう 機会を設定するなど

自ら が積極的に学ぶ交通安全教育を行っ ている学校の割合

 地震に加え、地域の実態を 踏まえた風水害等の自然災害

に応じ た、 避難（ 防災） 訓練を 実施し ている 学校の割合

 地域と 連携し た「 １ 日防災学校」 を 実施している 市町村

の割合（ 札幌市を 除く ）

 公立小・ 中学校の耐震化率 

・ オン ラ イ ン を 活用し た安全教育や防災教育の推進 

・ オン ラ イ ン システムを 活用した被災地域の学校に支援に向けた研修の充実 

・「 通学路交通安全プロ グラ ム」 等安全確保の取組の w eb ページへの掲載

生徒 指導 ・ 学校 安全課

関連する SDGs の目標

担当課 H P
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施策の柱３  地域と 歩む持続可能な教育の実現 

 

 

 

 

【 施策の方向性】  

○ 道内の美術館等が文化発信・ 交流の拠点と し てネッ ト ワーク でつながり 、 多様な鑑賞機会の拡充や教 

育普及活動の充実により 、 子ど も たち の芸術に対する 感性や郷土の歴史・ 文化に対する理解の深化、 全 

ての道民が生涯を 通じ て、 身近で気軽に芸術文化活動を 楽し める環境づく り に取り 組みます。  

   

○ 世界文化遺産の構成・ 関連遺産を はじ めと する 地域の特色を 示す文化財について、 将来に向けた保存 

や教育的活用はも と より 、 北海道固有の歴史・ 文化の特色と その価値が国内外に発信さ れ、 地域振興や 

観光資源など と し て活かさ れる よ う 、 知事部局と 連携し ながら 取り 組みます。  

 

 

  

【 主な取組】  

○ 芸術文化に身近に接する 機会の充実 

 ・  道立美術館等の所蔵品の活用や道内外の様々な美術館と の連携によ る 魅力ある 展覧会の開催 

・  道内の公立・ 私立美術館等と 連携・ 協力し 、「 アート ギャ ラ リ ー北海道*」 などの取組を 通じ た、 美

術館機能の充実と 地域の賑わいを 創出 

 ・  時間や居住地にと ら われる こ と なく 、 興味・ 関心に応じ た鑑賞や検索ができ る よう 、 所蔵品データ  

  ベースや作品鑑賞のオン ラ イ ン ・ プログラ ムなどによ る 情報発信の充実 

 

○ 学校の教育活動への支援の充実 

 ・  所蔵品データ ベースなど学校の教育活動に活用でき る 情報の発信のほか、 道立美術館等の所蔵品を

活用し た鑑賞機会の拡充や鑑賞学習支援ツ ールの提供など教育機能の充実 

・  巡回小劇場の実施など 学校等への舞台や芸術鑑賞を 提供する機会の充実 

・  中学校・ 高校における 文化部活動の充実などを 図る ため、 部活動指導員を 派遣 

 

○ 次代につなぐ 文化財保護の推進 

 ・  道民共有の財産である 文化財を 引き 継ぐ ため、 指定文化財の現状把握・ 適切な管理や、 未指定文化

財の調査・ 指定等を 推進 

 ・  市町村や関係団体と 連携し 、 文化財保護強調月間*に「 見る 」 「 学ぶ」 「 体験でき る 」 取組の情報等  

を 発信する こ と で、 文化財に親し む環境づく り の促進や地域における 保存・ 伝承に向けた気運を 醸成 

 

○ 世界文化遺産に対する理解の促進 

 ・  「 北海道・ 北東北の縄文遺跡群*」 など世界遺産について、 子ども たち の理解が深まるよ う 、 学習 

教材の提供や教員研修の整備など 、 学校の教育活動を 支援 

・  世界文化遺産の保存・ 活用に対する 道民の理解形成と 意識高揚を 図る ための普及啓発の推進 

 

 芸術文化活動の推進施策項目 22
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○ アイ ヌ 民俗文化財の保存・ 伝承活動の推進 

 ・  将来にわたり 、 道民がアイ ヌ の人たちの歴史や文化について理解を 深めら れる よ う 、 民俗技術の調査

や伝統的な風俗慣習・ 民俗芸能の講座の実施など 保存・ 伝承活動を 推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 推進指標】  

 

 
 
 
●アート ギャ ラ リ ー北海道 

北海道の美術館等がネッ ト ワーク でつながり 、 双方向でアート を紹介・ 発信すると と も に、 若手作家と の活動の場や機会の提供など美術館の機能を 充実さ せる こ と  
によ っ て、「 美術館を 行き 交う 人々があふれ、 北海道全体がアート の舞台と なる 」 こ と を 目指す取組。  

●北海道文化財保護協調月間 
  北海道教育委員会が、 道内の貴重な文化財を 守り 伝え るために、 毎年 10 月８ 日から 11 月７ 日を 「 北海道文化財保護強調月間」 と 定めた期間。  
●北海道・ 北東北の縄文遺跡群 

2021 年７ 月、 ユネスコ の世界文化遺産と し て登録さ れた北海道及び青森・ 岩手・ 秋田県に所在する 17 か所の縄文遺跡群（ う ち 道内に６ か所）。

 指標＜例示＞ 現状値 目標値

 学校教育活動と し て美術館・ 博物館を 活用し た学校数 

 各美術館・ 博物館のホームページ等の閲覧者数 

 指定文化財所在市町村で 北海道文化財保護協調月間に

「 文化財を 活用し た事業」 を 実施し ている 市町村の割合

 「 北海道・ 北東北の縄文遺跡群」 など地域の文化財を 活

用し た教育活動を 実施し た学校数

・ 所蔵する 美術品のデータ ベースの公開と 美術作品のオンラ イ ン 鑑賞 

・「 北海道・ 北東北の縄文遺跡群」 等についてオン ラ イ ン上で学ぶこ と がで  

き る 学習教材の整備

担当課 H P

主な担当課 HP

関連する SDGs の目標
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11 月１ 日は『 北海道教育の日』  

～道民がみんなで育てる未来の宝～ 

■「 北海道教育の日」 と は 

家庭、 学校、 地域社会及び行政などが一体と な っ て教育に関する 理解と 関心を 高める ための様々 

な取組を 展開する こ と によ っ て、 道民の皆さ んが子ども たち に対する 教育について考え、 語り あい、

行動する き っ かけと し て いただく 日です。  

■「 北海道教育の日」 の制定 

　 教育関係団体を 中心に民間 35 団体によ り 組織さ れた「 北海道教育の日」 制定推進協議会が、  

2006(平成 18)年 11 月１ 日に「 北海道教育の日」 制定大会を 開催し 、 毎年 11 月１ 日を「 北海道教育 

の日」 と し て制定宣言し まし た。  

　 　 その後、「 北海道教育の日」 を 道民運動と し て地域に定着し た取組と する ため、 新たに道民運動推

進協議会が設立さ れまし た。  

■「 北海道教育の日」 と 連動し た取組 

「 北海道教育の日」 の趣旨に適合する 取組を 協賛事業と し て位置付けて、 毎年、 10～11 月を「 北海道

教育の日協賛月間」 と し て、 「 北海道教育の日」 関連行事を 集中的に取り 組んでいます。  

［ 北海道教育の日に関する HP］  

https://www .dokyoi.pref.hokkaido.lg .jp/hk/ksk/seisaku/kyouikunohitoha.htm l

 

 

今日の教育には、 子ども たち に、 時代の大き な変化の中にあっ ても 、 自ら 直面する 困難に立ち 向

かい、 乗り 越えていこ う と する 力を 育てていく こ と が求めら れており ま す。  

　 一方、 子ども たち の学力低下への懸念、 道徳心や規範意識、 公共心の希薄さ 、 家庭や地域社会の

教育力の低下などが指摘さ れています。  

　 も と よ り 、 教育は、 人格の完成を 目指すと と も に、 社会の形成者を 育成する使命を 持ち 、 まさ

に、 社会の存続基盤を なすも のであり ます。  

　 北海道の未来を 託す子ども たち が、 明る く 生き 生き と 毎日を 過ごし 、 将来に向かっ て夢や目標の

実現に向けて、 自己を 高めながら 成長し ていく こ と は、 私たち の願いであり 、 その環境を 整えてい

く こ と は、 私たち の責務です。  

　 すべての道民が、 教育についての理解と 関心を 高め、 家庭、 学校、 地域がそれぞれの役割を 担

い、 『 北海道の子ども たちは、 道民の手で育んでいく 』 と いう 思いを も っ て、 語り 合い、 行動する

契機と なる 日と し て、 毎年１ １ 月１ 日を 『 北海道教育の日』 と する こ と を 、 本日、 こ こ に宣言し ま

す。   

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　 　 平成 18 年 11 月１ 日  「 北海道教育の日」 制定推進協議会 

制 定 宣 言



 

「 北海道教育委員会ロゴマーク 」  

 北海道教育委員会を 国内外に広く Ｐ Ｒ すると と も に、 北海道教育委員会におけ

る グローバル人材育成に向けた取組のよ り 一層の推進を 図るためのシン ボルと し

て、 北海道、 北海道教育委員会及び子ど も たち を象徴的に表現する ロ ゴマーク を

2021(令和３ )年１ 月に制定し 、 北海道教育委員会の事務・ 事業や広報活動等にお

いて広く 使用し ています。  

（ シン ボルマーク について）  

北海道の形状を 抽象化し 、 三角形で構成さ れた３ つの集合体によ り 、 左から 順

に「 山」、「 大地」、「 島々」 を 表し て います。  

 「 大地」 の中心から 各方向に伸びる白線は、 世界に向けて開かれた北海道や、

北海道教育委員会と し て子ど も たち に身に付けてほし いと 願う 「 ふる さ と を 想

い、 グロ ーバルな視野で共に生き る 力」 を象徴する と と も に、 雪の結晶（ 六花）

を 想起さ せ、 北海道のイ メ ージと し て親し みのある 雪や氷を表現し ている 。 さ ら

に、 右上の「 島々」 も 、 空から 降る 雪の結晶を 連想さ せる よう 配置し ています。  

 また、 幾何学模様によ り 「 真摯さ 」 や「 堅実さ 」 をイ メ ージさ せる 一方、 ４ つ

の色彩により 、 全体に温かく 優し い印象を持たせている 。 色彩はそれぞれ、 紺色

が教育委員会の「 誠実さ 」 や「 知的さ 」 を、 緑色が北海道の「 雄大な山々・ 森

林」 や「 癒し を 与える 優し さ 」 を、 水色が「 澄んだ空・ 海・ 川」 や「 爽やかさ 」

を 、 黄色が子ども たち の持つ「 明る さ 」 や「 親し みやすさ 」、「 好奇心」 を 象徴し

ています。  

 



令和５年度 絵で見る 社会教育事業（主要事業）①

生涯学習課

江別市の酪農の歴史と産業を広く発信する施設であ
る旧町村農場を、今後長期的に市民に親しまれ多くの
人に利用される施設とするための改修を行います。

◆ 旧町村農場改修工事

旧町村農場
保存活用推進事業

旧町村農場
保存活用推進事業 千円千円201,991201,991

江別市の酪農の歴史と産業を広く発信する施設であ
る旧町村農場を、今後長期的に市民に親しまれ多くの
人に利用される施設とするための改修を行います。

◆ 旧町村農場改修工事

旧町村農場
保存活用推進事業 千円201,991

拡大

旧町村農場

主体的かつ創造性豊かな芸術文化活動の活性化を図るた
め、江別市独自の創造型芸術文化活動を実施します。

◆ まちかどコンサート開催
◆ まちなかアート月間開催
◆ 市民ミュージカル開催準備

市民芸術祭開催支援事業市民芸術祭開催支援事業
千円千円1,4001,400

主体的かつ創造性豊かな芸術文化活動の活性化を図るた
め、江別市独自の創造型芸術文化活動を実施します。

◆ まちかどコンサート開催
◆ まちなかアート月間開催
◆ 市民ミュージカル開催準備

市民芸術祭開催支援事業
千円1,400

北海道林木育種場旧庁舎

市内のボランティア団体と協働し、家庭や学校などの
日常の生活から離れ、自然豊かな環境の中で子どもたち
だけの状況で自然体験活動を行う「青少年キャンプ村」
を1泊2日の日程で実施します。

◆ 開催日数 ５日

青少年キャンプ村事業青少年キャンプ村事業
千円千円784784

市内のボランティア団体と協働し、家庭や学校などの
日常の生活から離れ、自然豊かな環境の中で子どもたち
だけの状況で自然体験活動を行う「青少年キャンプ村」
を1泊2日の日程で実施します。

◆ 開催日数 ５日

青少年キャンプ村事業
千円784

まちかどコンサート

民間利活用の始まった北海道林木育種場旧庁舎を、新
たな市民・学生の交流の拠点として活用してもらうため
各種イベントを開催します。

◆ 建物歴史セミナー
◆ 市内大学活用セミナー

北海道林木育種場旧庁舎
保存利活用推進事業

北海道林木育種場旧庁舎
保存利活用推進事業 千円千円430430

民間利活用の始まった北海道林木育種場旧庁舎を、新
たな市民・学生の交流の拠点として活用してもらうため
各種イベントを開催します。

◆ 建物歴史セミナー
◆ 市内大学活用セミナー

北海道林木育種場旧庁舎
保存利活用推進事業 千円430

高知県土佐市との友好都市提携４５周年を記念した交
流事業を実施します。

◆ 相互訪問による交流
◆ 記念品の交換

友好都市提携45周年記念事業友好都市提携45周年記念事業
千円千円3,6083,608

高知県土佐市との友好都市提携４５周年を記念した交
流事業を実施します。

◆ 相互訪問による交流
◆ 記念品の交換

友好都市提携45周年記念事業
千円3,608

資料８



令和５年度 絵で見る 社会教育事業（主要事業）②

スポーツ課

安全かつ快適に市民がスポーツに親しむことのでき
る環境を持続的に提供するため、体育施設を改修しま
す。

◆ 市民体育館給水設備改修
◆ 市民体育館柔剣道室床改修

市民体育館改修整備事業市民体育館改修整備事業

千円千円12,60012,600

安全かつ快適に市民がスポーツに親しむことのでき
る環境を持続的に提供するため、体育施設を改修しま
す。

◆ 市民体育館給水設備改修
◆ 市民体育館柔剣道室床改修

市民体育館改修整備事業

千円12,600

令和５年度全国高校総体北海道大会開催に合わせて、
江別市のスポーツ振興につながるよう、市内開催競技
の実施に向けた準備と円滑な大会運営を行います。

◆ 令和５年度全国高校総体北海道大会
（江別市開催競技）
・競泳
・ホッケー

高校総体北海道大会開催事業高校総体北海道大会開催事業
千円千円34,23834,238

令和５年度全国高校総体北海道大会開催に合わせて、
江別市のスポーツ振興につながるよう、市内開催競技
の実施に向けた準備と円滑な大会運営を行います。

◆ 令和５年度全国高校総体北海道大会
（江別市開催競技）
・競泳
・ホッケー

高校総体北海道大会開催事業
千円34,238

市民体育館柔剣道室

全国高校総体2022（四国開催）

初心者向けパソコン教室や、市民ボランティアの協力
のもと、パソコン講習会やインターネット体験を実施し
ます。

◆ パソコン教室や講習会の開催
◆ インターネット体験の実施
◆ パソコン関連の消耗品購入

情報図書館コンピュータ学習室事業情報図書館コンピュータ学習室事業

千円千円９９４９９４
初心者向けパソコン教室や、市民ボランティアの協力

のもと、パソコン講習会やインターネット体験を実施し
ます。

◆ パソコン教室や講習会の開催
◆ インターネット体験の実施
◆ パソコン関連の消耗品購入

情報図書館コンピュータ学習室事業

千円９９４

パソコン教室

学校図書館の環境整備や教育活動の支援のために学校
図書館を巡回する司書、支援する司書を配置します。

◆ 巡回司書、支援司書の配置
◆ 消耗品、図書の購入

子どものための読書環境整備事業子どものための読書環境整備事業
千円千円１１,１５９１１,１５９

学校図書館の環境整備や教育活動の支援のために学校
図書館を巡回する司書、支援する司書を配置します。

◆ 巡回司書、支援司書の配置
◆ 消耗品、図書の購入

子どものための読書環境整備事業
千円１１,１５９

情報図書館

学校図書館



令和５年度 絵で見る 社会教育事業（主要事業）③

郷土資料館

発掘調査（高砂遺跡）

子ども学芸員カレッジ（土器作り）

遺跡がある土地で住宅建築が計画された場合などに発
掘調査や確認調査を実施します。

◆ 見晴台地区詳細分布調査、高砂遺跡等整理作業
◆ 市内遺跡の確認調査

埋蔵文化財発掘調査事業
千円千円12,93412,934

遺跡がある土地で住宅建築が計画された場合などに発
掘調査や確認調査を実施します。

◆ 見晴台地区詳細分布調査、高砂遺跡等整理作業
◆ 市内遺跡の確認調査

埋蔵文化財発掘調査事業
千円12,934

幅広い層の市民に「ふるさと江別」への愛着を深め
てもらうため、各種歴史講座の開催等を通じて郷土史
を学ぶ機会を提供します。

◆ 子ども学芸員カレッジ（小学生）
◆ 再発見・江別探訪（一般）
◆ 出前授業、社会見学の受入（小中学校）

ふるさと江別塾「江別を学ぶ」開催事業ふるさと江別塾「江別を学ぶ」開催事業

千円千円１7９１7９

幅広い層の市民に「ふるさと江別」への愛着を深め
てもらうため、各種歴史講座の開催等を通じて郷土史
を学ぶ機会を提供します。

◆ 子ども学芸員カレッジ（小学生）
◆ 再発見・江別探訪（一般）
◆ 出前授業、社会見学の受入（小中学校）

ふるさと江別塾「江別を学ぶ」開催事業

千円１7９

やきもの文化の普及振興のため、各種陶芸教室、陶芸
体験、技法講座等を開催します。

◆ 陶芸体験、陶芸教室、技法講座の実施
◆ 工房利用者作品展の開催

陶芸文化普及振興事業陶芸文化普及振興事業
千円千円6,7426,742

やきもの文化の普及振興のため、各種陶芸教室、陶芸
体験、技法講座等を開催します。

◆ 陶芸体験、陶芸教室、技法講座の実施
◆ 工房利用者作品展の開催

陶芸文化普及振興事業
千円6,742

芸術文化の鑑賞・発表の機会を提供するため、高等教育
機関等との共催企画展を開催するほか、収蔵品を活用した
テーマ展等を開催します。

◆ 「第９回江別市中学校・高校美術部合同展」
◆ 「北斗の煌めき 小森忍と石坂勝美の釉薬」

セラミックアートセンター企画展開催事業セラミックアートセンター企画展開催事業

千円千円472472

芸術文化の鑑賞・発表の機会を提供するため、高等教育
機関等との共催企画展を開催するほか、収蔵品を活用した
テーマ展等を開催します。

◆ 「第９回江別市中学校・高校美術部合同展」
◆ 「北斗の煌めき 小森忍と石坂勝美の釉薬」

セラミックアートセンター企画展開催事業

千円472

セラミックアートセンター

夏の収蔵品展「花器の妙～花とうつわの出会い」
（2022年）



資料９

◇第６次江別市総合計画の施策体系

政策

０２　子どもの教育の充実

（４）　教育環境の充実
　時代の変化に対応した特色ある教育活動の展開に対応するとともに、子どもたちにとって安全で
快適な学習・生活環境を整えるため、学校施設・設備の整備充実に努めます。

（６）　青少年健全育成活動の充実
　体験活動やボランティア活動などの地域教育を通じて、次代を担う青少年を社会全体で見守り、青
少年の健全育成をめざします。

０１　生涯学習の充実

（１）　社会教育関連施設の充実
　公民館などの既存施設の整備や図書館資料の充実により、生涯学習に取り組む市民や団体によ
り良い学習環境を提供します。

（２）　生涯学習支援体制の推進
　生涯学習に関する情報の提供や支援を行い、自主的に生涯学習に取り組むことのできる環境づく
りの促進を図ります。

（３）　生涯学習機会の充実
　市民のニーズに配慮した多様な生涯学習機会を提供することにより、市民の学習意欲を喚起し、
主体的な社会参画を促します。

０２　ふるさと意識の醸成と地域文化の創造

（１）　文化・芸術活動の育成・支援
　文化事業への補助や支援により、市民が質の高い芸術文化に親しむ機会を増やすとともに、幅広
い文化・芸術活動の場を提供します。

（２）　文化・歴史遺産の保存と次世代への継承
　江別市の文化財や歴史遺産を調査・保存するとともに、市民に知ってもらう取組を工夫し、後の世
代に正しく継承し、活用します。

（３）　れんがの保存と活用
　市内に点在するれんが建造物の保存活用を図り、街並みや生活空間にれんがを取り入れ、れん
がに慣れ親しむ機会を創ることにより、道内で唯一れんがを生産しているまちとしての市民意識の
醸成を図ります。

０６
子育て・教育

令和５年度　社会教育予算（案）に係る主要事業一覧

取組の基本方針

０７
生涯学習・文化



◇第６次江別市総合計画の施策体系

政策

令和５年度　社会教育予算（案）に係る主要事業一覧

取組の基本方針

０３　市民スポーツ活動の充実

（１）　スポーツ・レクリエーション機会の充実

　スポーツ関連団体や体育施設等の施設管理者等との連携により、スポーツ・レクリエーション大会
や講座の充実を図り、幅広い年齢層に対応したスポーツ・レクリエーション活動を提供します。
　また、スポーツ合宿誘致に取り組み、合宿参加選手との交流を通して、市民スポーツの推進を図り
ます。

（２）　スポーツ・レクリエーション活動の育成・支援
　　地域やスポーツ関連団体との連携により、指導者の養成を推進し、市民が行うスポーツ・レクリ
エーション活動の支援に努めます。

（３）　スポーツ・レクリエーション施設の充実
　各種体育施設の計画的補修及び改修等を進め、その機能整備に努めるとともに、市内小中学校と
の連携により体育施設の活用を図るなど、市民の行うスポーツ・レクリエーション活動の環境を整備
します。

０１　協働のまちづくりの推進

（６）　友好都市等との交流の推進
　友好都市である土佐市と教育・文化・経済・防災など様々な分野での交流を通じ、両市の親善を深
め、地域の振興・活性化を推進します。

０２　国際交流の推進

（１）　人材・団体の育成
　外国人と良好なコミュニケーションを図り、国際交流の懸け橋となる人材や国際交流に積極的に関
わっている団体の育成を促進することにより、国際交流を推進します。

（２）　国際理解の推進
　姉妹都市であるグレシャム市との交流活動や、市民や各種団体が行っている国際交流活動などに
より、市民に外国の異文化に触れる機会を持ってもらうことで、市民の国際理解の推進に努めます。

（３）　在住外国人への情報提供の充実
　市内在住の外国人が生活する上で、必要な情報を提供し、言葉や生活習慣が異なる環境におい
ても、安心して快適に暮らせるまちづくりを進めます。

０８
協働

０７
生涯学習・文化



(千円）

担当部署 政策
取組の

基本方針
事務事業名 主な内容

令和４年度
当初予算額

令和５年度
当初予算（案）

増減

07 02(2)
北海道林木育種場旧庁舎保存
利活用推進事業

北海道林木育種場旧庁舎の施設と歴史的価値のＰＲ経
費等

1,432 430 △ 1,002

07 01(1) 公民館管理運営事業 公民館指定管理料等 100,598 100,271 △ 327

07 01(1) 公民館施設補修整備費 市民文化ホール緞帳落下防止金具取付工事 46,300 748 △ 45,552

07 01(1) 旧町村農場管理運営事業 旧町村農場指定管理料等 9,308 3,541 △ 5,767

07 01(1)
コミュニティセンター管理運
営事業

コミュニティセンター指定管理料 17,297 17,187 △ 110

07 02(1) 市民文化ホール管理運営事業 市民文化ホール指定管理料等 54,478 54,598 120

07 01(2) 江別市女性団体協議会補助金 江別市女性団体協議会が行う事業への補助 400 400 0

07 01(2) 生涯学習団体支援事業 江別市生涯学習推進協議会が行う事業への補助 1,000 1,000 0

07 01(2) 青少年ふれあい交流促進事業 地域の団体が行う青少年の健全育成事業等補助 1,200 1,200 0

07 01(3) 家庭教育支援事業
江別市ＰＴＡ連合会が行う研修事業等への補助
子育て中の保護者等を対象とした講演会の開催経費

508 508 0

07 01(3) 聚楽学園補助金 聚楽学園が行う事業への補助 770 770 0

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係



(千円）

担当部署 政策
取組の

基本方針
事務事業名 主な内容

令和４年度
当初予算額

令和５年度
当初予算（案）

増減

07 01(3) 蒼樹大学事業 ６５歳以上の市民を対象とした蒼樹大学の開催 501 501 0

07 01(3)
えべつ市民カレッジ（四大学
等連携生涯学習講座）事業

市内の四大学と市が協働で実施しているふるさと江別
塾や大学自主公開講座等を「えべつ市民カレッジ」と
して開催

183 189 6

07 02(2) 旧町村農場保存活用推進事業
旧町村農場改修工事【拡大】
※４年度予算では実施設計を実施

13,261 202,991 189,730

07 02(1) ガラス工芸館管理運営経費 ガラス工芸館の管理運営 1,973 2,117 144

07 02(1)
子どもの文化活動育成事業
（土曜広場）

地域ボランティアによる小中学生への伝統文化教室
「土曜広場」開催経費補助

1,200 1,100 △ 100

07 02(1)
江別市文化協会補助金（文化
協会事業・市民文化祭開催支
援事業）

文化協会が実施する文化振興事業、文化協会が行う舞台・展
示・文芸等の市民文化祭事業への補助

2,750 2,750 0

07 02(1) 文化振興奨励事業 芸術文化関係の全国大会出場者への奨励金支給 240 240 0

06 02(6) 青少年文化賞顕彰事業 青少年に対する文化賞等顕彰経費 360 476 116

07 02(1) 市民芸術祭開催支援事業
まちかどコンサート（６月、１２月）開催・まちなか
アート月間事業開催・市民ミュージカル準備経費補助

1,900 1,400 △ 500

07 02(1) 芸術鑑賞招へい事業 芸術鑑賞招へい活動への補助(音楽公演、演劇公演) 2,050 1,400 △ 650

08 02(2) 江別市都市提携委員会補助金 江別市都市提携委員会が行う事業への補助 450 1,030 580

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係



(千円）

担当部署 政策
取組の

基本方針
事務事業名 主な内容

令和４年度
当初予算額

令和５年度
当初予算（案）

増減

08 02(1)
市民交流施設関連経費
（江別国際センター施設管理
費等補助金）

江別国際センターの施設管理費等に対する補助 2,322 2,523 201

08 02(3) 国際交流情報提供事業
日本語が堪能な外国人の雇用による国際交流・国際理
解の支援及び情報発信

3,744 4,015 271

08 02(2) 友好都市提携45周年記念事業
友好都市提携４５周年を記念した高知県土佐市との相
互訪問及び記念式典等の開催経費【新規】

0 3,608 3,608

08 02(1) 中学生国際交流事業
姉妹都市米国グレシャム市との相互交流（中学生６名
派遣、６名受入予定）

2,028 2,930 902

06 02(6) 子ども会育成事業
子ども会育成連絡協議会が行うスポーツ・文化等の体
験活動への補助

737 737 0

06 02(6) はたちのつどい開催事業
２０歳年齢到達者を対象とした「はたちのつどい」の
開催

662 571 △ 91

06 02(6) 科学体験教室開催事業 小学生を対象とした科学体験教室の開催 147 163 16

06 02(6)
青少年のための市民会議補助
金

青少年のための市民会議が行う青少年の健全育成事業
への補助

120 120 0

06 02(6) 青少年キャンプ村事業
森林キャンプ場での小中学生自然体験
「こんがり王国」の実施

747 784 37

08 02(6) 小中学生国内交流研修事業
友好都市土佐市との相互交流（小中学生１２名派遣、
１２名受入予定）

1,515 1,515 0

08 02(6) 地域体験活動事業
子どもを対象に地域資源を活用した体験活動（ツリー
クライミング、はじめてのお泊り会）の実施

79 129 50

06 02(6)
江別の魅力「食」と「自然」
を満喫できる体験型学習事業

江別の持つ魅力を子どもたちに伝える日帰りの体験型
学習の実施

458 260 △ 198

生
涯
学
習
課

青
少
年
係

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係



(千円）

担当部署 政策
取組の

基本方針
事務事業名 主な内容

令和４年度
当初予算額

令和５年度
当初予算（案）

増減

07 03(3) 学校プール開放事業 夏休み期間中、小学校プールを児童・生徒に開放 3,643 3,913 270

07 03(3) 学校体育館土曜開放事業
学校休業日の土曜日、小学校体育館を地域の児童・生
徒に開放

1,165 1,160 △ 5

07 03(3) 社会人体育団体学校開放事業 学校体育館・グラウンドの開放 263 263 0

07 03(3) 体育施設整備更新事業 体育施設の維持補修 7,036 7,100 64

07 03(3) 市民体育館改修整備事業 給水ユニット、柔剣道室床 54,000 12,600 △ 41,400

07 03(3) 屋外体育施設管理運営事業 特設スケートリンクの管理経費 4,776 4,872 96

07 03(3) 屋内体育施設管理運営事業
市民体育館、大麻体育館、青年センター、東野幌体育
館指定管理料

209,718 213,149 3,431

07 03(2) スポーツ少年団補助金 スポーツ少年団の事業に対する補助 1,815 1,895 80

07 03(3)
あけぼのパークゴルフ場管理
運営事業

あけぼのパークゴルフ場指定管理料 12,228 14,869 2,641

07 03(2) 江別市スポーツ協会補助金 江別市スポーツ協会の事業に対する補助 1,462 1,562 100

07 03(3) 森林キャンプ場管理運営事業 森林キャンプ場指定管理料 7,782 7,652 △ 130
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(千円）

担当部署 政策
取組の

基本方針
事務事業名 主な内容

令和４年度
当初予算額

令和５年度
当初予算（案）

増減

07 03(1)
地域スポーツ活動活性化促進
事業

スポーツ推進委員が行う地域への軽スポーツ出前講座 269 226 △ 43

07 03(1) スポーツ大会等振興補助事業 各スポーツ大会開催等スポーツ振興事業補助 40,842 40,989 147

07 03(1) スポーツ合宿誘致推進事業
道外からのスポーツ合宿団体に対する送迎サービス、特産品
提供、野幌総合運動公園等の施設使用料補助などの支援

2,491 860 △ 1,631

07 03(1)
特別支援学校フットサル大会
開催支援事業

道内及び海外の特別支援学校が参加するフットサル大
会の支援

737 380 △ 357
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07 03(1) 高校総体北海道大会開催事業
令和５年度全国高等学校総合体育大会における江別市
開催競技の準備と大会運営に係る経費

2,081 34,238 32,157
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(千円）

担当部署 政策
取組の

基本方針
事務事業名 主な内容

令和４年度
当初予算額

令和５年度
当初予算（案）

増減

06 02(4)
子どものための読書環境整備
事業

小中学校図書館の活用・充実を図るために巡回司書
（４名）及び支援司書（１名）を配置【拡大】

8,749 11,159 2,410

07 01(1) 図書館運営管理事業 情報図書館維持管理経費、会計年度任用職員報酬等 85,999 91,171 5,172

07 01(1)
市民交流施設関連経費（情報
図書館）

市民交流施設における予約図書貸出・返却業務に要す
る経費

2,359 2,428 69

07 01(1) 図書館設備等更新事業 電算システム、パソコン等の運用保守 21,504 21,820 316

07 01(1) 図書館資料整備事業 本館、分館等の図書、雑誌、ＣＤ等資料の整備 19,620 19,620 0

07 01(3)
情報図書館コンピュータ学習
室事業

パソコン教室の開催等 1,005 994 △ 11

07 01(3) 情報図書館展示室事業 展示会等の開催経費 54 54 0

07 01(3)
情報図書館視聴覚ライブラ
リー事業

視聴覚ライブラリーの整備 370 370 0

07 01(3) 読書普及活動事業 本館、分館の読書普及活動事業「おはなし会」等開催 370 372 2

情
報
図
書
館



(千円）

担当部署 政策
取組の

基本方針
事務事業名 主な内容

令和４年度
当初予算額

令和５年度
当初予算（案）

増減

07 02(2)
ふるさと江別塾～「江別を学
ぶ」開催事業

市民向けの郷土史講座等 195 179 △ 16

07 02(2) 郷土資料館管理運営経費 管理経費 15,972 17,068 1,096

07 02(1) 野幌太々神楽伝承会補助金
市民団体による「野幌太々神楽」の伝承活動に対する
補助

300 300 0

07 02(1) 野幌太々神楽保存会補助金
市指定文化財「野幌太々神楽」の保持団体である野幌
太々神楽保存会への補助

150 150 0

07 02(2) 埋蔵文化財発掘調査事業
見晴台地区詳細分布調査、高砂遺跡及び元江別９遺跡
整理作業等

42,274 12,934 △ 29,340

07 02(2) 郷土資料館企画展開催事業
未公開の収蔵資料や、発掘した埋蔵文化財などを広く
市民に公開する企画展を開催

92 90 △ 2

07 02(1)
セラミックアートセンター企
画展開催事業

第９回江別市中学高校美術部合同展等開催 625 472 △ 153

07 02(1)
セラミックアートセンター管
理運営経費

管理経費 39,634 39,549 △ 85

07 02(1) 陶芸文化普及振興事業
セラミックアートセンターで実施する展覧会・陶芸教
室等

6,563 6,742 179

07 02(1)
セラミックアートセンター改
修事業

エントランスホールトップライトのＬＥＤ化工事 0 2,100 2,100

郷
土
資
料
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業
務
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事業名
社会教育関係団体

補助の目的
（千円）

江別市女性団体協議会補助金 江別市女性団体協議会
江別市女性団体協議会の事業支援を図り、女性の社会参加を通し
て社会的地位の向上及び地域社会の振興に寄与することを目的と
する。

400

家庭教育支援事業 江別市ＰＴＡ連合会
江別市ＰＴＡ連合会の事業支援を図り、児童・生徒の健全育成と
ＰＴＡの生涯学習の充実に寄与することを目的とする。

408

生涯学習団体支援事業 江別市生涯学習推進協議会
江別市生涯学習推進協議会の事業支援を図り、江別市における生
涯学習の普及及び推進に寄与することを目的とする。

1,000

青少年ふれあい交流促進事業
児童・生徒の健全育成と幅広い世代間の
交流等の社会教育活動を実施する市内団
体

児童・生徒の健全育成と幅広い世代間の交流等の社会教育活動を
実施する市内団体の事業支援を図り、地域活動の活性化と地域教
育力の向上に寄与することを目的とする。

1,200

聚楽学園補助金 江別市聚楽学園
江別市聚楽学園の事業支援を図り、高齢者の生きがいづくりと生
涯学習の促進及び高齢者の社会参加の推進に寄与することを目的
とする。

770

中学生国際交流事業 江別市中学生海外研修交流訪問団
姉妹都市グレシャム市との相互交流を通じて、国際感覚の向上や
異文化理解の促進及び国際的視野に立った青少年の人材育成に寄
与することを目的とする。

2,930

子どもの文化活動育成事業
(土曜広場）

えべつ子どもの文化活動育成事業「土曜
広場」推進委員会

市内の小中学生への伝統的な生活・文化の提供により、子どもた
ちが伝統文化に親しみ、人との関わりを大切にすることを学び、
江別市の文化芸術活動が拡充されることを目的とする。

1,100

江別市文化協会補助金（文化
協会事業・市民文化祭開催支
援事業）

ＮＰＯ法人江別市文化協会

江別市文化協会の事業支援を図り、会員による自主的・主体的な
芸術文化活動が活発になることを目的とする。また、市民文化祭
の開催を通して、芸術文化活動への興味関心が高まり、市民主体
の活動が行われることを目的とする。

2,750

市民芸術祭開催支援事業
まちかどコンサート実行委員会
えべつまちなかアート月間実行委員会
江別市民ミュージカル実行委員会

芸術文化の振興を目的とした市民組織の支援を通して、主体的か
つ創造性豊かな芸術文化活動を活発に行い、江別市独自の創造型
芸術文化活動の創出を目的とする。

1,400

（文化振興担当）



事業名
社会教育関係団体

補助の目的
（千円）

子ども会育成事業 江別市子ども会育成連絡協議会
江別市子ども会育成連絡協議会及び各地区育成会が主催する各種
体験型事業等に参加する児童・生徒が増えることで、会の活動の
活発化と子どもたちへの体験の機会の確保が図られる。

737

はたちのつどい開催事業 江別市はたちのつどい実行委員会

20歳（はたち）の年齢到達に伴い、成年としてのほぼすべての権
利を行使できるようになる人生の節目を祝福・激励することで、
自らが自立した社会人であることへの責任とその自覚を促し、よ
りよい社会の創造への貢献の決意に加えて江別市民としての連帯
感を高める。

180

青少年のための市民会議補助金江別市青少年のための市民会議
家庭、学校、地域の様々な団体や行政が連携し合って、青少年の
非行防止・健全育成の推進を図ることで、青少年を取り巻く環境
が向上する。

120

小中学生国内交流研修事業 江別市小中学生国内研修交流訪問団

友好都市・土佐市との教育交流事業を実施することで児童生徒の
友好都市への認識を深めるとともに、様々な生活文化や風土に触
れ、豊かな感性が養われるようになる。また、異なる文化に触れ
ることで、自分の住む地域を見つめ直し、江別市への理解を深め
て郷土愛を育む。

1,095

スポーツ推進委員関係経費 江別市スポーツ推進委員協議会 市民に対するスポーツ活動促進のための組織を育成する。 50

スポーツ少年団補助金 江別市スポーツ少年団
・スポーツを行う青少年を増やす。
・青少年スポーツを指導する有資格者を増やす。

1,815

江別市スポーツ協会補助金 江別市スポーツ協会
・競技力の向上
・競技スポーツをする人の増加
・競技スポーツを指導する人の増加と資質向上

1,462

スポーツ大会等振興補助事業 （一財）江別市スポーツ振興財団
健康づくりに興味・関心を持ち、大会参加を視野に入れたスポー
ツ活動を日常的に継続できる習慣を身につけ、生涯スポーツの基
盤を構築する。

40,842

合宿誘致・スポーツ スポーツ合宿誘致推進事業 道外からの合宿利用団体

スポーツ合宿の誘致、支援活動を通じ、市民の健康づくり、ス
ポーツへの関心度を高めるとともに、トップアスリートなどとの
交流により、ハイレベルなスポーツ技術の向上と市民スポーツ活 910



事業名
社会教育関係団体

補助の目的
（千円）

野幌太々神楽伝承会補助金 江別市野幌太々神楽伝承会
江別市指定文化財（無形民俗文化財）である「野幌太々神楽」の
保護及び保存を図る。

300

野幌太々神楽保存会補助金 野幌太々神楽保存会
江別市指定文化財（無形民俗文化財）である「野幌太々神楽」の
保護及び保存を図る。

150


